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④特集／第五回日仏経済学会議「経済的地域主義：ヨーロッパとアジア」（その2）

ヨーロッパ産業の諸要素

パリ第1大学ローラン・ラントネル

先の欧州委員会委員長J・ドロールは、欧州悲観主義に

対して、欧州統合の必要性に関する信念をより強固なも

のとすべ<、一冊の白書を著した。この白香の内容を具

体的に支援すべ<、欧州委員会の依頼により「パオロ．

チェッキーニ報告」（仏題「挑戦」1992年刊）が作成さ

れた。同報告書では、「分割欧州」のコストという問題

が取り扱われている。第二次大戦後の世代にとって、

｢分割欧州」の最大のコストとは、経済的なものではな

く、政治的なものである。つまり、ヨーロッパが再び流

血の紛争を繰り返すことへの恐れ、これである。統合を

目指す意識の根底には、この恐れが今なお存在し続けて

いるのである。

本稿第1部では、ヨーロッパ経済の調書にみられるい

くつかの特徴について指摘する。

第2部では、ヨーロッパの産業政策の諸要素について

述べる。

最後に結語において、ユートピア形成以前の現段階に

おいてヨーロッパ統合計画にみられる両義性について指

摘を行う。

第1部調書の諸要素

1自給自足経済体制への傾向

ヨーロッパを構成する諸経済は、個別的にはかなり開

放的な経済とみなすことができよう。（表1参照）

各国民経済の開放度は、過去30年間で約60%も高まっ

ており、対GDP比からみれば合衆国及び日本を大きく

上回っている。

だが、開放的であるのは域内貿易についてだけのこと

で、世界規模でみると、EUと非EU諸国との間の貿易は、

むしろ若干の減少を示している。（表2参照）

大胆な簡略化を施せば、以下のように言えるであろう。

-EUの対米輸出は、比率からいうと安定した値を保っ

ている。それに対して、アメリカからの輸入は、1970年

から1990年の間に、約20%から17%へと低下している。

－同じ時期、EUの対日輸出は約3%増加した。他方、

日本からの輸入は6％増加した。

このように、20年間にわたる対米貿易収支の改善は、

対日貿易収支の悪化により相殺されてきたのである。

それゆえ、統合がヨーロッパ経済の閉鎖性を高めるこ

とを、そもそもの目的としたものであるかのように、す
べてがなされている。

上記の事態を貿易品目の性質という点からその理由の
一部を説明する。L
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財肯・サービズの鈴I』

合衆国 日本 フランス (旧)西独 英国 イタリア _EEC(8)
1960 5.2 10．7 14．5 19 20.9 13 19.8

1993 10.9 10.1 22.9 33.8 26.1 21 29.4

財貨・サービスの輪ス

合衆国 日本 フランス (旧)西独 英国 イタリア EEC(8)
1960 4．4 10.2 12．4 16.5 22.3 13.5 19

1993 11.3 7.5 21.6 26.8 28.2 20.6 27

(a)(旧)東ドイツは除外



3複合製品に関して特化は不十分

国際的レベルで特化の進行を分析する場合、生産物の

加工段階について十分な注意を払うのは当然のことであ

る。換言すれば、高度に加工される製品（つまり「付加

価値」の高い製品）への特化は、労働の国際分業におけ

る優位性を示すものとみなされる。

一般的に次の二つの比率が取り上げられる。

1）工業製品比率(R.I.)工業製品（加工製品と複合

製品のいずれか）／工業製

品十原材料となる製品

2）複合製品比率(R.C.)複合製品の輸出／総輸出

1967年から86年のデータは以下の通りである。

表2欧州共同体の貿易フローの対GDP比（単位%)

ZnOmZeeu"eennanoO4.1993.m

2不均衡状態にある経済活動のポートフォリオ

ボストン・コンサルティング・グループによって行わ

れたマクロ経済分析2はよく知られたものであるが反論

も多い。その分析結果に変更を加えることに対して異論

が出るのも当然であろう。（図1参照）

だが、修正を施すことによって次の2点が明らかにな

るという利点が生まれる。すなわち、

’）いくつかの分野、例えば半導体や家電製品、にお

いてEUの国際競争力は弱い。

2)EUの産業活動は、観察期間中、成長率の低い分

野（鉄鋼、農産物加工、織物・衣服等々 ）に集中
している。

需要のダイナミズムの変化に応じて、諸地域の特化が

進行するという古典的公準（市場が大きく拡大しつつあ

る製品について競争力を有するほうが望ましい）からい

えば、EUの立場はかなり悪いように思われる。図1で

表現されているのは、一つには好機（市場シェア及び規

模の経済力糊待される）であり、二つには誘引（各分野

の潜在的な成長性）であり、そして世界市場への適応に

対する無気力、である。他方で、統計から明らかなこと

は、若干の興味深い例外を別として（ソフトウェア産業

やデータ処理)、大きく需要の伸びている製品に関して、

ヨーロッパは輸入量が多いばかりか、その伸び率も高い

ということである。(cf.p.ex.j'Ez"･Ope6orzomique,

出典:donn6estir6esdeEco7zomieez"･opee""e,no39,marsl989,p.111
〃

工業比率及び複合比率とも改善を示しているとはいえ、

伸び率は各国でまったく異なっており、結果は欧州にとっ

て憂慮すべきものといえる。

’ より最近のデータとして表3を載せておくが、ここで

も1978年と1990年の対米・対日複合製品貿易においても

同様の結果が示されている。
｜

｜

’
Cahiersfran9ais,janvier-f6vrierl994,pp.3-12)

図1欧州共同体の産業競争力（欧州のポートフオリオ）
1987-93年の欧･米･日の生産の年間成長率（％）

表3欧州共同体の対米・対日貿易において先端技術製品の占める割合

’
↑ ソフトウェア

！

’
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1

I

出典:LaCommunauteeuropeennecommepartenairedanslecommercemondial.
〃

庇｡"mieeurnpeennano52,1993,p.239

4企業管理について若干の副次的問題を提起する直接投資と共同体以外で実施された投資との区別がなさ
主要投資れていない。

経済力を表す伝統的シンボルの中で、水際立つもののこの問題を回避するために、ある地域で行われる生産
一つといえば対外投資である。と、有効に管理される生産とを区別することにしよう。
この点に関して、EUは好位置につけているように思1992年にCEPIIは、1988年度について、生産の現地化
われる。（海外生産を含む）と企業管理の現地化（企業提携の実
1990年から92年の間、実施された対外投資のうち48％際的な強度を示す）の差を測定した。この統計結果によっ
がヨーロッパによるものであり（合衆国と日本はそれぞて（単位10億ドル)、ヨーロッパは、実施された生産の
れ17％)、そのダイナミズムは明らかである。管理面において、若干の赤字状態にあることが判明した。
だが、（国際決済銀行の）統計では、欧州共同体内の
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欧・米・日三極の生産に占める欧州の割合（％）
出典:PanoramofECIndustry,1989
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失業率の推移
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この差は、測定誤差は不可避としても、十分に小さい上回る役割を果たしているように思われる。

ものと考えられることから、少なくとも同分野において結局のところ、これらの指標によってかなり客観的な

ヨーロッパは優位を保っていると判断することができよ均衡が示されるにしても、そこに（毎日、時々 刻々 と行

う。 われる）為替市場での取り引きが含まれていないという

点が指摘されよう。

5国際的に魅力的なただ一つのヨーロッパ通貨：ドイところで、為替相場が不安定な時期にあっては、相場

シ･マルク の変動によって、暗黙裏に存在している各国通貨のヒエ

ここでまた計測の問題が深刻となる。そこで、各種通ラルキーの再検討という事態が起こる場合もある。

貨の重要性を（不完全であるにしても）示す二つの指標いずれにしても、調書にみられる基本的要素として以

を取り上げよう。下の3点を挙げることで合意が得られるように思われる。

1）国際的に流通する確定利回り債券のストック構成1）短期間のうちにエキュが市場シェアを伸ばし、そ

は、欧州通貨全体と米ドル間の準パリティと考えられる。の一般的普及が予測できるような状態になるとは現段階
1992年末時点、ストック構成は以下の通りである。では考えにくい。

米ドル32％2）国際的次元において、ドイツ.マルクは「決済」

欧州各国通貨及びエキユ29％通貨としての役割を果たしている。多くの場合、ヨーロツ
円16％パはマルク圏に分類されるが、この区分は誤りである。
スイス･フラン9％

何といわれようとも、マルクの流通基盤はヨーロッパ全

その他’4％域に及ぶものとなってはいない。
欧州通貨立ての債券は29％であるが、その内訳はかな3）フランについていえば、数年来続いてきた通貨政
り不均等である。

策は、フランの対マルク相場を固定するというものであつ
マルク10%

た°フランス当局が同政策を一貫して継続してきたにも
エキュ 8％

かかわらず、フランの国際的信頼性を確立することはで
ポンド6％

きなかった。
フラン5％

2）国際的な外貨準備高の構成をみると、むしろ米ド6持続する失業
ルが優位性を持っているという印象を受ける。1992年末「ヨーロッパの失業」を嘆くことは、もはや日常茶飯
時点、外貨準備の内訳は以下の通りであった。

事の事態となっている。
米ドル 64％

欧州通貨

（うちド澱ﾏﾙｸ,3%） 各国における失業率の違いの解釈は様々である。大き
な技術変化を受け入れるにあたって、各経済がその技術円8％

変化に適応する際にみられる固有の慣性、あるいは、歴その他9％

史的次元を持つ制度的、法的、社会的及ひ覗制上の与件、
このように、ドイツ・マルクは、あくまでも補助的なまた文化的与件、さらに第2次産業を対象とした職業訓
ものであるにしても、世界規模で他の欧州通貨を大きく練制度の性質や企業の技術的特質など様々な観点から説

そのことは、理論的には、諸国家が単一領域に収敵

(あるいは分裂）する場合に想定される利益に関する議

論を思い起こさせる。これは、国際経済学では初期の段

階からあるものである。

これを別な観点から取り扱うこともできるであろうし、

また我々の調書において、このような議論はフロンティ

アに位置するものでもある。それゆえ、ここでは以下の

点を提起するに止めておく。

◆財、サービス及び生産要素の自由な流通によって、

生産性と生活水準の均等化がもたらされるなら、生産要

素配分の全般的改善、生産の増加、及び（例えば購買力

水準で測定された）生活水準の平準化が自由流通によっ

て実現するはずである。リカード的メカニズムの単純な

効果によって、費用低下及び経済成長がもたらされるで

あろう。このような収敬効果を擁護する論者として、ポ

ルツならびにB.バラッサの名を挙げることができよう。

◆ここで新たに2人の名を引き合いに出すと、G.ミュ

ルダール及びF.ペルーの両名は、地域的発展のプロセス

における都市圏の規模の経済性を強調している。有名な

｢成長の極」理鯖の結論は、発展の異方性と不均等性で

ある。つまり、すべての障壁（関税障壁等）力輔り除か

れると、必然的に不平等が拡大する。収數派は、少なく

ともマクロ経済面において、イタリアやスペインの例を

引き合いにだすかもしれない。それに対して分裂派は、

合衆国のような豊かな国々 と貧しい国々 との経済格差が

恒常的に維持されている例や南イタリアの例を持ち出し

てこよう。

明がなされている。

最近、提出された報告書「フランスの計画｣(2)では失

業対策として、一連の労使協調的あるいは対立的「解決

策」が示されている。それらは一般的に次のようなもの

である。

－労働環境の整備

一パートタイム労働の拡大

一労働コストの削減

一サービス雇用を掘り起こせる分野の研究（連

帯組織、病人への援助、単身者扶助、青年の

職業訓練に対する補助等々）

－労働時間の短縮

今後20年間に限ってみれば、最後に挙げた労働時間短

縮の実現可能性が非常に高いと考えられるのだが、同報

告書はいまだ議論の対象となっているというのが現状で

ある。

いずれにせよ、短期的に見れば、過去15年間にわたっ

てヨーロッパは大量失業状態（労働力人口の約10%が失

業）から抜け出せていないようにみえる。失業に対する

経済政策のお決まりの手段、政治的多数派の思い通りに

利用されるすべての道具は深刻なまでに役立たずである

ように思われる。

状況は極めて憂慮すべきものであり、フランスではシ

ラク大統領の言うところの「社会的分裂」の危機を取り

沙汰する声が左右両陣営から上がっている。
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7依然として存在する欧州悲観主義

統一欧州建設の原則そのものに関して一致した世論が

存在していないのは（これは控えめに言ってのことであ

る)、少なくとも部分的には、産業転換、第3次産業へ

のシフト、雇用、及び国際競争力に関する構造的問題が

その原因となっているだろう。

欧州悲観主義及び欧州楽観主義の双方とも、極度に単

純化された各種理論宣伝用台帳の恩恵に浴している（具

体例を挙げると、成長の極理論、統合推進等々の諸説に

ついてそれぞれに信奉者が存在している)。

－5－

－4－

』

1988年(単位10億ドル）
合衆国 欧州 日本

国内工場生産

雨馴砦牛産葬会すf令業牛産
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価格競争の結果、国際的にみると欧州諸集団の競争力は

弱くなっている。それについては、このタイプの価格競

争の第一の受益者がフランスの消費者ではなかったこと

は明らかだとしても、家電製品を引例とできよう。

2）統合生産空間の形成への参加。これによって、

といった戦略的行動によって寡占レントを入手し収益を

あげることができる、というのがその内容である。

この点から言えば、「先手」必勝となるのは間違いな

いところであろう。

同様に、政府は、市場の不完全性から生まれるレント

第2部産業政策の諸要素 争力維持を狙った伝統的な産業政策に固執している。た

とえ、それが最終的には補助を受ける特権を認めること

にしかならないとしてもである。

そのような産業政策は、「水平的」次元を備えるにち

がいないだろう。バンケマン・コミュニケーション（19

1競争政策と産業政策

これからの話題は、先の議論の再燃にほぼ相当する。

あえて特色を出すとすれば、問題は次のような形で提出 1

1
F

される。すなわち、対外的な自由貿易と国内での競争は、90年11月）によって、産業に関するマーストリヒト条約

経済成長及び福祉の極大化への一番の近道となりうるの第13編第130条が導かれた。企業に責任を負わせながら

か、という問題である。冒頭で言及したチエツキーニ報も、他方で公的機関の役割も強調される。当局は、企業
告で展開された「分割欧州」のコストに関して言えば、活動に対して明白かつ予見可能な環境及び展望を提供す
競争原理はあらゆる追加的費用を省くものと位置づけらる。研究開発を支えるインフラストラクチャー、中小企
れている。それゆえ、開かれた単一巨大市場の創設が産業支援、及び第3国市場へのアクセス改善といった課題
業政策であるとの取り違えがなされうると推論することは、とりもなおさず水平的産業政策に属するものである。
もできよう。

水平的政策においては、国際競争に関して、ある種の

このような自由主義的展望が、目下、具体的な影響を最適行為論が尊重される。そこでは、戦略的分野（エレ
及ぼしていない訳ではない。すなわち、規範を定義づけクトロニクス、データ処理(3)、バイオテクノロジー）や、
るという作業は、公共財調達市場の開放及び規制緩和に「敏感な」製品（自動車、繊維、衣料)、及び科学技術
関する指令の制定と広く結びついているのである。（応用分野よりむしろ、それ自体が競争力のある製品と

■ 蕊;溌
認可（英航空会社のロンドン・パリ間の運行権がフラン2欧州内部で持続する緊張関係
スの国内路線へと拡大された)、路線割当て方法の修正ドイツには、水、ホップ、大麦及び酵母以外の原料を及び路線認可数の増加がみられる。

用いてビールを製造してはならないとする法律があり

(費用のかかる）国内での競争を回避し、企業間協力のが自国企業の手に渡るような援助策を講じることができ

枠組みを広げることができる（エアバス計画、アリアンる。したがって、産業政策とは、企業の比較優位の一部

計画、アスター・ミサイル、ユーロコプター等)。参加を生み出す発電機ということができよう。

企業単独では、同様の成果を生み出すとは（現時点では合衆国が「戦略的貿易政策」を通商原則として採用し

まだ）考えにくい。その他、実現可能性の高い、潜在的た背後には、全メディアをあげての支援が存在した｡ニュー

な協力の例として、想起されるものとしては、TGV¥Hヨーク・タイムズ紙では、当初政治面で、続いて経済面

DTV(高感度テレビ標準化プロジェクト）等がある。で同政策が論じられた。その取り上げ方も、どっちっか

第1部で述べた調書の内容を踏まえれば（欧州は人口ずであることが多い論評といった感じではなくもっと明

的にも産業的にも衰退を始めており、先端技術を用いる確な立場を示すものであった。後にこの記事はフランス

製品の市場及び増大する需要に対する適応が不十分であのマスコミの手により出版の運びとなった。

る)、ダイナミックな産業政策によって推進される統合貿易相手国に対して通商戦争の宣言をはっきりと行わ

生産空間の必要性が､世論や圧力団体､企業及び国によつない合衆国の姿勢は、ガット合意を紛糾させることになる。

て理解されることが期待されるであろう。歴史的、経済的、あるいは「技術的」な理由から、世

界規模での寡占状態が成立している部門では、技術面で

3「戦略的貿易論」の誘いを受ける貿易相手国の規模の効果（自然寡占）や、自己強化及び政府の介入

「戦略的貿易論」の原則は、今や周知のものであるにより、企業の市場位置に関する非対称性がいや増すこ
(代表的論者としては、J・プランデルやB.スペンサー、とになる。

P.クルーグマンがいる)。すなわち、現実の世界においL・カルテリエは、エアバス社とボーイング社による複

て、競争は不完全な形でしか存在しておらず、企業は、占を古典的な囚人のジレンマとして描き出しているが、
規模の経済の活用や参入障壁の確立、製品差別化の実施ここでは修正を施し、次のようなケームを考える。

初期状態(Nol)

1社だけなら利益が得られるが、2社とも市場に参入

する場合にはどちらも損失を被る。
エアバス社に対して補助金10が交付されると、ゲーム

は次のようになる（これはアメリカの戦略的貿易論者か
ら着想を得たモデルである)。

だが、実例を挙げれば枚挙にぃとまのない小競り合い
－最後に、エネルギー、運輸、郵便、銀行・保険の各を除くと、対応は2つのタイプに分けられる。各タイプ
分野は、経営形態が完全に公営であれ政府の関与が部分の諸活動の範囲は明らかにされるにしても、異なるタイ的なものであれ、第3総局（域内市場・産業担当）及びプに分類される対応同士が常に矛盾するものであるとは第4総局（競争担当）両局の監督下にある。

限らない。

自由主義的構想に対して、－部の欧州諸国はEUの競1)通常、価格競争により表現される競争戦略。だが、

’

－7－

---.6--‐

(エアバス社の利得、ボーイング社の利得） ボーイング社

参入する 全ス1－か1.、

エアバス社参入する

参入しない

(－5，－5）

(0,100）

(100,0）

(0，①

(エアバス社の利得、ボーイング社の利織 ボーイング社

参凡入する 全X1－－かP.、

エアバス社 凱
凱
する

しない

(5，－5）

(0,100）

(110,0）

(0，の
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な自由貿易主義は一つのユートピアでしかない。したがっ

て、現実的な解決策は、むしろ各国間での協議という側

面から模索されなければならない。

2）生産要素の再配分と財･サービスのバスケットの

再構成による費用低下を狙うリカード的熱意を持たずと

も、また新ケインズ主義的に、惹起される購買力増加の

乗数効果に固執せずとも、あらゆる非協力的姿勢はほと

んど不可避的に報復措置を招き、初期時点において重大

な非対称性が存在しない場合、報復措置によって囚人の

ジレンマにおける最も低位の均衡状態に陥ることを我々

まっているが、規制が必要との認識は、民間分野、公共

分野を問わず、すべての経済活動分野においてますます

広まっている。

欧州域内で保護主義の危険が次第に解消されるとして

も、欧米日三極間での保護主義的傾向は依然として残る。

具体例を挙げると、フランスの自動車産業に対する産業

政策は、消費者の直接的利益というよりも、二大自動車

会社（ルノー社及びプジヨー･シトロエン社）に対し長

期的な市場機会を確保するという見地から推進されてい

るのである。

技術面や生産規模、あるいは生産効率面でボーイング

社がエアバス社に対して優位にある場合は次のようにな

る。

上の例では、ボーイング社の参入は阻止される。損失

覚悟でボーイング社が航空機市場に参加しても、エアバ

ス社には利益力戦る。

初期状態(No2)

I
エアバス社に対して補助金10が交付される場合、ボーイング社の期待する利益に影響が及ぶであろう。
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この点については、次の2点を指摘するに止めておく。は認めなければならない。

1）国際的にいかなる規制が導入されようとも、純粋
エアバス社に補助金10が支給
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競争があっても追加費用が完全になくならない部門で

戦略的産業政策が追求されると、かえって追加費用の永

続化をもたらす結果となるだろう。

戦略的貿易政策が支配的となれば、ターゲット設定が

当然必要となってくる。そこでは、市場から得られる情

報よりも行政当局の持つ情報力種要となる。

結局、戦略的産業政策にみられる、間接的な形の保護

主義的性格から2つのリスクが存在する。1つは、国内

製造業に対する補助金の国外消費者への移転であり、2

つには、全体的な最適性を損なう報復措置である。しか

し、これらリスクを避けることは可能であり、例えば、

航空機産業への補助金制限に関する、合衆国と欧州間の

合意は、通商紛争を回避する方法の一つとなっている。

ここでは、簡単に次の2点を述べることによってまと
めとする。

一戦略的貿易論で提示される国際競争についての概念

は、自由貿易の一般化のそれよりも現実的である。

一戦略的貿易論が支配的となると（特に合衆国、日本、

及び欧州間で)、欧州が最も悪影響を被るのは明らかで

ある。キーとなる技術に関して欧州は後れを取っており、

合衆国及び日本の両国と同じ条件にあるとはとても言え
ない。

4保謹主義的傾向

保護主義と戦略的貿易政策の相違点は、及ぼす効果以

上にその形態にある。関税障壁を除去しても、欧州域内

を含めて以下の事態が依然として存在する。すなわち、

一主として国家により実践される保護主義：規制や規

格等

一様々 な方法で参入障壁の構築を目指す企業行動。

ローマ条約第85条に企業間協定の規定があり、共同市

場に対して著しく競争制限的な効果をもたらすものにつ

いては原則禁止となっている。また、同86条は支配的な

地位の濫用を規制している。また､1989年末には企業集

中規制も実施されている。

欧州委員会の権限は、合衆国の反トラスト規制には及

ばないにしても、少なくとも日本の公正取引委員会に匹

敵するものではあるだろう。

このように、EUでは、企業間協定や支配的地位の濫

用及び企業集中の規制が年々 厳しくなっているのである。

競争制限的な規制や域内企業に対する補助についても
事情は同じである。

競争に関する規制の施行は、単に担当部局である第4
総局のみならず、投票によって決定を下す立場にある欧
州委員会の委員団全体に関わる問題である。現段階では、
規制は経済成長の足椥とならないよう緩やかなものに留

保護主義（特定の製品や、部門、技術等々における）

がその最たる例である。すなわち、

－双方が保護主義を選択するケースでは、それぞれの

利得は100である。

－片方だけが保護主義を採用するというケースは、一

見、有利であるが、これは現実的でないと同時に、この

状態を支える強い非対称性が存在しなければ、非永続的

な解決策でしかない。

－双方が歩調を合わせて、市場開放を行えば､「リカー

ド･ケインズ的」効果が生まれ、世界的に余剰が発生す

る。

甘い言葉」につられて低所得国の給与水準を高所得国並

みに引き上げようとする試みがなされている。

－逆に国際的規模では、社会的発言を最低限に押さえ

ることで競争力の強化をもたらす脱地域化の流れが存在

している。新興工業国の驚異的な経済成長の過程では､

｢社会的ダンピング」が目撃される。

以下、次の2点を強調しておく。

1）欧米日三極間に存在する社会体制の差異は、段階

的にしか解消することはできない。例えば、エコノミス

ト紙《‘)によると、各国の年平均労働時間は、ドイツを100

としたとき、合衆国が119.5、英国が121.5、日本が127.5
であるという。

平均有給休暇時間について言えば、OECD加盟の主要

先進国中、1位から4位までを欧州諸国が占めている。

2）三極それぞれで、消費者保護を狙った反トラスト

規制が明確な形で設けられる一方で、多くの場合、合法

的であるにしても、就業者の利益とならない社会的ダン

ピングと脱地域化が進行するという事態は矛盾するもの

ではないだろうか。電気通信及びいわゆる「サイバーエ

コノミー」の発展によって、このような矛盾が短期間の

うちに、先鋭化する恐れがある。

1

I

I

l
l

5産業政策の賭け金

ソーシャル・ヨーロッパの建設は、各国の社会保障制

度の調和化という厄介な問題を伴う。それは、産業政策

の枠組みからは外れる議題である。

だが、その問題は労働時間と給与費用の格差という形

で生じている（ドイツの平均給与はギリシヤの3倍)。

その点に関しては、世界的な競争の中でEUは構造的

にハンディキャップを負っている。

－域内では、1986年以降のスペインの例から明らかな

ように、生産性格差を十分に考慮することなく、「より

－9－

－8－

(エアバス社の利揺ボーイング社の利勧 ボーイング社

参入する参入しない

エアバス社参入する

参入しない

(－5，5）
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委員会により認可された。このジョイント・ベンチャー

は液晶板の生産を目的とするもので、認可されると、

欧州での液晶市場で準独占状態が生じるにもかから

わず、委員会はその戦略的性格から認可を行ったの

’

はいまだ困難なのである。これは、欧州の地理的境界に

ついてすら妥当することである。

欧州の未来はどうなるのか。また、欧州を取り巻く世

界はいかなるものなのか。協力の結果が最良の解である

という囚人のジレンマの原則が政策担当者の間に浸透す

るという事態を想定しうるのであれば、そのような協力

関係に基づく、新しい国際的調整様式を思い描くのを止

めることはできないのではないだろうか。それは輻し合

いのない素朴なゲームではなく、自己の意思でもって意

図的に協力が行われるゲームなのである。待ち受けてい

るのは最良の状態を経る出口である。入り口となるのは、

新たな「プレトン･ウッズ体制」であり、そこには、共

同フロート制の回復、グローバルな規模での通商協定

(すでに大筋のところでまとまっている)、及び社会的な

調和化に関する基本原則が含まれる。全員が勝者となる

ゲームの形も実際に存在する。出口で待ち受けているも

の、それは我々 がいつも心に抱いているユートピアなの

である。

結語

以上、ヨーロッパの産業政策についての説明を簡単に

行った。では、欧州とはいかなるものであろうか。実際

のところ、欧州とは、あらゆる両義性と可能性を秘めた

存在なのである。

-J.ドロールによって提唱されながらも実現しなかっ

た構想にみられるような、様々 に分かれた枝々 に共通す

る幹としての欧州なのであろうか。

一マーストリヒト条約に基づく欧州であれば、苦労の

末に建立きれた、いくつもの柱を持つ神殿としての欧州。

である。

１
１

（4）1991年10月26日号。

訳／鈴木 修’
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J.メージャーが称揚する「ア･ラ･カルト型ヨーロッパ」

という考えは、共通政策から各国力哩ましいと考えるも

のを採用するというものだが、これには統合の絆を損な

う恐れがある。

フランスの前首相E.バラデュールがある雑誌の中で見

事な形で展開した「いくつかの中核」からなる欧州とい

う概念はより強固な独自性を備えているように思われる。

ドイツに多くの支持者を持つ「中核」ヨーロッパ構想

には、2つの異なる種類の関係力畔われる。一つは、ヒ

エラルキー的であろうとなかろうと、中核に要求される

厳しい規律を受け入れることのできるドイツ、フランス、

及びその他の国々の中核間の関係であり、もう一つは

｢中核」と周辺との関係である。

「中核」ヨーロッパ構想の実現性が最も高いが、依然

として確定的ではない。実現するかどうかは、フランス

における経済政策の連続性にかかってくるであろう。経

済学者らは、マネタリスト的政策（フランとマルクの為

替平価を一定水準に維持することを重視）を採用した場

合の費用を（追加的に発生する失業者数という形で）推

定し、現行政策の柔軟化を提言している。現実の「社会

の亀裂」をどのように認識し、対処するのか、これこそ

が中期的にフランスが行う選択の決定要因となる恐れが

ある。欧州はトランプで組み立てた城ではない。だが、

相手の持ち札が別の相手に渡っていくケームの結果が統

一欧州なのである。それゆえ、段階的に欧州統合を進め

るという作業には数々 の困難が付きまとう。そのため必

然的に、ある点に関しては統一欧州の姿を予測すること

卜
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*G.ダメルギー及びP.デュエデの両氏には、非常に興

味深い文献を選び出して頂いた。G・ゴットアルムセ

デ氏には英語への翻訳を、また、その際、N.トウル

ヴェ氏には、原文の読み込みをいつものように精力

的に行って頂いた。ここで、諸氏の助力に対し謝意

を表したい。
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(1)K.R.アンドリュース（ハーバード･ビジネス･レビュー

、1981年5.6月）のような経済学者や専門家による批

判の高まりを受けて、同グループは機械論的手法を

薄め、より厳密な方法で図表を作り直している。

（2）同報告書は1995年10月5日に公表された。

（3）1993年に、フィリップス社、トムソン社、及びSA

GEM社によるジョイント．ベンチャーの設立が欧州
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｢経済的地域主義：ヨーロッパとアジア」（その2）置宥同日済云云認
あるのに対して、立地特殊的優位が加わって初めて直接

投資の十分条件となる。

すでに指摘したように、日本の対欧直接投資の多くの

部分が、そのウエイトは低下しつつあるとはいえ、非製

造業企業によって行われている。しかしながら非製造業

投資の多くは、「バブル」景気による余剰資金の海外移

転という、間接投資としての側面が強い。したがって以

下では、主として製造業に注目して、日本企業が対欧直

接投資を行なうにいたった背景をOLIに沿って考察しよ

う。

またECの中では、英国が41.4%の投資を受け入れ、次

いでオランダの24.2％、これにルクセンブルグ、ドイツ、

フランスが続く。これら主要5カ国だけで、日本の対EC

12直接投資の90%、欧州全体の84%の投資を受入れてい

る。

第五に、受入れ国ごとに業種のパターンが大きく異なっ

ている。主要5カ国における日本の直接投資の業種別分

布を見ると（表4)、英国、オランダ、ルクセンブルグで

非製造業、とりわけ金融・保険の割合力塙い。また、非

製造業の中では金融・保険の重要性が日本の対欧直接投

資における特徴であったが、ドイツでは商業、フランス

では不動産とサービスの方が重要となっている。

製造業については、英国においては電機と輸送機、オ

ランダにおいては電機のシェアが高い。またドイツでは

化学、フランスでは食品のウエイトが相対的に高い。し

かしながら直接投資統計の業種別分類は親会社の業種を

ベースとして行われており、必ずしも現地法人の活動内

容を反映していない。実際、後に見るように、日本企業

の対外進出は事業の多角化と密接な関係がある。そこで、

在欧日系製造業について調査したJETRO(1995)で確

認してみる（表5)。それによると、日本の製造企業の受

入れの集中現象は若干緩和され、上位5カ国の集中度は6

5.7％に低下する。国別には、英国の28.5％を筆頭に、

フランス、ドイツ、スペインと続く。業種別には、電機

メーカーが英国、ドイツ、フランスに数多く立地してい

る。一般機械では、ドイツへの立地がもっとも多く、英

国への進出もほぼ同じ規模である。輸送機は英国とスペ

インに集中している。食品、ゴムではフランスへの進出

が多く、繊維はイタリアが多い。また、化学・製薬につ

いては、比較的多くの国に分散している。

ヨーロッパにおける日系多国籍企業の戦略

早稲田大学長谷川信次

90年代に入ると一転して、日本の直接投資は年フロー

でみて大きく後退する。この後退は、欧州においてもそ

の他地域においても同様に経験している（グラフ2）が、

90年代以降の欧州の相対ポジションは若干減少傾向にあ

る。

第二に、日本の対欧直接投資を業種別にみると、非製

造業がきわめて重要な部分を占めている（表1)。1970年

度から93年度までの累計で、非製造業投資は日本の欧州

に対する直接投資全体の76.7％を占めた。非製造業の中

では金融．保険がほぼ半分を占め、サービスが最大の投

資家となっている北米向けとは対照的である。しかしな

がら時系的にみると（表2)、非製造業のシェアは低下傾

向にある。とりわけ90年代に入って、商業、サービスは

それまでの水準を保っているものの、金融・保険が大き

く落ち込んでいる。

第三に、製造業投資をみると、特定業種に集中してい

る（表,)。製造業の中では電機が30%近くを占め、これ

に輸送機械と一般機械を加えた機械3業種で62.7％に達
する。ちなみに、北米とアジアでは、日本の製造業直接
投資の中に機械3業種が占める割合はそれぞれ47.6％、4

0.1%にすぎない。いずれの地域においても電機が最大
の投資家であることに間違いないが、他の製造業分野に

も分散して投資が行われている。

また、欧州向け製造業投資の動向を時系的にみると、

機械3業種（とりわけ電機）のウェイトは年々 高まって

きている（表2)。これら3業種が製造業に占めるシェア

は、70年代には33.6%に過ぎなかったのが、80年代前半

には56.4％に、そして80年代後半には62.5%にまで高まっ

た。こうした集中化傾向は90年代に入っても細航し、90‐

93年度の累計では、65.1％にまで達している。

第四の特徴は特定国への集中である。投資先を国別に

みると、83年から92年度の累計で、日本の対欧直接投資

のほとんどがEC12カ国に対して行われている（表3)｡

1．はじめに ’
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1985年の『域内市場白割によって明確に概念化され

た市場統合へ向けてのプロセスは、1992年末をもって一

応完成した。そして、1993年11月に発効した欧州連合条

約、いわゆるマーストリヒト条約を契機として、統合さ

れるべき対象を経済活動だけでなく通貨、安全保障、司

法、文化にまで広げること力聴認され、欧州統合は新た

な段階へと入った。

財、サービス、資本、人の域内自由移動を保障する単

一市場の出現は、域内、域外を問わず、企業に対して新

たな機会と脅威とを提供した。日本では、拡大する欧州

市場への期待と同時に「要塞化」への懸念が高まり、直

接投資を行って欧州域内に活動拠点を設け、インサイダー

化することの重要性が強調された。

本稿の目的は、最近の日本の対欧直接投資が提起する

諸問題について、理論的・実証的な考察を加えることに

ある。次節ではまず、日本の対欧直接投資の特徴を確認

する。次いで、日本の製造業の対欧直接投資がどのよう

な理由で行われてきたのかを考察する。そして、EU市

場統合は日本企業の欧州市場における行動にどのような

影響を与えているのかを見る。最後に、日本企業の欧州

市場での進出パターンを決定する要因について考察する。

3-1・日本企業の所有特殊的優位

日本企業の所有特殊的優位の形成過程をみる上で、ま

ず1970年代のエネルギー価格の高騰と80年代の円高とい

う2つの外的ショックによって、日本の経済構造が資源

節約型産業へとシフトしたことを指摘しておかねばなら

ない。資源集約的な産業はエネルギーコストの安価な国

にシフトし、国内は自動車や電子・電気、工作機械など

の、資源節約型の機械産業へと特化した。機械産業にお

いては、ミクロの企業レベルにおいても経営努力が図ら

れ、2つの場面で生産性の向上がみられた。そして、こ

れが日本企業の所有特殊的有の形成につながった。

一つは、生産システムにおける生産性の向上である。

生産システムは、生産設備、生産管理技術、および組織

風土の3要素から構成される。生産設備については、多

くの日本企業が自社で設計・製作することで、自らの生

産のニーズに適合した生産設備を入手することが可能と

なった（吉原他1988)。生産管理技術については、一方

では企業内においてQcサークルや改善運動の展開、あ

るいは現場主義力端底され、他方において企業間でも長

期安定的な協調関係を通じてリーンかつ柔軟な生産シス

テム（かんばん、ジャスト・イン・タイム）力嘱み出さ

れた。この生産管理の技術は物的生産性を向上させただ

けでなく、多品種少量生産や新製品開発のスピードアッ

プを可能にし、製品の付加価値生産性の向上にも貢献し

た。また組織風土については、雇用の安定性や内部昇進、

平等主義といった、日本企業にユニークな組織風土が生

み出された。これが、従業員のスキルの蓄祇を促進する

I

3．日本の製造業の対欧直接投資の原因
2．日本の対欧直接投資の特徴

多国籍企業の現象を説明する有力なフレームワークに

従えば、所有(Ownership)、立地(Location)、内部化

(Internalization)の3つの優位性を同時に活用する条

件が整ってはじめて、企業は直接投資を通じて外国市場

に接近するはずである(Dunningl979)。所有特殊的優

位と内部化インセンティプは海外直接投資の必要条件で

日本の欧州(EC、EFTA，東欧を含む）に対する直

接投資の第一の特徴は、80年代後半の円高期に、かつて

ない規模で拡大したことである。日本企業はこの時期、

それまで遅れていた欧州市場への直接進出を、初めて本

格的に展開し始めたといってよい。対世界全体の構成比

でみても（グラフ1)、欧州向け投資のシェアは80年代を

通じて一貫して上昇してきたこと力聴認できる。
－13－
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｢現地ニーズへの適応」を、57.9％が「現地動向の把握」

をあげている。

以上見たような、製品差別化を進める上で必要となる

R&D，販売、資金調達などの活動を現地化する必要性

が欧州規模での国際分業の利益と結合すると、企業は本

社機能をもった自己完結したシステムをもちたいと考え

るであろう。例えば、ソニーはオランダに地域本社を設

立している。そこでは、現地ニーズを反映させた経営シ

ステムを開発し、地域内のR&Dと生産、販売活動を調

整する役割を果たしている。

といった金融サービスの提供、保守や情報提供といった

アフターサービスの提供などを通じて、市場コミットメ

ントを行なうことが重要となる。また、市場ニーズを反

映した製品を開発するためには、研究開発活動を現地で

展開することも必要となる。さらには、販売と研究開発

の間の情報ループを形作るためには、場合によっては、

生産拠点を市場に立地させることも必要とされた。

このR&D子会社や販売子会社、金融子会社の設立に

向けての動きは、オイルショックと円高を契機として低

成長時代に入ってから、日本企業が多角化戦略を展開し

始めたことによっても加速された。日本企業においては

雇用を確保し、従業員に昇進機会を提供することが重要

なインセンテイブの手段として機能しているため、企業

規模を拡大し続けることが意味をもつ。ところが経済成

長の鈍化は、企業の規模拡大にとって新たな制約となっ

た。こうした問題に対して、企業は、異業種への参入や

非製造子会社の設立、流通経路の確保やアフターサービ

スの充実など、事業の多角化で克服しようとしたのであ

る。

通産省（1989）によれば、日本企業の海外進出が多角

化を伴って行われていることがわかる。1989年で、日本

製造業がヨーロッパに保有する100%所有子会社895社の

うち、509社（56.9％）が非製造業に携わっており、し

かも413社（46.1％）が商業であった。この比率は、北

米子会社では44.5％と30.8％、アジアでは18.9％と14.3

％であり、とりわけヨーロッパ進出が多角化と関ってい

たことがわかる。また、機械産業が製造業全体に占める

ウエイトは、金額ベースの直接投資統計（表1において6

2.7％）よりも件数ベースのJETRO調査(51.4%)にお

いて大きい。このことは、機械産業の対欧投資の1件当

たり規模がZI,さいか、現地法人の活動が研究開発や販売、

資金調達活動に向けられているため、JETRO調査には

現れてこない可能性が高い。

R&D拠点については、JETRO(1995)調査では、94

年末で製造拠点をもつ在欧日系現地法人720社中、デザ

インセンターもしくはR&D施設をもつ企業は221社

(30.7％）ある。それ以外に単独のR&D拠点が71社ある。

機械産業はこのうち679％(2)を占めている。R&Dを欧

州でおこなう理由については（複数回答)、86.4％が

第一は、魅力あるインプット市場の存在である。熟練

労働力の入手可能性や輸送サービス、通信サービス、あ

るいは規制緩和の進んだ効率的な資本市場などである。

また、機械産業は最終製品がいずれも数多くの部品から

出来上がる加工組立型産業であるから、部品組み立てと

最終製品の組立てが同じ場所で行われる必要がない。し

たがって、このインプット市場を利用することで、ヨー

ロッパ規模で工程間国際分業を展開することが可能とな

る。

例えば、自動車組立メーカーは英国とスペインに集中

しているが、同部品はその他の国にも分散している。電

機は英国、ドイツ、フランスに集中しているが、電子部

品についてはフランスにはほとんど立地していないのに

対して、アイルランドに製造拠点が多い。一般機械と精

密機械はドイツと英国に集中する傾向がある。このよう

に、製品分野ごとに生産立地の集中のパターンは大きく

異なっている。また、後にみるように、機械産業では日

本の現地法人の総売上に占める域内輸出のシェアが、80

年代後半から大幅に上昇してきている。これら事実は、

すぐれた経済的政治的インフラが存在する国に生産活動

を集中させながら、欧州全域を販売ターケットとするこ

とで、欧州大で分業の利益と規模の経済性を享受しよう

という戦略の表れである。

と同時に、モチベーションを高めることにつながり、生

産性向上に貢献した。

生産性向上の第二は、マイクロ・エレクトロニクス

(ME)技術の活用による生産性の向上である。電子産

業においては、電子技術の長足かつ継続的な革新が遂げ

られた。半導体の集積化と価格をめぐる競争のプロセス

で需要が拡大し、経験効果が現れ、それがいっそうの集

積化と低価格化を促したのである。その結果、1980年代

前半までには、日本企業はとりわけメモリー分野におい

て明らかな優位性をもつにいたった。こうした電子技術

における革新の影響は電子産業のみならず、機械産業全

般あるいは他の産業にも幅広く波及し、「マイクロエレ

クトロニクス革命」と呼ばれた。

ME技術の活用は、生産設備への組込みと最終製品へ

の組込みの2つの方向で行われた（橋本1995)。生産設

備へのME技術の組込みとしては、産業用ロボット、N

C工作機械、自動搬送機、CAD、FMS、生産工程のセ

ーーーーー ンサーなどがよい例である。その結果、日本企業の物的

生産性は飛躍的に向上した。これに対して、最終製品へ

′の組込みとは、製品にIC･マイコンを装着させることで
部■

声
以上のように、日本企業は生産システムと製品の両面

において、付加価値生産性を飛躍的に高めることに成功

した(1)。これが日本企業の企業特殊的優位を創出し、海
外直接投資の必要条件を形成したのである。

欧州の立地魅力度を高める第四の要因は、輸出障壁で

ある。日本の機械産業の国際競争力の上昇を受けて、日

本からの輸出が急増した。そして、1980年代の初めから、

輸出自主規制、輸出監視制度、最低輸出価格制度、ダン

ピング課税、原産地規則など、さまざまな貿易制限措置

がとられるようになった。こうした貿易制限措置は、工

作機械からカラーテレビ、自動車、VTR、電子タイプ

ライター、コピー機に至るまで、機械産業の広範な製品

分野に及んだ。日本企業は輸入障壁に対抗するために現

地生産を開始した。そして組立メーカーの生産開始と現

地調達比率の引き上げ要請によって部品メーカーも現地

生産を行なうようになってきている。

貿易障壁と日本の対ヨーロッパ直接投資の相関関係に

ついては、いくつかの実証分析でもサポートされている。

例えば、HeitgerandStehn(1990)はクロスセクショ

ン分析を行って、日本企業の所有特殊的優位の代理変数

としての顕示比較優位(RCA=revealedcomparative

advantages)と有効保護水準が同時に高い産業で日本

の対EC直接投資が大きくなることを明らかにした。ま

た、日本からの輸入／欧州内生産を回帰式に加えると、

統計的には有意とならなかったが、決定係数R2が大幅

に上昇した。このことは、将来の保護貿易主義的な貿易

政策の実施を見越して、日本企業は欧州での現地生産を

加速させる可能性があることを示した。

また、BuiguesandJacquemin(1994)は、EUへの

直接投資の決定因を日米比較した。被説明変数は、1980

年から89年時点で、日本とアメリカの対外直接投資のう

ちECが占めるシェアである。説明変数は、日米それぞ

一

ｂ
”
二

第二に、国際分業は1つの製品の製造工程間で垂直的

に行われるだけでなく、異なる製品間でも行われる。水

平的な国際分業である。この点でも欧州には豊富なイン

プット市場が存在した。とりわけ電気．電子機械産業に

は、家電製品から産業機械まで、幅広い製品アイテムが

含まれる。したがって、例えば音響映像機器やテレビ、

VTRなどの低価格品はスペインやアイルランドで生産

して、半導体に代表されるような新製品や高付加価値商

品はドイツで生産するといったことが可能となる。

3-2．ヨーロッパの立地優位 第三に、機械産業の多くの製品では（とりわけ自動車

や事務機器)、製品差別化が企業にとって重要な競争戦

略となる。この点でヨーロッパには、差別化成品に対す
る豊富な需要が存在した。製品差別化を図るためには、
効率的な流通経路の確保、消費者信用の供与やリース制

日本の機械産業に対するヨーロッパの立地優位性とし

ては、以下の5点が重要である。
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て受け止めるかどうかにある。この点に関して、単一市

場へのプロセスが、経済的にも政治的にも不可逆なコミッ

トメントを形成しているという事実力遁要となる。コミッ

トメントは後戻り不能な状況を作り出し、単一市場がや

がては出現するであろうことを企業に信じ込ませること

が可能になるからである。経済的コミットメントは、欧

州企業がかつては閉鎖された自国市場で独占的地位に甘

んじていたのが、市場統合プログラムの開始によって欧

州規模での競争にさらされたことから始まる。それを受

けて、製造拠点の統廃合や再配置、クロスポーダーM&

Aが展開され、またR&D投資が活発化し、欧州企業は

真にヨーロッパ化しつつある。こうした状況の中でEU

各国は、もはやかつてのように非関税障壁を高めて自国

利益を優先する行動に出ることは不可能となりつつある。

また政治的コミットメントとしては、「域内市場白書」

の刊行、単一欧州議定書の合意、チェッキーニ報告

(TheEuropeanChallengel992)の発表などを通じて、

EC委員会やEC各国政府が政治的覚悟を示したことも、

企業の期待形成に多大な効果があった（田中1995)。

EU市場統合の実現を信懇性をもって受け止めた日本

企業は、実際、以下に見るような反応を示した。

1984年の14.7％から1989年の20.1%、1993年には37.6%

へと上昇している。同じく市場統合が進みつつある北米

とアジアでは、これほどの効果がみられない。業種別に

みると、とりわけ電気機械（84年の9.7％から93年の48.

8％）と一般機械（8.9％から34.8％）で域内輸出の上昇

が顕著である。これに対して、化学では域内輸出のシェ

アは高いが、一定している。繊維では域内貿易シェアが

逆に縮小している。このことから、市場拡大の利益を受

けたのは、主として機械産業であったことがわかる。

れの輸出の対欧依存度、EC域内の非関税障壁（域外か

らの輸入障壁の代理変数)、ECにおける需要の成長率、

およびECの産業特化度（立地優位の代理変数）である。

結果は、USについてはすべての係数の符号が正であっ

たが、輸出と産業特化度のみが統計的に有意であった。

これに対して、日本については、すべての係数が正かつ

有意であった。この日米間の差は、日本の対欧直接投資

がより防衛的な観点から動機づけられており、現存する

あるいは将来予想される参入障壁を克服するために行わ

れている可能性を示唆している。

施には、強い内部化インセンティプが働いていることが

わかる。かくして、OLIの3つの優位性が同時にそろい、

直接投資の必要十分条件が満たされる。

1

I

4．EU市場統合と日本企業の応答

EUで進行中の市場統合のプロセスは、日本の対欧直

接投資をドライブしたであろうか？確かに、日本の対

欧直接投資は1985年頃から急増しており、「域内市場白

割の発表と一致しているかのようにもみえる。

例えば、Yannopoulos(1990)、R91RRubramanyam

andGreenaway(1992)、UN(1993)は、市場統合は、

日本企業が攻撃的にも防衛的にもEUへの直接投資を拡

大させる効果をもったと評価している。

これに対して、ThomsenandNicolaides(1991)は

冷ややかな見方をしている。1992市場統合プログラムは

日本の対欧直接投資を拡大させることはなく、タイミン

グに影響を与えたのみであったと主張するのである。彼

らによれば、to期において達成されるべき日本の対欧直

接投資の最適ストックは、長期的な利潤最大化に沿う形

で実施される企業の長期的なグローバル化戦略によって

決まる。したがって、もしtl-t2期に日本の対欧直接投

資が拡大したとすれば、それはt3-t4期における投資の

減少によってオフセットされなくてはならない。つまり、

1992年市場統合プログラムは、本来であれば将来実行き

れたはずの投資分を前倒しにしたにすぎないというわけ

である。

確かに、80年代後半に急増した日本の対ヨーロッパ投

資は、90年代には停滞傾向にある。この現実は彼らの主

張を支持しているかのようにもみえる。しかしながら、

ヨーロッパにおける経済統合が欧州の立地優位性に影響

を与えるならば、日本企業にとっての潜在的なレントも

変化するはずである。したがって、直接投資の最適ストッ

クの水準を固定的に考えるのは正しくない。

では、ヨーロッパの立地優位性ははたして変化したか？

確かに、EU市場統合の将来は楽観視できない。現に、

重要な指令のいくつかはいまだ採択されないままでいる。

しかしながらここで重要なのは、単一市場が完成するこ

とそれ自体よりも、単一市場の実現を企業が信魍性をもつ

｜’

第二に、市場統合の動きに真っ先に反応して、欧州企

業の所有特殊的優位が高まる。これは、

1）ヨーロッパ企業が域内投資を活発化させることで

企業間・産業間・国家間で資源の再配分が行われ

ること、

2）これまで保護されてきた各国市場が開放されるこ

とで、独占力の低下を通じて域内企業のX効率性

の改善が実現すること、

3）拡大市場のもとで域内企業のR&D投資が活発化す

ること、

によるものである。

しかしながら、欧州企業の所有特殊的優位の相対的な

高まりは、必ずしも日本企業の直接投資を減らすことに

はつながらない。市場コミットメントを通じて市場を先

取りするという、「戦略的行動」が可能となるからであ

る。この戦略的な視点において、直接投資は重要な手段

となりうる。直接投資は一般に、市場に深くコミットす

ることで、輸出の場合よりもさらに掘り下げた市場開拓

が可能となるからである。競争が激化する環境において

は、このように攻撃的投資を行って市場にコミットし、

現地での競争ポジションを強化する戦略の展開が不可欠
となる。

この種の戦略的直接投資は、製品差別化が行われてお

り、しかも欧州企業の競争優位力湘対的に強い分野で、

とりわけ重要となるであろう。製薬やバイオテクノロジー

などである。そこでは、ドイツ企業をはじめとする欧州

企業が、強い技術力をもつ。また技術ニッチ戦略や強力

な販売・流通戦略をとることで、製品差別化を図ること

ができる分野でもある。

欧州の立地優位性の最後の要素として、EU市場統合

への期待と不安がある。この問題については次のセクショ

ンで改めて論じる。

3-3.内部化インセンティブ

次に、OLIの最後のファクターとして、内部化インセ

ンテイプが存在したかどうかを考えたい。内部化とは、

市場取引にコストがかかるとき、取引の場を企業内に限

定しようとする企業行動をさす（長谷川1990)。

機械産業における国際分業の展開には、活動拠点間で

の経営資源、中間財、差別化製品などの取引を伴う。中

間財の生産において規模の経済性が働くと、特殊的資産

が形成され、市場取引には高い取引コストが発生する

(Klein,CrawfordandAlchianl978)。また、差別化

製品の生産・販売には、ブランドやのれんがただ乗りさ

れるリスクを伴う(Teecel981)。経営資源としては、

ジャスト・イン・タイムやQcサークルなどの実践が欧

州でも効果的であることが知られている。しかし、これ

ら日本的生産技術はコード化(codify)することが難し

く、国際的に移転して、しかも現地に定着させることを

市場で行なうのは容易ではない。

さらには、企業がグローバル戦略を遂行する場合に、

生産や販売市場、移転価格などに関して活動拠点間で意

思決定を調整する必要が出てくる。こうした調整プロセ

スにおいて、それぞれの活動拠点力蝋会主義的に行動す

る余地が生まれる。

以上のように、機械産業におけるグローバル戦略の実

第一に、統合市場は、それまで各国市場を分断してき

た貿易障壁の撤廃を通じて、生産要素市場と製品市場の

両面での市場拡大を意味する。これが通信・輸送技術の

発展とあいまって、柔軟かつ低コストの物流が可能とな

り、企業は欧州規模で規模の経済性を享受することが可

能になる。域外企業にとっては、EU域内のいずれか一

国に「ベースキャンプ」を設け、そこを足がかりとして

他の加盟国市場へアクセスすること力呵能となる。日系

多国籍企業のこの種の戦略は、

1）日本企業の進出先が、少数の、コスト優位性と良

好な投資環境をもつ国に集中していること（表3～

5)、

2）在欧日系現地法人の売上高を販売地域別にみると

き、欧州域内への輸出のシェアが急拡大している

こと、

に反映されている。表6によると、在欧日系現地法人の

売上高のうち欧州域内への輸出の比率は、製造業全体で、

1

1
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全所有によるコントロールが必要となる。これに対して、

多角化にともなう退出・参入障壁を克服するためには、

提携パートナーがもつさまざまな経営資源が役立つ。海

外拠点での活動規模が大きいときは、リスク分散、セッ

トアップ・コストの節約、規模の経済性を実現するため

に、合弁事業が選好される。また合弁事業は、パートナー

がもつ天然資源へのアクセス権を手に入れることにも役

立つ。

しかしながら、R&D支出と進出形態との関係は注目

されなくてはならない。ここでの分析結果は、多国籍企

業のもっとも有力な理論モデルとされる、「内部化」仮

説と対立するからである。内部化仮説は、R&D支出が

大きいとき、R&Dの結果として生み出された所有優位

性を維持・開拓するために完全所有子会社が選択される

と予見した。所有優位性を市場で取引しようとすると、

認知(recognition)コスト、開示(disclosure)問題、

チーム組織(teamorganization)コスト、フリーライ

ダーのコストなど、一連の取引コストにさらされるから

である(Teecel981)。

ところが、企業のR&D支出は所有優位性の代理変数

であるだけではない。急速な技術革新、新製品・新技術

の陳腐化のスピードアップ、R&Dコストと不確実性の

増大、業際化の進展、デファクト・スタンダードをめぐ

る競争といった、激変する事業環境を前提とすると、R

&D支出の大きさは外部から経営資源を補完する必要性

を示す代理変数でもある。そこでの多国籍企業は、国内

でできあがったR&D成果を外国で活用するというより、

R&Dの成果を導くために海外進出を行なう。したがっ

て、R&Dに積極的な企業ほど、補完的な経営資源の獲

得に意欲的となる可能性が出てくる。実際、国際的な有

力企業や高い研究開発能力を有するハイテク企業といえ

ども、内部の資源蓄積だけで競争優位を維持・強化する

ことはもはや困難となってきている。

すでに見たように、EU市場統合は域内での資源の再

配分を促し、R&D投資を活発化させる。それによって、

ヨーロッパ企業は競争優位を着実に高めつつあり、日本

計的には有意とならなかった。このことは、US企業の

競争力の源泉が、ヨーロッパ企業のそれほどには、日本

企業がもつ経営資源と補完的関係となっていない可能性

を示唆している。

また、所有優位性を高めた欧州企業と提携することで、

補完的な技術を獲得しようとする動きも活発化しよう。

欧州企業との合弁事業や戦略提携である。これについて

は、次節で検討を加える。

通産省の調査では、対EC進出動機のうち「貿易摩擦

への対応」は製造業全体で13.6％となっている。個別産

業では、輸送機械（25.0％)と一般機械（24.1％)で、と

りわけ要塞化の懸念が強いことをうかがわせる。

6．おわりにEU市場統合への日本企業の対応の第三として、すで

に進出済みの日本企業は既存事業の大幅な再構築に迫ら

れるであろう。R&D投資の拡大や設備の更新、工場立

地の移転による経営資源の国際的な再配分など、合理化

のための投資である。生産拡大や新規進出のための投資

を、他の拠点の縮小・撤退と平行して行い、ヨーロッパ

規模で生産・販売・研究開発拠点を再編成していくこと

である。この合理化投資は、すでに述べた欧州の立地優

位性と欧州企業の所有優位性の高まりがもたらす新たな

競争環境に適応するためのものである。90年代の日本の

直接投資の停滞は、少なくとも部分的には、日本企業の

グローバル経営がリストラ途上にあるためと思われる。

通産省のアンケート調査（1994)には、在欧州日系現

地法人（製造業）の設備投資額（1992年度）が目的別に

示されている(3)。それによると、能力増強（41.8％)、

維持・修繕（24.9％)、R&D(1.7%)、合理化・省力化

(25.4％）となっており、合理化投資に対する意欲の強

さが表れている。

5.欧州における日本企業の提携戦略

本稿では、日本の多国籍企業のヨーロッパにおける行

動を理論的・実証的に分析した。その結果、日本企業の

ヨーロッパ進出が最近の現象であること、業種別には非

製造業が重要であるがそのシェアは低下傾向にあること、

製造業では機械産業の重要性が高まりつつあることがわ

かった。また受入国としては、英、仏、独、スペインに

製造活動の多くが集中していること力轆誕された。

こうした日本の対欧直接投資のパターンは、OLIフレー

ムワークで説明できた。Oとしては、オイルショックと

円高を契機として日本経済力噛械産業に特化したこと、

また企業レベルでは、高度に効率的な生産システムとマ

イクロ・エレクトロニクス技術の応用による高付加価値

化を通じて、生産性を飛躍的に高めることに成功した。

Lとしては、魅力的なインプット市場と加工組立産業に

おける工程間・水平的国際分業のメリット、製品差別化

のためのR&D活動や販売活動の現地化、貿易障壁を迂

回するための輸出代替的な現地生産があった。また、機

械産業における国際分業の展開は、規模の経済性、製品

差別化、日本的生産システムの移転、意思決定の高密度

な調整といった特徴を伴うから、取引を内部化するイン
センテイプ(I)が働いた。

EU市場統合については、企業の期待を十分に形成し

うるほどの信畷性あるコミットメントが、経済的にも政
治的にもすでに形成されている点力邇要である。したがっ

て日本企業にとっては、まず、市場拡大によって欧州規

模での生産のメリットが享受可能となる。また、よりダ

イナミックな効果としては欧州企業の所有特殊的優位が

強化されるが、このことは日本企業の戦略的な直接投資

を促す。さらには、激化する競争に応答するために日本

多国籍企業はあるときは完全所有子会社を設立して、

またあるときはパートナーとの提携（合弁事業や出資を

ともなわない提携）を通じて海外市場に接近することが

できる。ヨーロッパ市場における日本企業は、こうした

進出形態の決定をどのように行っているのであろうか？

長谷川（1996）は、日本企業の在欧現地法人（製造拠

点をもつもの）が完全所有子会社によって運営される決

定要因を、企業レベルのデータに基づき実証的に分析し

た。被説明変数は完全所有子会社VS提携（ここでは合弁

事業に限定）とし、ロジット．モデルを用いた。説明変

数は、親会社のR&D集約度(R&D支出／売上高)、親

会社の広告集約度（宣伝広告費／売上高)、現地法人の

多角化度（ダミー変数)、現地法人の相対規模（現地法

人従業員／親会社従業員)、天然資源ニーズ（ダミー変

数)、他国の拠点との相互依存性（ダミー変数)、EC市

場での経験（既設現地法人数)、現地法人の年齢の8つで
ある。

分析結果を表7に示した。これによると、

1）親会社のR&D集約度が高い、

2）対欧進出を通じて多角化が行われる、

3）在欧現地法人の規模が大きい、

4）現地法人の活動が天然資源に対して強いニーズ
をもつ、

場合に提携が選好されることがわかった。逆に単独進出
を選好する変数としては、

’）他国の活動拠点との相互依存関係が強い

が統計的に有意であった。EU市場での経験と広告集約
度ついては、符号関係からは完全所有子会社を選好する
ことをうかがわせたが、統計的には有意とならなかった。
この結果は、概ね、既存の多国籍企業理論から導かれ
る仮説を支持してくれる。現地法人が他の国と相互依存
関係に場合には、意思決定の調整を円滑に行うため、完

1

第四に、欧州要塞化の危険。市場統合によって域内の

貿易が自由化されるのに対して、域外に対しては関税・

非関税障壁や政府調達からの排除、原産地規則、ローカ

ルコンテンツ、相互主義の要求など、フォーマル・イン

フォーマルな参入障壁力畷存したり新たに築かれること

で、EU市場へのアクセスは今後よりいっそう制限的に

なるとの根強い危倶が日本企業の間にはある。その場合、

域外からの輸入は域内貿易に取って代わられ、大規模な

｢貿易転換」効果(tradediversion)が生じる。貿易転

換効果は、成熟しつつある産業においてとりわけ重要と

なる。そこでは一般に、輸入の価格弾力性が高く、多く

の製品は差別化されていないからである。そうした商品

を生産する企業は輸出による市場アクセスが困難となる

ため、現地生産に切り替えてインサイダー化し、市場防

衛することが必要となる。

1

企業にとって資源補完の提携相手先としての魅力を高め

つつある。同様の回帰分析を在北米の現地法人に対して

も行なうと、R&D集約度の符号は負ではあったが、統

企業は合理化投資を行う必要があり、域内拠点の再縞が

行われる。また、とりわけ成熟しつつある産業を中心と

して、域外からの参入障壁が高まると予想されるため、
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市場を防衛するための現地生産力垳われる。

日本企業のヨーロッパでの所有パターンの決定因につ

いては、既存の多国籍企業モデルの仮説がほぼ支持され

た。しかしながら、R&D集約性については提携にポジ

ティブに働き、R&Dに積極的な企業ほど補完的な経営

資源の獲得に意欲的となることが明らかとなった。この

ことは、EU市場統合によって欧州企業の所有特殊的優

位性が強化されたことと整合的である。

しかしながら、以上で欧州における日本企業の行動に

ついてのすべての問題力職論し尽くされたわけではない。

例えば、日本の対欧直接投資がなぜこれほどまで、いま

だ非製造業に集中しているかについては、さらなる分析

が必要であろう。また、提携についての考察は、ここで

は合弁事業に限定したが、近年では出資を伴わない契約

関係(non-equitycontractualarrangements)が注目

を集めている。これらは今後の課題である。

付記本稿の一部は1991年度文部省科学研究費補助金

（奨励研究A)ならびに1991年度早稲田大学特定

課題研究助成費（個人研究）の援助を受けて行わ

れた。

註

（1）このことは、revealedcomparativeadvantages
ofJapanesefirmsthroughtradeの変化をみると
確認できる。

（2）アンケート回答ベースで算出した。

（3）残念ながらこの種の投資は、日本の直接投資統計

には反映されていない。日本の統計では、直接投資

に利潤の再投資分が計上されていないからである。
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表7日系多国籍企業の所有パターンの決定図
産業の非集中化と地域的競争力

’

パリ第Ⅸ大学名誉教授シルヴァン・ウィッカム説明変数 全サンプル 対北米 対ヨーロッノ

1 2 3

る命題にしか進み得ていないのである。そしてそれらの

現象、シグナルは予測的研究にとってはますます関心が

もたれる対象である。これらの命題はいくつかの点に

要約される。以下論じてみよう。

1．1990年代前半のフランスが（近隣諸国や日本と同様

に）経験してきた、一連の脆弱で不確実な形の国民経済

の成長は、生産工程間、地域間にまたがり、加速する構

造的変化と両立、一体化している。拡大し、世界化し、

ゆえにまた脆弱にもなった市場を前にすれば、低迷する

国民経済成長率を、構造変化がないことで説明すること

はできないのである(Cova-Wickham[3])。

2．この15年（つまり、80年代初頭からの計算になる）

で、様々 な形での生産行程の非集中化が様々 な部門、特

に工業部門において目立ち始めた。

3．同様に、生産工場、生産施設をより小さく、より特

化し、より分散させる志向がはっきりと強まってきた。

すなわち通信技術の進歩により、多くの工業団地経済の

重要性が小さくなったということである。

4．地域間のバランスの再構築が非常にはっきりした形

で行われた。このことは、少なくとも、フランスにおい

てはあてはまる（同様にドイツにおいてもあてはまるが、

イタリアにおいてはそうでない)。このバランスの再構

築は早く発展した地域（北部、ロレーヌ地方､パリ地方）

を後回しにして、旧来の農業地域や新工業化地域(西部、
海岸部）を優先する形で行われた。

5．無制限に開放された経済空間の中では、地域的

r6gionalもしくはterritoriale餓争力が、国家政策（特に

国家開発政策）に左右されることはますます少なくなる。

代わりに競争力は企業内部の統合装置への依存を強める

ことになる。この依存は、中規模の諸産業を筆頭に、決

定的に重要性を持ちながらも、脆弱さも持つといえる。

以前から提示されていたいくつかの命題、特にドイツの

経済学者達の命題に従うと、厳密な意味での競争的秩序

戦後、西ヨーロッパにおいてその統合が始まってから

25年たった。著名な専門家たちはほぼ一致して二重の集

中化の到来を予測している。

1．多数の部門（なかんずく工業部門）における生産行

程の集中化。このためにあと一世代後には、もはや一方

では少数の多国籍寡占企業（世界中の生産物の40％は20

00社に占められている)、他方では多数の小企業とに分

かれてしまい、二極化に不適切であるとされる中規模の

企業はほぼ消滅することになろう。

2．すでに非常に発展した地域内の生産施設の地理的集

中化。これによってヨーロッパ地域内のさまざまな箇所

での不均等な発展がいっそう明確になる。

このような西ヨーロッパ経済全体にとっての大きな潮

流として（戦後の国連が多国籍企業を中心とするものに

なったため)、共通市場の開放により、今後数十年で、

ますますその統一化、拡大化が加速的に強まる様相を呈

している。そして、ロメ協定（1956）の発起人によって

設定された2つの制度的仕組みがある。すなわち、競争

のコントロールと地域的割当政策である。2つとも大市

場の不均等もしくは不均衡な競争への傾向を是正し、中

和する役割をもつ。戦後直後の時期にジャン・モネの側

近の専門家たちは慎重な態度をとるよりも、彼ら固有の

影響力を発揮したのである。そして大市場はそれ自体が

目的ではなく政治的統合（その当然の結果として独仏の

和解も意味する）を正当化するためのものと思われてい

た。今日、90年代中半において競争圧力の継続的上昇

を伴う二重の市場（ヨーロッパ市場と世界市場）の拡大

から帰結する生産システムの変化を評価することは容易

ではない。景気情勢から知り得ることと逆に構造統計

(業種分布の地域間比較調査）は事実上かなりの年月を

経てからしか入手し得ない。ゆえに、この点に関しては

まだ証明がすんでいないし、初見の現象、もしくは「弱

いシグナル」のみにもとづいた、いまだ議論の余地があ
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2．旧来の中小企業と新しいタイプの中小企業間

で異なる地域的統合

b)戦後の大規模多国籍企業が持ってきた競争上の優位

性は、外国子会社という非常によく制御された仕組みに

よって、国内市場の閉鎖性を乗り越えられる特別な力が

あったことに起因する。

今日障壁撤廃が一般的になり、市場がヨーロッパ諸国

ほぼ全域に開放されるようになると、上記の大企業力特っ

ていた特別な切り札は無意味なものになる。信頼のおけ

る、わが国のドンゴル産業調査の1990年の報告でも市場

拡大の第一の勝者は他を突き放して、中企業であること

が強調されている。

※※※

きてこの一方で、より小型化、特化が進み、その結果、

技術的単位がより分散化する、大きな傾向がある。この

10年ほどで特に目立つようになった傾向であるが、それ

は通信費用の下落と流通の拡大、そして小型化とともに

工業の自動化による寸法が正確な様々 な型の出現などが

合わさった結果といえよう。近年のこの傾向は、特に製

鉄や化学といった伝統的重工業部門において顕著である。

フランス全土には多くの大工業地帯や統合された官民複

合体があり、これらはルクルゾー（シユナイダー)、ビ

アンクール（ルノー)、ジャベル（シトロン)、アヤーニュ

(オンデル）といった場での工業の発展を基礎にしてい

る。そしてこれらの地は今日では中小企業のための工業．

技術開発の中心的場、人材養成のための場と変わりつつ

ある。

生産過程の非集中化により、大企業グループの重要性

は（経済的権力をのぞいて）以前より縮小されるように

なる。かくして、地理的分散による小規模の技術施設が

増えている。とはいえ、これは中工業に従事する大企業

(例えば家電、農産物、電気業）によって制御を受けて

はいる。

わが国の企業に加わる競争的圧力の増大により、企業

はしばしば損益分岐点もしくは規模（序列的）の不経済

に至る点（はっきりとした基準はないが生産規模の巨大

化による予想外の追加的費用が明示的に出現する点）に

近づくことになる。市場の拡大により、逆説的に、予期

しなかった様々な形態が「スモール・イズ．ビューティ

フル」にはっきりとなぞらえられるようになったのであ

る。

’
点でみると景気低迷はさらにはっきりわかる。

逆に全く予想外のことであるが、近年の情勢の急変動

を通じて、中規模の企業がその外見上の脆弱さにも関わ

らず、平均して、大企業グループをかなり上回る収益を

あげていることが明らかになってきている(Wickham

[17])○とくにこれは工業部門の企業において顕著であ

る。フランス銀行による最近の企業観測研究

(B.PARANQUE[11])によると93年における収益率の

下落は、特に大企業において顕著である。実物タームで

みると、中企業(PMI)は、資本効率を高めているた

め（その分マージンは小さいが)、大企業よりも生産性

の高い行程を実施することができている。また、貨幣ター

ムでみても、この実物面の優位はそのまま大企業より高

い収益性となってあらわれている（同上、pp.17-18.)。

さらに、中小企業設備銀行の最近のフランス国内調査で

も（95年6月）同様の結果が出ている。「近年の傾向と

同じく、95年上半期は従業員数が50人から500人の中企

業はその効率性を高めている｣。また次のようなことも

明らかになっている。「企業規模がそれよりも小さくな

るとまた不利になる。（従業員50人から500人の企業が7

％の成長を見込んでいるのに対し､）従業員10人以下の

企業は同年、せいぜい1％の伸びしか見込むことができ
ない｡」

2つの点において、非集中化傾向（これはメディアが
大企業グループを批判するために表からは隠きれている）
に向けての若干の修正が説明されるであろう。

a)戦後、わが国の経営者階級のもとには、相互作用と
しての規模の経済とともに、序列的な規模の経済という
という広大な潜在的市場が現れた。しかしこれは明らか
に無制限というわけではない。80年代にはしばしば経営
者たちによって「再検討すべき側面」を求めた、この限
界の乗り越えがなされてきた。技術的のみならず社会政
治的な理由において、わが国の大企業の大半は、20世紀
の終わりになって前世紀の学者達による競争の仮説を再
発見したようである。すなわち、最適点である損益分岐
点（明らかに部門において異なる）を越えた生産は収益
を下落させるという仮説である。近年の通信技術の進歩
（小型情報機器、ファックスなど）によりこの収益分岐
点は上方ではなく下方に移動する傾向をもっている。

は、非集中化や地域的競争力に対してのみならず、新し

く重要性を増してきた環境的要請に対しても、（矛盾し

ているのではなく)、順応しているのである。

国民的競争力をつけるための企業の集中化という、戦

後の政府によって追及された命題はさらに高度の、これ

まで予期しえなかったような新しい連鎖関係を生むこと

になった。すなわち、生産行程の非集中化と、領域的／

地域的競争力との連鎖関係である。

最近、わが国の中規模の資本主義組織は2つのカテゴ

リーに分けられるとする一種の二分法が主張されるよう

になっている。すなわち、以下のカテゴリーである。

a)旧来の家族型中企業。世代交代という困難がのりこ

えられているので、地域的帰属が、企業イメージとアイ

デンティティーの決定的な構成要素であることが明確で

ある。

b)新しい中企業。大企業出身のスペシャリストがその

仕事と、取引先を引き連れて創設することが多い。その

方針は、最近、株式会社サンゴバンの専門家達によって

次のように語られていることからよくうかがえる。「か

って夢見た自分たちの手による自動車製造はもはや夢で

はなくなった。すなわち、できる限り、外国で製造すれ

ばよいのである。いまやすでに主要な財とサービスの70

％を原価で調達できる。このように、地理的、法律的に

バラバラの単位で製造企業が分散するということは、15

年前に知られていた垂直的系列子会社という概念とは全

く正反対の考えである。ますます競争の激しい経済とな

り、可変費用部分が増大しても－水平的ネットワーク

が成功すれば、より創造的に対処できる。－これこそ

が超フレキシブルな形で現れた諸国の経済的猛攻に対抗

することのできる唯一の真の道なのである｣。

全般的に、1990年代の景気低迷は大企業グループの脱

統合化を整然とかつ多様な形態ですすめた。そしてこれ

は社会学的な意味でも言えることである。幾分不安定に

なっている20世紀末のフランス社会においては、中企業

のオーナー経営者という非常に伝統的な形の経営者の権

威が従業員たちによく受け入れられているようである。

なぜならこちらの方が、大企業の経営者階級、すなわち

大企業のトップにいる高級社員達の命令（むしろより合

理的な命令であるが）よりも安心できるからである。

ところで、問題としている中企業の分類に従うと地域

的統合過程はまた異なった側面も表している。

旧来の家族経営の中企業について、地域を問題にする

と、重要となるのは、その企業の発展を抑制することで

はなく（その企業はよそに移転することができない)、

｜

1．20世紀終盤に進行している機能面と地理面に

おける二重の非集中化

まず、諸企業の生産行程の非集中化についてとりあげ

よう。これは、近年、産業経済に関するさまざまな学術

的、統計的研究から明らかになっている(')。それらの研

究は4つの方向に分けることができる。

1．アメリカ、ヨーロッパの経済学者達は過去20年(70

年代はじめから90年代はじめに至るまで)、自国におけ

る中企業の数が統計上かなりの減少をみせていることを

明らかにした。また、その必然的な帰結として、国民総

生産のうち、従業員500人（もしくは国により200人）以

下の企業が占める割合は飛躍的に高くなっている

(Machesnay[8])。

2．企業で働いている労働者の統計上の総数は、この10

年で非常に増加した。それに小規模な個人企業（従業員

10人以下）は近年特に急上昇し、今日、フランスで200

万を越えている。

3．西側グループの統計的規模、及び相対的重要性は、

停滞しているか、さらには後退しつつある(Wickham

[17])。金融アナリストの（しばしば内部向けの）多く

の研究、特にイギリスの研究によると、ここ数年ヨーロッ

パ中の大企業グループの大部分が収益を低下させている

ことが明らかになっている。

近年のヨーロッパ各地の株式市場の低迷はこの新しい

構造的局面を反映している。そして少なくても一般的な
景気情勢力岻迷している限りそれはいえている。近年の
パリ証券取引所の主要40銘柄の価格一覧をみると、最高

値を比べれば、1995年には半分以上が1990年に記録され
たそれよりも低い値となっている。また取引総額という

｜
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争力は2つに区別されている。

第一に、以前の至上命令であった国家的競争力よりも、

－これは企業の中央本社にてたてられた計画にそって

存在するが一一では、上記とは逆のことが明らかになっ

ている。YKKのアジアにおける最初の業績展望では、

YKK自身の国際競争力のみならず、この機構によって、

YKKが進出した領域の競争力もまた、直接に好影響を

受けているのである。全体として高い競争力を持つ中規

模産業の地域的相乗効果は、現地調達品の購入によると

ころは非常に少ない。むしろこの相乗効果は主に、現地

サービス業者（保険、輸送、アドバイザー）からのサー

ビスの購入、及び国内・国際水準にあわせた賃金支払い

による購買力の分配からくるものである。

※※※

かくして、中企業及び、中工業の様々 に分類される優

先事項と制約事項は、厳密に狙いを定められた地域の集

合的活動、特に工業圏形成活動に向けられている。

この40年、フランス国内では、強固に閉鎖的な形で、

産業活動が国内の5つの地域に特に集中していることが

明らかになっている。すなわち、ノール・パ・ド・カレ

地方、パリ、リヨン、ロレーヌ、セーヌ川河口の都市圏

である。これらの地域内部では、最も発達した施設、特

に戦後は製造業施設が広く分布し、また工業団地網に厳

密に組み入れられている。

今日、フランス全土にわたって、製造業施設は地域間

の格差（この後の論述を参考）が縮められ、各地域内部

で、いくつかの優先的箇所にもとづいた地域再編成が行

われつつある。なおここで、優先的箇所とは、インフラ

が整備され、税務上の優遇があり、そのうえ公的助成を

受けられる、特化した工業圏をさす。

地域間の格差の是正以上に、パリやブリュッセルでは

しばしば、次の決定的命題が思い起こされる。すなわち、

わが国で発展した地域で将来的競争力をつけるために、

製造業活動の工業圏形成が地域的に効率的な様態である

ことが、より注意されるという命題である。製造業活動

の地域的相乗効果は保証きれたものであるが、その活動

の発展はかつてないほど脅かされているように思われる。

3．小規模企業の地理的非集中化と工業圏形成発展に好都合な環境を創造してゆくことである。このこ

とはこれまでのフランスでは地域的中核となる大都市

(リヨン、トゥルーズ、ストラスプール）においてとく

に顕著なものであった。

しかし近年は小さい工業地帯において、中規模の産業

組織の発展と地域的競争力との間に好ましい影響関係が

見いだされている。以前は外の市場に開放されていたド

イツの多くの中企業のモデルは、ここでは「隠れた勝者」

と新しく特徴づけるのが妥当であろう(3)。フランスでは、

新しい地域的制度化によって、地方自治体の責任者と中

規模の産業組織の経営者が接近したものとなっている。

これと対称的に、新しいタイプの中企業は大企業出身

の人間によって創設されているため、自治体等の地方の

諸集団に対しても、外国や遠方の投資家たちに対するの

と同様に、適切な地域的マーケティングによってその興

味を引きつける方法をとることが重要となる。こうした

企業にとって工業団地の効果や隣接性が果たす役割はむ

しろ小さい。この企業の（ヨーロッパ的もしくは国際的

な）分業網で生産が行われると、その進出地域における

雇用の増大と付加価値の増大は確かにもたらされるが、

この企業の発展自体は（サービスに対する報酬は別とし

て）調達する場所や、販売する場所にはそれほど依存し

ないのである。このような新しい企業、あるいは進出企

業を対象に、隣国（イタリア、スイス）の工業地帯の長

所、もしくは技術的に特化した小地域の長所についてな

された調査分析(O.CREVOLIER[4])をみると、そ

れはフランスの近年の経験とあまり一致していないこと

がわかる。

新しいタイプの中企業が地域に対して関心がよせられ

ている点は、まずなかんずく必要最小限の財政的支援

（地方税からの臨時的支出も含む）であり、次にその地

域の生活の質であり、最後に通信的基盤である。新しい

タイプの中企業は、小規模工業地帯で非集中化の先頭に

位置し、また、昔は農業地域でかつ開発途上である大西

洋側フランス、すなわち「極西」にて展開しているとい

える。

｜’

近年では地域的,競争力の方が優先されている。

80年代を通じて、国民空間の障壁撤廃、規制緩和が加

速化するにつれて、政府は国家的競争力という言葉を自

発的に再定式化するようになった。すなわち、政府活動

の競争論理は国を代表する大企業のマネジメントに付随

するというものである。各主権国家は（戦後そうであっ

たように）国家的競争力という至上命令を唱えるかわり

に、それを市場という命題におきかえて、国際鏡争の担

い手となったのである。そして、これは伝統的な外交上

の競争関係を引き継ぐものと仮定された。国民的企業が

適応し続けられるようになされる行政、金融、税務上の

一連の公的奨励は、景気情勢と、競争を統御する超国家

的協定（ブリュッセルのEU，もしくはジュネーブのG

ATT)での採択とに応じたものであった。

しかし、今日(90年代)、グローバル化が進み、競争

圧力がざらに厳しくなるとともに、国家的変化と成長の

過程で、不確実性が増大している状況を前にし、競争力

は、「より現実的な競争力」すなわち地域的競争力とい

う言葉に再定式化されている。この再定式化では、様々

な地域の内部の相対的な魅力とパフォーマンスが、かつ

て、国民的企業をとりまくパフォーマンスと理解されて

きた国民的競争力よりも考慮されることになる。

この10年で、国際的な直接投資の投機的膨張に伴う困

難が増大してきている。すでに、世界的市場開放という

不可抗力的な部分についての統計上の不確実さに直面し、

各国の国民会計は、国民所得よりも国内総生産への参照

を一般化している。近年、さまざまなヨーロッパ諸国及

び、我が隣国であるドイツ（再統合後もドイツマルクは

高騰し続けている）では、不安が広がってきている。こ

の不安は大きく国際化したドイツ大企業に関するもので

はなく、近年拡大したドイツの地域的能力のために、製

造活動がその地域に引き留められているという点に関連

している。すなわち、中規模の資本主義組織にとって今

日の大きな脅威は、以前先進的であったもともとの産業

地域から、その資本を移すことが非常にできにくくなる

ことである。

フランスでは今日においても国の出版物は、フランス

l

i

l
中工業は、生産の収益の逓減と輸送費用の増大という

2つの制約のため、生産施設が、縮小、分散化している

部門であると私は考えている。また、中工業は「軽工業」

といわれているものとは厳密には一致しない。たとえば、

今日のフランスでは建築資材が、わが国で最も繁栄して

いる中工業の筆頭となっているのである。

この生産施設の地理的分散化は、企業金融の集中化と

明らかに両立する。繊維、小型家電、靴製造企業などは

その例である。「コンビナート」の悪しき記憶とは逆に、

生産単位の地理的分散化は、個人（近接地の顧客という

よりは、むしろしばしば遠隔地の顧客である）の生活の

質を、地理的に統合し、環境優先という新しい側面に結

びつけること促進している。

しかしながら、近年のヨーロッパ（スコットランドや

ノルマンディーにある日本の子会社も含む）の経験によ

ると、この大企業の小単位は、各生産施設が特化し、グ

ループ内の技術的統合が比較的進んでいない場合ほど、

地理的統合能力を持つということがわかってきた。

地域的統合の効果は最大限にまで行くと水平的統合形

態に至る。すなわち、一つの大企業の内部にて、小規模

施設が、全く均質的な存在として、さもなければ、かな

りの程度均質化した存在といて、分散している形態であ
る。

ここでIBMの旧来の組織モデル（完全に統合されて

いるモデル）を、それと対称的に、技術も高度ではない

日本の産業グループYKK(洋服ファスナー産業）の組

織機構と比較してみよう。80年代のIBMのモデル（こ

れは以後部分的に改良されたが）では、グループの持つ

さまざまな工場が、世界中に広範に数多く分散しており、

しかも、それら各々 は非常に分化した形で、厳密に補完

的な関係になるようにされていた。そこにおけるグルー

プ内部取引は、統合された流通形態になっており、その

ため非常に複雑で、ゆえに費用も高くつくものであった。

これは、80年代末の段階では、ビジネススクールの教師

達にとっては好都合な話であったが、90年代のはじめに

おいては、IBMの株主たちに損失を招いたのである。

多数の均質的な小規模施設が水平的に存在する機構

4．地域的競争力と産業上の再編成

近年、実際上においても理論上においても、地域的競
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などの）中工業に関連している。これははるか以前から

開発の住んでいた西ドイツ側地域（ロートリンジェン地

域）の、飽和状態と為替高騰に対する警告と切り離せな

い。同様に、開発計画で、自発的に望まれることとして、

市場のシグナルを的確に伝達する能力を持つ地域になる

よう、地域の権威が厳密に狙いを定めた具体的行動に従

事することが、これから決定的に重要となってこよう。

今日、存在しているさまざまな（企業もしくは地域）

単位が持つ競争力と、過去に広く権力と規模と優位性を

持っていたさまざまな様式の競争力とは、あらゆる点で

異なるようになっているのである。

の企業グループの遠方地への輝かしい進出（ミシユラン

のアメリカ進出、エルリキドの日本進出、EDFのアル

ゼンチン進出）を戦後と同じ調子で歓迎しているが、む

しろその進出は頭打ちになっており、おまけに近年では、

外国企業のフランスの地域への進出がはっきりわかるほ

ど後退してきていることが心配されている。それは近年

アメリカの先端大企業(IBM、フォード､モトローラ）

がフランス国外で、力を再び誇示し始めたことから始まっ

ている。これらの大企業はかつて、戦後のフランスの近

代化に決定的な連鎖効果をもたらしたものである。外国

為替相場の累進的高騰（円高よりもフラン高の方が目立

たないが、近年では、ドルに対してはどちらも等しく高

騰し続けている）は、（国際的に分散化した）わが国の

大企業よりも、わが国の地域的競争力に確実に悪影響を

与えている。かといって近年、通貨が弱い状態の先進諸

国（イギリス、スウェーデン）の経験が示唆しているよ

うに、為替相場と通貨的与件は唯一の原因ではない。

れている。

1．市場シグナルに純粋に順応する。その際、いくつか

の要素（賃金、土地など）の費用が外部と足並みをそろ

える傾向にあり、外部の情報を最大限に早く内部に伝え

られること。市場の諸力をよく伝えることができる地域

は競争力をもつ。

2．知識を形成するための集団的なプロジェクトと公一

民の協力が、明示化された目標に応じて特化されること。

振り返ってみると、最近25年間、フランス国中を通じ

て、意図的な地域の整備が増えるにつれ、上記のさまざ

まな相互作用により、ますます、地域間の相対的な平等

化、広範な産業的再編成力聴立されるようになったので

ある。よく主張されていることとは逆に、非常に工業化

された中心地域もしくはロートリージェン地域（パリ近

郊地域とロレーヌ地域である）は、西海岸の新興開発領

域（中心部から離れたプリュターニュの海岸地域）と比

べ、脱工業化といえる種類の経験をしているのである。
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わが国の中工業により厳しい競争圧力が加わり、ざら

に収益逓減や規模の不経済にしばしば直面するようにな

ると、近年のフランスの経験では産業施設の地理的分散
化の奨励がたいていなされる。旧工業圏における飽和状
態のためにかかる費用の方が、工業地帯経済がしばしば
もたらす利益よりもはるかに大きくなっているのである。

新しい工業中心地は、旧来（戦後）あまり開発が進ん
でいなかったが、今日では新しい設備建設力呵能となっ

てきている地域に出現する。そこでは費用の点で有利で
あり、特に事業所や企業の数が限られていると、内部で
統合を媒介する費用が安くつくのである。

※※※

かくして、（特に中工業の）小組織が優先されるよう
な非集中化とそこにおける地域的競争力の生成との間に、
20世紀末型の新しい、斉一的な相互関係がはっきりと形
を現すことになる。

フランスでは、大企業が競争力を創り出しているドイ
ツのように、地域的制約から離脱している。この地域的
制約の下で、中企業は完全に相互に連関づけられ、より
はっきりというと土地に釘付けられているのである。つ
い最近（95年末）のドイツにおける不安は、これまで非
常にパフォーマンスのよかった（ミッテルスタンド地域

Gobain.Juin95

（3）ドイツの専門的研究者H.Simonは次のように分析

している。「忠誠と一体化は明らかに一つの地域的な

意味を持っている。隠れた勝者に典型的である、地

域化の形態で意外なことはそれが大都市型の工業地

帯を形成しているというよりも、むしろ小さな村落

的な工業地帯を形成していることである｣。Ouvrage

collectifPrasetBoutin・Euro-PMI.Economica.

Paris.1995p,52.

（4）この命題はパリ南部研究所のJeanMonetの論文

"Dynamiquesorganisationnelleetspatialesdu

changementtechnique"(94年12月）においても主
張されている。

訳／高橋美弥子

一一第二に、若い理論家たちによって指摘されている、

近年の経済地域間、よりおおざっぱにいえば経済空間間

の差異化は、50年前にフランソワ．ペルーが最初に分析

したことを引き継いだものである。まず、（ペルー曰く

地理秩序学上g6onomiquesには）中立的で通常の空間と

いうものが存在し、この空間は、目に見えない市場調整

の一つの支え（物理的資源）となっている。次に、以下

の理由で極を持ち、構造化した「地域」ができる。．

・公的もしくは私的な大組織による計画の連関効果のた
め。

・地域統合を決定するような、内生的に特化した活動と
組織化された過程力鋤員されるため。

H.K．C・オールは次のように齢じている。「後者
によって、非物質的な資源の分布に応じ、特定な性質を

持つネットワークが地域に形成される。この特定な性質

の機能は近接地域に基づいたものであり、そこでは、知

識は、集団的学習過程を通じた情報の占有の産物なので

あり、技術開発に結びつくのである｣(4)o

実際、さまざまな領域や地域の相対的競争力は､今日、

世界的に強い競争圧力にさらされている。そしてこの圧

力は以下の2つの補完的な領域で作用しているとみなさ
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の失業率と財政赤字の組み合わせは、この二つの関係の

相互作用によって決定されると想定する。この小論の理

論的基礎は、Hamada(1995)にその詳細が示されてい

る。この論文に関心のある読者は、筆者に直接問い合わ

せることができる。

この小論の一つの結論は、国際比較分析の結果、数多

くの諸国において、高い失業率と多額の財政赤字が同時

に発生していること、それらの諸国では、比較的インフ

レ率力塙く、財政乗数が低下していること、そして財政

乗数の低下が、必ずしも回復不能とは言えないというこ

とである。

1．はじめに

"ro"jqzJesSEDEB-15F6vrier95

多くの先進資本主義経済諸国で、失業率と財政赤字と

の間に一つのトレード・オフ関係の存在が感知されるよ

うになってから久しい。この関係は、国により時代によっ

て、必ずしも一様ではなく、ある時は両者の間に負の関

係が、また別のところでは正の関係が観察されている。

したがって、失業率と財政赤字は、前者を低下させると

後者が増大するという明確なトレード・オフ関係にある

と決めてかかることはできない。両者の関係の現実がど

のようなものであるかを観察し、この現象を生み出して

いるメカニズムを理論的に考察し、失業と財政赤字の克

服のための政策について考えることは、現代マクロ経済

の重要なテーマの一つである。

この小論では、アジア・ヨーロッパの主要諸国のデー

タを用いて、最近における両者の関係をクロス・セクショ

ンで観察し、その経済学的理解および政策的意味付けを

試みる。データの利用可能性、資金と作業上の制約のた

め、ここでは、主として1987年の国際クロスセクション・

データを分析の対象とした。バブル期のデータを利用す

ることは、分析の焦点を狂わせる恐れがあり、むしろ意

識的に避けた。

マクロ経済の失業と財政赤字の関係は、（1）財政赤字

が原因で失業率が結果であるという関係と、（2）失業率

が原因で財政赤字がその結果であるという関係に分解す

ることができる。前者をアルファ関係、後者をベータ関

係と呼ぶことにしよう。アルファ関係は、財政赤字の増

加が有効需要を増加させ、それが失業率の低下を招くと

いう因果関係を表すものである。この関係は、負の関係

となる。これに対して、後者は逆に、失業の増大が経済

の規模の低下・所得の減少を通じて、財政収入を低下さ

せ、財政支出の規模を不変とすれば、財政赤字を増大さ

せるという両者の正の関係を規定するものである。現実

2．－つの国際比較

さきに述べたように、まず失業率と財政赤字の関係の

国際比較をした結果を見ることにしよう。図1は、ヨー

ロッパ・アジア主要諸国25か国のデータによる1987年の

失業率と財政赤字の関係を示している。図の縦軸には失

業率が、横軸には国内総生産に対する百分比としての財

政赤字が目盛られている。図によると、スペインの失業

率は最高の20.5パーセントであるばかりか、財政赤字も

またそれ程小さくはない。フランスの失業率は10.9パー

セントで、イギリス、オランダ、イタリーおよびベルギー

とほぼ同じ程度である。しかし、フランスの財政赤字は

イギリスの0.68パーセントを別とすれば、これらの諸国

のうちで最少の1.21パーセントであった。ドイツにおい

てこの2つの率がともに低いことは大変興味深い。日本

およびアメリカ合衆国では、財政赤字の率は決して低く

はないけれども、日本の失業率は極めて低い。この事実

は、さきに示したフランスの状況と比較することが重要

であるように思われる。日本とアメリカ合衆国では、い

わゆる失業と財政赤字との間のトレード・オフ関係が存

在するように見える。しかしこの図全体としてみると、

－35－
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曲線力性方へ大きくシフトしている。そして、1985年か

ら1991年まではこの新しいベータ曲線に沿って、アルファ

曲線が下方へシフトしている。1991年以降は、再びアル

ファ曲線の上方へのシフトがはじまったのである。

再び国際比較に戻って、フランスでは、財政支出と輸

出が十分に増加していないため、アルファ曲線の位置は

ドイツよりも高いところに止まっている。いずれにして

も、重要なのは、アルファ曲線のシフト要因の動向であ

るように思われる。

の課題としたい。これら2つの方程式が連立して、失業率と財政赤字の

同時解を与えるであろう。このことを図示したのが図2

である。図2において、右下がりの実線で表した曲線は、

アルファ曲線であり、点線の右下がりの曲線は、それが

上方へシフトした状況を表している。右上がりの実線で

表した曲線は、ベータ曲線で、対応する点線は、それが

上方へシフトしたことを示している。両曲線のシフト前

の交点f!は低い失業率と財政赤字を発生させるのに対し

て、シフト後の交点f2は高い失業率と財政赤字を発生さ

せる。

この理論モデルを図1に示した国際比較分析に用いる

場合には、アルファ方程式およびベータ方程式に含まれ

るシフト変数が、それぞれの国毎に違う値をとると考え

ることができる。さらに、各方程式そのものが国毎に違

うかもしれない。ただ、図1に表された現象を統一的に

理解するためには、方程式そのものの国毎の差違は、そ
れ程重要ではない。インフレ率の違いが、アルファ曲線
の勾配の差になって現われることは十分考えられる。し
かし、このことは、後に述べるように、図1の理解のた
めの障害とはならないであろう。

さて、図1において、比較的原点に近いところに位置
する国のアルファ曲線は、財政支出の増加がアルファ曲
線を下方にシフトさせ、ベータ曲線が他の国とほぼ同じ
位置にあっても、両者の交点が原点に近い位置にくると
解釈することができる。逆もまた同様である。失業率は
高いが、財政赤字は比較的少ない国たとえばフランスは、
一方において、財政支出の増加が不足し、アルファ曲線
が上方へ移動し、他方において、ベータ曲線が比較的上
方に位置している。このことは、外国人労働者の流入が
労働市場を圧迫しているにもかかわらず、労働力には外
国人労働者がデータとしてかなり脱落しているという事
情も反映しているかもしれない。

逆に、失業率は低いが財政赤字が大きい国は、アルファ
曲線の位置は比較的低く、ベータ曲線の位置は右に移動
している。ポルトガルおよびイタリーがその代表である。
これらの国では、税制が寛大なのかそれとも海外への企
業移転が盛んなのか、その原因は今のところ不明である｡
以上の分析から、各国における政策課題が、ある程度
明らかになってくるであろう。それらについては、今後

明らかに右上がり、つまり正の関係があるように見える。

この総体としてのベータ関係と、一部のアルファ関係を

矛盾なく説明するための理論図式が求められているので

ある。

つぎの節では、このような目的にしたがう1つの理論

モデルが提示されるであろう。

4．結論に代えて

｜

’ この小論における分析の結果、アジア・ヨーロッパの

主要資本主義国25か国の国際比較によると、失業と財政

赤字の間には、総体として正の関係があることが明らか

になった。この関係を第2章に示した理論モデルによっ

て理解するとすれば、これら25か国の間でみる限り、ベー

タ曲線の位置の差はそれほど大きくはない。これに対し

て、アルファ曲線の位置が、国によってかなり違う可能

性が高い。このことは、国による財政支出・輸出・その

他の外生需要のシフト要因としての働きの差がかなり大

きいように思われる。また、労働力および外国為替レー

トの効果も無視できない。

フランスはその一つの典型的なタイプである。図3は、

1970年から1993年までのフランスにおける失業率と財政

赤字の関係を四半期別時系列データによって示したもの

である。図には、かなり明瞭な右上がりの関係が認めら

れる。これは明らかに、ベータ曲線はそれほど大幅のシ

フトをしていないけれども、アルファ曲線は時の経過と

ともに、上方へシフトしている。さらに、インフレーショ

ンの傾向が、アルファ曲線の勾配を緩やかにしているた

め、僅かのシフト要因の変化も、ベータ曲線との交点を

大きく上方へ押し上げる結果をもたらすのである。この

ことから、財政支出の大幅な増加は、逆にアルファ曲線

を下方へ大きくシフトさせる効果があるはずである。た

だし、インフレーションを抑えるためには、規制の緩和

による輸入の増加も受け入れなければならない。

図4は、1970年から1991年までの日本の失業率と財政

赤字の関係を示している。この図は、中期的な循環運動

を示している。図1と合わせてみれば、日本の失業率は

かなり低く、財政赤字もそれ程高いともいえない。その

主な原因は、輸出がアルファ曲線を下方に引っ張ってい

たことが大きいように思われる。

循環的に見ると、1970年から1975年までの期間では、

ベータ曲線がかなり安定しているのに対して、アルファ

曲線は上方に大きくシフトしている。1975年から1985年

までの10年間は、逆にアルファ曲線が安定して、ベータ

’

1

1

13．理論モデル

I

ここに示すモデルは、2つの方程式によって構成され

る。一つは、財政赤字の変化が有効需要の変化を通じて

失業率を変化させるメカニズムを定式化したものである。

この方程式をアルファ方程式と呼ぶ。アルファ方程式は、

乗数理論といわゆる「オークン」法則から容易に導かれ

る。ここでは、潜在生産力・労働力・財政支出・その他

の外生需要・税率・外国為替レートなどが主な外生（シ

フト）変数として含まれる。さらに、失業率そのものが

乗数の値に影響することが考慮される。それらの詳細に

ついては、Hamada(1995)を参照せよ。

アルファ方程式は、以下のように書き表される。すな

わち、

あとがき
｜

’

この研究は、筆者が1994年3月にパリ第1大学経済学

部に招待教授として滞在中にまとめられ、その第1稿は、

同大学のクールノー・セミナーで報告された。そのとき

のティアリー・ショヴオー教授をはじめとする出席者の

貴重なコメントに対して、彼らに謝意を表したい。同年

7月の「マクロ計量モデル会議」における木下教授（名

大）その他の諸氏の有益なコメントに感謝する。この研

究は、パリ第1大学の研究助成を受けた。また、パリの

OFCE研究所の協力は、この研究の初期の段階で、欠く

ことのできないものであった。P．A・ミュエ教授（パ

リのエコール・ポリテクニツク）とのこの研究をめぐる

議論は、極めて刺激的かつ有益であった。

この小論は、上記の研究の後に、一つの応用として進

められたものの一部である。今後は、更に詳細なデータ

の入手によって、国際比較分析を進める予定である。

’

u=uIGDEF,7(g,e,#)(1)

ここに、uは失業率、GDEFは財政赤字の対GDP比率、

9,e,および＃はそれぞれ、財政支出および輸出の対G

DP比率、‘はその他のシフト要因である。関数uは、財

政赤字比率GDEFの減少関数であり、インフレ率の高い

経済では、その負の効果は極めて低いであろう。

もう一つの方程式は、ベータ方程式と呼ばれ、失業率

が財政赤字を決定すること力噸定されている。失業率が

上昇すれば、それは有効需要の減退を伴うから、所得水

準が低下し、所与の税制の下では、財政収入力鍼少する。
財政支出を不変として、それは財政赤字を増大させる。
もし労働分配率の低下や、企業の海外進出による国内産

参考文献
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業の空洞化が進めば、これまた財政収入の低下を生じる
であろう。そこで、ベータ方程式は以下のように書き表
される。すなわち、

GDEF=D(u,")(2)
ここに、αは税制や所得分布の変化、企業の海外移転
などのシフト要因のヴェクトルである。
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図3失業率と財政赤字の関係：フランス、1970:2-1993:2図1失業率と財政赤字の関係：国際比較、1987年
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●特集／第五回日仏経済学会識「経済的地域主義：ヨーロッパとアジア」（その2）

｢円圏」と「華人経済圏」

－類似点を求めて－

Iはじめに一問題提起

「円圏」(YEA=JananeseYenEconomicArea)と

いえば、日本の学会においてほぼ相対する二つの見方が

見受けられる。すなわち、ひとつは日本円の国際化に問

題関心をおくいわば一国(自国)主義論に立つ問題接近で

ある。この立場においては、日本金融市場が「自由化と

国際化」の両面において立ち遅れており、それを取り戻

すには日本自身がまず円の「自由化と国際化」を促進す

ることであり、それが日本の金融市場の「自由化と国際

化」に直結し大きく寄与すると認識する。いまひとつは

東アジアならびに東南アジア諸国の為替市場に問題関心

化」にはこれら諸国においての為替市場の「自由化」が
肝心であり、その進展に注目する(1)。

一方、「華人経済圏」(CEA=ChineseEconomicAre
a)についていえば、これまた二つの問題接近に大別で
きる。すなわち、ひとつはCEAを狭義に捉え、中国沿
岸地域の最も「改革・開放」された華南四省すなわち福

名古屋大学徐照彦

捉え方(問題認識)があり、計四つの接近方法が見られる

が、いずれも小稿においては馴染まないと考える。とい

うもの、いずれも狭い一国主義ないし民族主義に立脚し

ているからである。YEAは日本経済自身の次元のみで

は把握できないし、ましてCEAは中華ナショナリズム

の欲望を満たすことができてもそれ以上の要請には答え

られないであろう。両者とも害あって利なしといわねば

ならない。世界市場ないし国際経済に立つ視点が欠いて

いるからである。東アジアさらに国際経済全体に立脚し

|
建、広東、広西、海南とその近隣三地域すなわち香港、

た視点力埋まれるのである。

東アジアさらに国際経済全体に立脚した場合、まず気
づくことはYEA論にしろ、CEA論にしろ、その時代背
景にはポスト冷戦という戦後史的段階の推移を無視する
ことができないことである。それに併せて東アジアにお
ける資本主義的発展の急速化である。YEA論とCEA論
がともにポスト冷戦の新段階を迎えた東アジアにおいて、
資本主義の急発展によって浮上してきたことは否めない。
つまり、いわばポスト冷戦と東アジア経済の膨張、この
両者がオーバラップしているところにYEA論とCEA論
の同時出現の時代的意義がある。YEA論とCEA論の両
者が同時に論議される意義はまさしくこの点においてほ
かないのである。

もっともCEAはともかく、YEAは実態として必ずし
も存立しているわけではないし、また形成に向かって顕
在化しているわけでもない。しかし両者は次の二つの点
において大方の関心を集めている。すなわち、ひとつは
YEAとCEAがともにナショナリズムを濃厚に帯びてお
り、過去の歴史的事実に対して人々が記憶を新た'二神経
をとらがしかねないこと。YEAといえばいわゆる「大
東亜共栄圏」(GreatEastAsiaCo_prosperity)が連想
されるであろうし、またCEAになると「大中華帝国」
(GreatChinaEmpire)が蘇えられないとも限らなし,。
いわゆる「黄禍」(YellowPeril)論がその類であるが、
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アジア諸国に限らず、欧米諸国においてさえ両者に対す

る「恐怖」は今日なお完全に払拭されていない(4)。いま

ひとつはYEAとCEAはともに東アジア経済の膨張を象

徴し、世界市場において新興勢力として浮上してきたこ

と｡YEAは対外投資と通貨統合を通じて国際金融市場

に君臨し、またCEAは華人ネットワークと輸出拡大を

通じて世界商品市場を支配するとの「脅威」力噺たに生

じないとも限らない。通貨・金融と商品・貿易の双方に

わたってYEAとCEAはそれぞれの力量を発揮し相互に

肥大化していくとなれば、それは既存勢力の欧米にとっ

て脅威となるに違いない。その点でYEAとCEAはとも

にポスト冷戦の国際新秩序を形成する上で一定の共通性

を有するものと認識する。

こういうわけで、未来形の展望になるが、YEAとCE

Aの形成さらには発展が予想されるとすれば、以上の意

味で学会の論題に取り上げられても少しも怪しくないと

思う。

nYEA形成の条件とその意義

1YEA形成の条件

経済学一般のテキストに従えば、YEAの形成には次

のような四つの条件力揃提とされる。すなわち①日本国

内において海外からの資金要請(需要)に応えられるほど

の高い貯蓄率の実績、②需要サイドにとって日本(東京

市場)が低廉なコストで資金調達を可能とする便宜性(fa

cilities)、③日本政府(とりわけ大蔵省)と日本銀行(中

央銀行)が財政金融政策の運営に当たっての国際的調和

と政策的弾力性(熟練度、ある意味では国内経済の犠牲
を伴う)、④コミニケーションとりわけ非英語圏におい

ては英語使用の潤沢性、などが求められるとされる(5)。

しかしながら、以上の条件が整えばYEAが形成する

とは限らない。以上の四つの条件は必須条件であるかも

しれないが、十分条件ではないからである(6)。国際経済

の厳しい現実を見つめるまでもないが、ここではさしず

め以下の5つの問題を提起し、思考の極としたい。

(1)ODA(政府開発援助)の円借款ないし円信用の累種
問題。日本は1964年にOECD加盟以来、発展途上国とり
わけアジア諸国に対してODAによる円借款の供与を積

極的に行ってきたが、その残高は1993年末現在12兆2,70

噸円に達する(7)。例えば、インドネシアの場合、円借

款は1986年の4,262兆円、から87年の7,037兆円、そして

88年以降では1兆円を超す規模を記録した。円借款の累

積と円高の進行による返済負担増が支払面において急速

に重くなっている。89年の場合、インドネシアは対日債

務累穣がドル換算で25億ドルに達し、同国の対外債務全

体の38.1％におよぶに至った(8)。このように、円高によ

る債務負担の増大力塀消されない限り、円の国際化ない

しアジア通貨の到達は至って難しく、何よりもアジア途

上国からの合意が得られないであろう。

(2)貿易決済における円の使用促進に当たり相手国の

賛同の問題。円の国際化は何よりもまず貿易相手国が貿

易決済に円を使用することであり、その点で日本の輸出

市場構成力牲目される。1994年の輸出市場をみると、ア

メリカが1,176億ドル、輸出全体の29.7％を占め、トシ

プの地位にある。ちなみにアメリカが日本輸入全体に占

める比重は22.8％(627億ドル)であり、輸出に比べると

若干低いが、無視できない。このアメリカが対日貿易に

おいて日本円をもって決済するとは到底考えられない。

米ドルの国際基軸的地位をみずから墓穴を掘ることにな

りかねないからである。次に地域として最大の貿易相手

先にのし上がった東アジアになるが、中国、台湾､韓国、

香港ならびにASEANに対して、日本は輸出の38.6%(1,

725億ドル、1994年)、輸入の33.9％(964億ドル)を向け

ている。輸出入貿易市場として東アジアはいまやアメリ

カを上回る重要な地位にのし上がった。しかし東アジア

の対日貿易決済に日本円が使われる比重は著しい高まり

を見せていない。多くて52.5％(93年9月現在、輸出)な

いし25.7％(同、輸入)程度にとどまっている(図1,鯵照)。

(東)アジア諸国は円本円の貿易決済にはなお留保の態度

を採り続けていることが看取できるのである。

(3)直接投資時代における対外資産の価値保存と拡大

再生産に関わる為替安定化の問題。東アジア諸国とりわ

けNIESは今や対外投資国に登場し、対外資産の累種を

みずから行うようになった。1993年現在、N函Sは中国、

インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイの5ヶ国

に対して321億ドル(実絞)の直接投資を記録し、日本の1

17億ドルを大きく上回ってトップの座を占めた(上記5ヶ
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人ネットワークの経済勢力(economicsphere)が形成す

る。つまり、血統、地縁、言語等を通じて人的関係が共

通関税ないし統一関税にとって替わり、社会ビジネスネッ

トワークとして築き上げられ拡散する。リークワンュー・

シンガポール上級相に言わせると「世界に分散するマイ

ノリテイー華人エソニツクグループはネットワークを築

き上げ、それに通じて貿易と投資を営み、捜術を移転し

と専門の知識を生み出した」(15〉のである。90年代に入っ

て以降、日本は円高による対外輸出貿易の停滞を来し、

93年にはかつての植民地・占領地NESに追い上げられ、

かつ追い越された。NAC(輸出7,040億ドル,94年)に比

べると、日本(3,960億ドル)はNACの56.2%に当たる。

いい換えれば、日本はNACに77.7%も下回ったのであ

る。この点を重要視すると、YEAの形成にはNACの理

解と協力がなければ、日本は単独の力では到底及ばない。

それはある意味ではYEAとNAC(CEA)が共通の利害関

係にあることを示している。ともあれ、NAC(CEA)の

力量とその動向がここで関心事となるわけで、次にCE

Aについてふれてみたい。

かかる厳しい選択と試練は少なくとも次の3点におい

て吟味される。第1点は日本自身に対する意識形態への

「挑戦」である。日本の政府と国民はポスト冷戦の国際

社会において、自己の関心が国連常任理事国の地位護得

にあっても対外投資の累穂化とその価値保存ならびに投

資利益の確保にはあまり及ばない。1985年のプラザ合意

以降、日本の対外経済利益は対外貿易依存から対外投資

依存にその比重が移り(図4を参照)、90年代に入って以

降、年間400億ドル以上の直接投資収入(国際収支上)を

受けることと、累積する在外資産と増えづづける在外投

資収益をどう守るか、いわば経済安全保障の問題が浮上

する。覇権論ならびに基軸経済論(poleeconomy)に従

えば、日本は「覇権なき基軸経済」(13)国家といえようか。

第2点はNAC(NIES,ASEAN,中国)の自己意識形態に

対する「挑戦」である。NACは戦前の植民地時代に日

本の侵略と統治を受けた苦い過去の経験が国民の心の中

に深く刻み込まれてなかなか消え去らないのが現状であ

ろう。戦後になって、日本が再び経済的膨張と進出を果

たしたことに対して、自国の経済的利益の追求のために

再び日本依存を強めることには無条件ではあるまい｡Y

EAの出現が対日依存に直結することになりかねなく、

それなりに警戒を強める一方〈'4)、米ドルの持続的な切り

下げに対しては、ドル安による外貨準備の目減損を何と

か回避せねばならない。こうした矛盾に直面し、その選

択に苦悩する。NACはこうした共通の意識形態の下で、

経済の合理性(円高ドル安の進行)と民族意識の高揚(対

日感情の愛憎)との板挟みに置かれ、そこからの脱却を
迫られる。前者の経済的合理性が先行し、後者の民族意
識の「改革」が後追いという形を展開しており、後者が
前者に追いつかないのである。この両者の時間的落差を

同時に解消することが、NACにおいて「挑戦」的課題
であるに違いない。

第3点はYEAとCEAの両者による相互信頼関係の樹立
とその意義である。YEAは通貨の共通化ないし単一通
貨(地域通貨)の発足によって到達するが、実態として捉
えると、資本の流通を柱に日本中心の基軸経済(pole/
keyeconomicgroup)が生成する。これに対し、一方の
CEAは必ずしも共通関税ないし統一関税をもって生成
するわけではないものの、物流(貿易)の緊密化を柱に華

国の外資導入全体の59.3％を占める)。一方、NES自体

はアメリカ、日本、ヨーロッパの先進工業国から外資を

導入し(全体の75％)、二重の地位(資本の輸出と輸入の

同時進行)にある。東アジアの外資導入はNIESが1990年

までASEANと中国を凌いで第1位に立ち、91年にはAS

EANが、そして92年以降中国がそれぞれ第1位に躍りで

た。外資導入競合の時代である。1986-92年間にNACは

合計1,015.6億ドルの外資導入を記録した(国際収支ベー

ス)(9)。結局、NACは今やOECD対外投資(1,666億ドル）

の37.1％％を占め、アメリカに次ぐ世界第2の外資吸収

先となった。N田S自身の投資国化と直接投資の膨張化

は、通貨・為替の安定化が国家の緊要な優先課題(政策）

としてこの地域の共通事項となる。ドルの安定性回復が

困難とみるならば、それに替わる新通貨論が時代の要請

となろう(10)。東アジアはいまその転換点の入り口にさし

かかりつつあり、地域通貨の形成が共通の課題として浮

上している。

(4)中央銀行の外貨準備高の累積化と為替差損の回避

の問題。この点は上記の(3)の問題

とオーバラップするところがあるが、輸出の増大と外資

の導入により、東アジア諸国は外貨準備高の累積が持続

する。例えば、NIESは1995年なかばに、外貨準備2,421

億ドルを保有し、そのうち台湾(914億ドル)が37.8％を

占める。中国と台湾の両者が同時期に保有しる外貨準備
高は1'1612億ドル、それにシンガポール(華人人口76％

占める)を加えると、華人経済圏には2,807億ドルに達し、
NIES(16%)さらに日本(54%)をも上回る(表,参照)。仮
に日本円が東アジアの通貨に「昇華」するとすれば、か
かる華人経済圏諸国の理解と協力が不可欠であることは
以上の外貨準備高の実態からみても明白であろう。

た日米関係の「分裂と・対時」のインパクトに耐えきれ

るかは大いなる疑問であるが、それはともかく、YEA

の形成にはかかるプロセスは避けて通れないであろう。

2YEA形成の意義

さて、以上のいわば難点はともかく、米ドルが日本円

に対して今後長期にわたって低落傾向を余儀なくされる

とすれば、YEAの形成は避けられないかもしれない。1

985年9月のプラザ合意を契機にアメリカは債権国から債

務国に転落した('1)。1994年末現在、アメリカの対外債務

純高は6,800億ドルを記録し、日本の対外債権純高6,890

億ドルとは逆の意味で匹敵する規模である。こうした状

況が続く限り、米ドルの低落さらに全面的崩壊は避けら

れなくなろう。この点について、EUの動が無関係では

ない。EUは1999年から2002年において欧州通貨ユーロ

の創出を目標に掲げ、自己通貨圏の形成に向けての努力

が続けられているが、もし欧州通貨圏が実現すると、そ

の暁にはアメリカドルはEUから追い出され、文字通り

アジアと南北アメリカの地域通貨(regionalcurrency)

に転落しまう。このいわばドル体制崩壊の「危機」潜在

性(到来するであろうという「予測」）とそのもつ重大性

は事前に察知しておかねばならない。

ドルが世界各国の外貨準備高に占める地位(比重)をみ

ると、1975年の76.1％から85年には60.2％に、そして90

年には最低の57.5％1に低下し、15年間に186ポイント

も下がった(図3)。91年以降多少持ち直したがそれでも6
1.4％(93年現在)にとどまる。一方、日本円の比重をみ

ると、同期間に2.7％(75年)から9.4％(91年、最高)に、

2.5倍増の6.7ポイント上昇を記録した(93年現在、90％)。

ちなみにドイツマルクは比較的安定した推移を示し、’0.

8％(75年)から19.0％(89年、最高)に0.76倍増である(93
年現在、16.1%)('2)。こうした傾向が今後とも続くとす

れば、ドルの地位は50％を割り込んで大きく後退するこ

とが避けられないかもしれない。前述のEUユーロ通貨
の発行がそこにオーバラップするとなれば、米ドルは国

際基軸通貨としての地位を一挙に失うかもしれない。日

本円がアジア通貨に「昇華」できるかどうか、残された

時間的余裕はさほど多くなく、日本とアジア諸国に対し
て厳しい選択と試練を迫ることになろう。

mcEAの浮上と展望

1CEAの浮上

CEAの浮上は、いうまでもなく中国の経済「改革．

開放」（1978年)が起点をなす。とりわけ1990代に入って

以降、中国大陸に華人資本が大量流入し、またそこから

の輸出力泄界市場に向けて急増したことで、香港、台湾

を中心とするいわゆる華人経済圏の形成が瞬かれるよう

になった。

そもそもCEAの概念とその提唱は、もとをたどれば、

1980年代初に香港の学者がいち早く論及し、熱心に説い

て回ったことにたどりつく(16)｡CEAの浮上が中華民族の

地位飛躍に直結するものと考えられ、一種の民族主義が

みなぎっている点が注目される(17)oそれはともかく、C

EAの浮上を把握するには次の3つの条件をここで提起し

てみたい。

第1点は中国市場の開放と拡大がなければならないこ

と。中国市場が華人資本にとって最大の利潤の源泉先で

あるからである。中国は1979-94年の18年間に外資を956

(5)YEA形成の最大の阻止力はおそらくアメリカから
の反対でろう。というのも、YEAが形成すると、米ド
ルはアジア市場における流通が阻害され、金融的利益が
大きく損なわれるからである。米ドルは国際通貨として
の地位(信任)が一挙に崩れてしまうかもしれない。そう
なると、「ドル・円戦争」は最も鋭い形で最終局面を迎
えるかもしれない。つまり、日米関係は関税・通商分野
から金融・通貨分野に摩擦と緊張が拡散し、分裂と対時
の局面に直面しよう。日本をはじめアジア諸国がこうし

’1
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億ドル導入し(実績)、そのうち華人資本(香港､マカオ、

台湾)が70.2％(671億ドル)を占めた(胸)。一方、輸出入貿

易では1981-94年の14年間に1兆4,725億ドルに達し、94

年の1年間に2,367億ドル(輸出1,210億ドル、輸入1,157億

ドル。ちなみに95年には輸出入合計2,809億ドル)を記録

した。81年の規模と比べると5.4倍増となる。以上の投

(年間300億ドル,93-95年)を記録し、迂回の役割を演じ

ているからである。人民元がある程度安定的に推移して

いるのも香港と台湾が中国の対日大幅入超を替わりにカ

ムフラジユーしているからにほかならない。中国の対米

大幅輸出において香港がほぼ同様な役割を果たしている

ことはあらためて指摘するまでもなかろう(19)。

の分断にさらされ、その展望は必ずしも明るくないであ

ろう。こうした市場分断の局面は事前に回避せねばなら

ない。

の相次ぐアジア(NAC)転出はありえないであろう。円

高とNCAの経済成長(率)に一定の相関関係がみられ

る(画)とすれば、それは対アジア直接投資の増大が円高に

よって促進されるからである。それに加えて、日本企業

のアジア投資が欧米向け投資と違って第3国向け輸出を

中心に行われている点も注目せねばならない(鱈)。という

Ⅳおわりに

以上みたように、YEAとCEAの両者は意外にも近似

した一面を共有している。相互依存の共通面を見落とす

わけにいかない。この点を重視し重ねて指摘すると、Y

EA(日本経済の浮上力)を欠いてはCEA(華人経済ネッ

トワーク)の拡大再生産(価値増殖運動)は困難であろう。

YEAの自立的発展も望めないであろう。中国の「改革・

開放」力塔港・台湾を媒介項にして日本からいわば「栄

養」（機械設備、中間財、技術等)の供与を受けて初めて

成り立つからである。一方、YECはCEAのいわば外堀

的存在(協力とネットワーク)がなければ、アジアの土着

社会にみずから浸透せねばならず、そうした短刀直入の

力量を独自に持ち合わせねばならなくなる。そうすると

日本のアジア進出はかなりのコストと犠牲を強いられる

かもしれない。アジアの土着社会からの「栄養」（価値）

を吸い上げる(創出)パイプの役割をCEAがYEAに替わっ

て演じているからでである。その点でYEAのCEA「利

用」は決定的な意味を有する。YEAとCEAの両者はそ

の意味でYEA－CEA－アジア土着社会という立体的構

造的関係にあるわけで、相互補完的依存関係にある。ア

ジア全体の安定と繁栄には、YEAとCEAの両者は相互

協力が欠かせないのである。共通の土台に立脚した問題

の認識と、相互依存の共通した意識が育たれねばならな
いのである。

この点において、YEAとCEAさらには東アジア地域

全体はEUから少なからずレッスンを摂取できるかもし

れない。UEはなんといっても地域統合(協力)の先駆的

地位にあり、関税、通貨、産業、労働、域内地方の再開

発、対外援助等の各分野において多くの先験的実績を穂
み重ねられてきた(鱈)。日仏経済学会はその櫛成員からし
てこの方面の研究と成果を挙げるには最もふさわしい学

界の組織のひとつである。大いなる期待が寄せられてし
かるべきであろう。

資と貿易のにおける商品経済の拡大は、いうまでもなく

華人社会に商機を創り出す。ちなみに香港、台湾、ASE

ANに籍をおく華人系ビツグビジネス500社の売上をみ

ると、1993年現在1,326億ドルに達し、一方総資産は5,4

22億ドルを記録した(表2を参照)。華人系企業のこうし

たビジネス活動の拡大と資産の累積は中国の市場開放と

貿易拡大なしには考えられない。華人系企業と中華経済

圏が中国市場から受けた恩恵はきわめて大きいといわね

ばならない。ポスト冷戦(中国孤立化政策の終結)の訪れ

がそれを可能としたことはあらためて指摘するまでもな

のも、アジア諸国にとってみれば、日本企業の直接投資

を受け入れば、おのずと輸出指向型(外貨獲得)になるか

らである。

こういうわけで、CEAの今後を展望するならば、ひ

とつは日本資本主義の下支えがいつまで続くかにかかっ

ていること。日本資本主義は対外投資が持続する限り、

累積する在外資産の価値保存と価値増殖運動の保障のた

めに（ドルリスクからの回避)、終極的にはYEAの形成

に向かわざるをない。ドルリスクによる為替差損を回避

するという経済の合理性が現実に働くならば、またドル

の暴落が長期的ににて避けられないとなれば、日本を含

むアジア諸国は刻々 と到来する現実にいつまでも目をそ

むくわけにいかないでであろう。その意味で、華人社会

が経済の膨張と利益を今後とも引き続き追求するには、

そのうちにYEAの実現を認めざるをえなくなろう。平

静を装って空しい時間を過ごす余裕はさほど多くないは
ずである。

この点は日本に対しても当てはまる。アジア経済の繁

栄と安定には健全な通貨市場と資本市場力坏可欠であり、
関税と投資の次元での自由化論議だけでは現実には間に

合わない。日本はこの方面における条件整備(金融制度

の信頼回復を含む)の重責を負っている。一方、EUの動

きと比べると、アジア地域にはAPECの出現が対比され
がちであるが、APECにはアメリカが発足(1989年)当初

からの基本メンバーであり、要の地位にある。その点で
APECはEUのような共同通貨政策さらには地域(アジア）
通貨の構想(発足)はありえないし、「域内自由化」（ボゴー
ル宣言)の実現(”においてもNAFTAとの絡みでそう単

純に運ばらないであろう。さらに重要な点は、APECに
｢域内」自由化優先主義が持ち込まれると、「域外」に対
してとりもなおさず一種の差別主義を用意することにな
り、アジア地域市場は「分断」と「奪い合い」の局面を
創り出しかねない(鱈)。そうなると、YEAもCEAも市場

第3点は日本の果たした役割である。日本の企業は三

度(1978-79年,85-87年,93-95年)にわたる円高に直面し、

その都度NESに、2度目以降にはASEANにも、また3度

目には中国を含めて、輸出競争力を失ったセコハン(二

番手)の機械設備と技術を大量移転した。1951-94年間に

日本の対アジア直接投資は762億ドルをマークし(認可ベー

ス)、94年には製造業分野の対アジア投資が北米地域の

それを追い越して第1位にのし上がった(")。この場合、

日本の対外直接投資が円高(日米経済摩擦の結果)に由来

する点力蓮要視されねばならない。というのも、円高は
ぃであろう。

労働集約的中小企業に対しても海外の工場移転を促すか

第2点は中国経済の「改革・開放」における香港と台らである。輸出競争力が円高により最も抑制されるので
湾の役割である。香港と台湾は中国と日米の中間に位置ある。次に資本集約的産業、さらに付加価値の比較的高
し、中国の対外開放政策が世界市場に「接続」(articulいハイテク産業、最後にR&D、オポレーシヨンセンター
ate)し定着するに際して重要な役割を演じる。というもという順序で海外移転が続出する。その転出先はまずN
の、途上国が対外開放政策を導入する際、一般にいってIES、次にASEAN、そして中国である(図5を参照)。日
次の六つのいわば開放症候群(syndromeintheirim-本の対外直接投資のこうした国際分業的な複層化と拡散
plementationofopeningpolicy)に陥る。すなわち①化は、それが一つの回転軸となってNES、ASEAN、そ
自己通貨の対外(さしあたり対米ドルレート)切り下げ、して中国を日本経済の拡大再生産職造に巻き込み、東ア
②国内インフレの剛上、③国内所得格差の拡大、④中央ジア全体の浮上を下から支えるモメントとなる。はじめ
財政赤字の増大､⑤対外債務の累積、⑥失業問題の深刻は輸出貿易の拡大、つぎには直接投資国への登場、さら
化がそれである。その結果、政治権力中心は社会の不安には地域協力へと域内依存関係の深化に進展する(2')｡C
と動揺に揺さぶられ、崩壊の危機に直面する。中国がEAはこうした時代の潮流に乗り、国際分業と自由化の
｢改革・開放」政策を推し進めながらも上記の六つの症利益に大きく預かる機会に恵まれて拡散したのである。
候群になんとか深くはまらずに済んできたのは、その原CEAは決してCEA自身の内部的条件のみで浮上すると
因は多岐にわたるが、香港と台湾の果たした中間媒介項は思われないのである。
の役割は無視できない。つまり、端的にいえば、台湾は
中国が自国の発展レベルに適する必須(輸入)の労働集約2CEAの展望
的機械設備を供与し、それによってインフレや失業問題以上の三つの条件からわかるようにCEAはただ中国
の進行を緩和するし、一方の香港は輪出面において中国大陸それ自身の開放政策と国内市場をもって浮上できる
に便益性(香港ドルの通貨安定、関税自主性等)を供与し、わけではあるまい。香港と台湾が中間媒介項の地位と役
輸出の拡大に寄与する。日中両国間に貿易摩擦が生じて割をうまく果たしたことと、さらに日本の存在が重要出
ないのも、香港と台湾が中国に替わって対日大幅入超ある。日本が円高ドル安を克服できなければ、企業工場
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の議論と体験から導きだしたいわばひとつの結論と

いえる。

(18）「両岸経済統計月報」行政院大陸委員会編、台北、

1995年10月号、44頁。

(19）トライアングル論についてわたくしの最近の論調

は、除照彦「台湾からアジアのすべてが見える」時

事通信社、東京、1995年10月、51-60頁に述べてある。

(20)製造業における直接投資(実鎖)はアメリカ向けの4

7億63百万ドル(1994年)に対してアジア向けは51億81

百万ドルを記録した（『第19回大蔵省国際金融局年

報』1995年版、172頁）

(21）その場合、多国籍企業が大きな役割を演じている

ことはいうまでもない。この点について、Masami

Yoshidaほか共著'RegionalEconomiclntegration

inEastAsia:SpecialFeaturesandPolicylmpli-
cations'inTradeBlocs？ThefutureofRegion型一

I且墜里迦旦,editedbyVincentCableandDavic
Henderson,TheRoyallnstituteofmternational

Affairs,London,1994．pp,59-108が強く打ち出し
ている。

(22）この点は、関志雄「円圏の経済学一アジアにおけ
る通貨統合の展望j前掲、154頁の図7.1が明示して
ある。

(23)例えば1991年度において現地法人の売上に占める輸
出の比重をみると、北米日系製造業企業は10.6％、

ヨーロッパのそれは6.1％に対して、アジアは45.5％

に達し、中でも食料品(75.3％)、精密機械(66.5％）

と電気機械(66.5％)は飛び抜けて高いのが目を引く

（「第22回我が国企業の海外事業活動」通商産業省産

業政策局国際企業課編、1993年7月、22-23頁)。

ちなみに、この点についての評価はWendfy

Dobson,JapanmEastAsia,Tradmgandlnvest-

mentStrategies,InstituteofSouthEastasia
－

Studies,Smgapore,1993にも看取できる。

(24）ボゴー ﾉ喧言は周知の通りAPEC先進工業国は2010

年以前に、発展途上国は2020年以前に「貿易と投資

の自由化」目標の到達を掲げた(APECEconomic

Leaders'DeclarationofCommonResolve,

Bogor,Indonesia,15Nomenberl994,4ggAm

EconomicBulletinVolll,No.3,Marchl995,
一

pp.350-352)｡

(25）この点を踏まえてのAPEC評論は、例えば、An-
drewElek,'APECBeyoundBogor:anopeneco-

nomicassociationintheAsian-Pacificregion',
,Vol・No.1,

Mayl995,pp.1-15が挙げられる。

(26）無論、EUにも山積する困難な問題を抱え込んでお
り、神話的な説明なり解釈では把握できない。この

点を正面から挑んだ次の一番は注目してよい。佐々
木隆生．中村研一編著「ヨーロッパ統合の脱神話化」
ミネルヴァ書房、1994年12月。
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図3世界の準備通貨に占める米ドル、マルク、円の比重(1982-93年）（％）図1日本の輸出に占める円建て決済の比重(1986-94年）（％）

60％

50％
49.0％

その他 一
柵
》
Ⅷ
画
峨

－

蕊蕊
■蕊|蕊

|■40％ ■｜に39.7％

36.6％、

篝
61.4％

霞

30％

20％ 一

~－－
－

－一一一一一－ー一ーー－－

15．0％

19．0％
｣画

一

一一ーーー一一一___一一二二二二一一一一

10%
L

－

9293(年）
一

－

878283848586

0％ｰ’一

8687
‘（調査期間）

8889909192/993/994/9（年．月）

(資料)IMF｢AnnualReport」
(資料）通商産業省「輸出入決済通過建動向調査」兵

一戸

図4GDPに占める直接投資(累計)と輸出(年間)の比重(1975-92年）図2日本の輸入に占める円建て決済の比重(1986-94年）（％）

凸

60％ 「
<％）

８

６
４
２
０

旗
接
投
資
巣
帥
訓
／
Ｇ
Ｄ
Ｐ

０
－
《
４
人
／

９１９．
０
０
寸
０
■
０
０
、
＄
ｆ
■
◆
０
■
０
０
９

つ
一
一

Ｏ
軍
・

・』一句宇申一

50％
45.0％

●

●Q‐

40％
38.6％

(画
30％

■●●●●■●○○・

Dp
｡●

句･ゆ●・も。｡．‐.．－。．◆．.．．｡．.●●■．．．。.．．.①9. 25.7％｡●
●

26．9

単一了一途錘こ（東南=琴ﾃﾌー ﾗーーｰ
〆
●

宣言壼窒ごごご三三三--------（‐玉煎~~～来貢j
7.8％

88
84

23.6％

19．2％
20％

13．1%
10％

78

4(%)
一弓一i-

11
10

１
４I－

．9
0％

(調査期間）
（年・月）

8

8687‘888990．9192/993/994/9 嫡出額/CDP

一

Ｊ報年算計済経民国ｒ庁

Ｏ子
綴
画

ぺ
計
企

支
累
済

収
の
経

際
ら
１

国
か
報

は
年
月

額
Ⅶ
計

出
は
統

輸
額
支
９

単
鮒
郷
４

資
資
国

投
投
ｒ

接
接
行

直
直
銀

．
・
本

１
２
日

１

１

考
料
備
資
く
く

(備考）86データは年度数値

(資料）通商産業省「輸出入決済通過建動向調査」
I

－48－

Ｍ
肌
伽
Ⅷ
酬
融
印
刷
Ｎ
別
刷
印
例
幽

ゞ _m-~T~~~-■■｢－－－－－－－－－－

宮

一一－－－－

－，．，．．-一一

§爵

B

ee

侭



■■■

表2外貨準備高世界上位20カ国(地域)と輸出規模、株式市場時価の資本化規模図5アジア進出における日本企業の事業内容の「高度化」

(織熱） (1994-95年、10億ﾄ゙ﾙ）事業内容
一

株式市場資本化＊

（95年9月）

3，372

5，427

171

568

国別 輸出規模

（94年）
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151.4
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＊時価の、予想収益率を用いて現在価値として表す。ただし、
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(出所)JosephYan,'TheNewAsianDrama:MonetaryCo-operationin
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●特集／第五回日仏経済学会議「経済的地域主義；ヨーロッパとアジア」（その2）

中国のアジア諸。国際経済圏への戦略的対応

福井県立大学凌星光

中国は1979年から改革開放政策をとり、かつての閉鎖放政策の実験地としての経済特区が正式に発足した。

性から脱皮して開放経済に進んだ。そして今、国境を超深＃l1を初めとする四つの経済特区をつくったのは、当

えた国際経済圏の形成に前向きの姿勢を示している。本初、華僑・華人資本を導入するためであったが、それに
論文では先ず開放政策の流れを簡単に振り返り、それをは計画経済を市場経済に移行させる必要があり、四経済
踏まえて、中国の諸・国際経済圏への対応と戦略につい特区は中国の経済改革の実験の場として、一番最初に市
て論じてみたい。

場経済化が行われた。その結果、深川、珠海、汕頭を媒

その前に経済圏の概念をはっきりさせたい。一般に欧．介として香港と廣東省との経済一体化が進んだ。
米・亜の三大経済圏を地域経済圏、その地域内の局部的経済特区は市場経済化と共に、経済が活性化し目ざま
経済圏を局地経済圏と呼んでいる。しかし地域、局地としい発展を遂げたが、当然、資本主義の悪い面も入って
いう言葉は、一国内で使用する場合もあり、厳密さにかきて、非難する声も高まってきた。それに対し都小平は、
ける。本論文の研究課題は、国家間の経済圏であり、国84年1月から2月にかけて深＃II、珠海、厘門など三経済
際経済圏である。従って、本稿の研究対象はアジアにお特区を視察し、「深＃llの発展と経験は、我々の経済特区
ける大中小国際経済圏ということになる。設立の政策が正しかったことを立証している」「経済特

区をより速くより立派にやるべし」（1）という題辞を書き、

－対外開放と国際経済圏開放拡大の指示を行った。これにより経済開放はより一
層拡大されるようになった。84年5月4日、国務院は大

1978年12月、中国共産党第11期三中全会が開かれ、今連、青島、上海等14の沿海都市を開放都市と指定し、経
までの階級闘争路線を放棄し、経済建設優先の路線に転済特区に次ぐ優遇措置をとらせた。更に翌年1月には、
換した。それと共に改革開放政策の方針が決まり、対外長江デルタ、珠江デルタ、閻南厘章泉デルタの三地区を
経済関係は一大転換期を迎えることになった。「有無相沿海経済開発区に指定した。こうして対外開放は華南か
通づ」という原則でたいへん限られた貿易をしていただら全沿海に、点から線へと拡大していった。
けだったのが、外国資本も積極に取り入れる輸出主導型1987年9月、国務院は廣東省の一地域であった海南島
経済戦略がとられるようになった。そして経済特区や経を海南省に昇格させ、省レベル全面的改革の実験の場に
済開発区を設置して、そこで先ず外資導入の環境を整備することを決定した。それは同時に香港やマカオの資本
するという方策がとられた。

を導入して、外向型経済を志向するとされた。海南省に

1979年3月20日、国務院は廣東省宝安県と珠海県を省はより多くの自主権が与えられ、中国最大の経済特区と
直轄市に格上げし、経済特区設置の準備を進めた。同年なったのである。
7月15日、国務院は廣東省と福建省で「対外経済活動面同じ頃、即ち1987年11月に台湾当局が中国大陸への渡
での特殊政策と弾力的措置をとる」ことを決定した。こ航禁止を解除した。それ以来、大陸．台湾間の貿易が急
の決定も経済特区設置の準備と密接な関係がある。翌年増していったばかりでなく、台湾資本の対大陸進出も急
8月26日、全国人民代表大会常務委員会は国務院の提出激に増えていった。中国政府の思惑通り、経済特区厘門
した｢廣東省の深川､珠海､雌､福建省の瀞ｦに経済は台湾経済と福建省経済を結ぶ重要な拠点となったので
特区を設置する」案を正式に採択した。こうして対外開ある。こうして80年代末から90年代にかけて、香港、廣
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東省、台湾、福建省、海南省を含む華南経済圏が形成さ
れていった。

中国の対外開放は、華僑●華人を対象としたものを一

つの軸とすると、外国を対象としたもう一つの軸がある。
華南経済圏の形成は一国範囲内の問題で、政策的にはや
りやすい面がある。それが開放政策の中で、華僑・華人
ばかりでなく、西側先進諸国からも資金の導入を図るべ
きだということになると、現在の時代的特徴をどう捉え
るか、現代資本主義国をどうみるかが問題となる。今ま
での「帝国主義とプロレタリア革命の時代」という認識
では、当然、西側先進諸国との経済交流はたいへん限ら
れたものとなる。激しい論争を得て、80年代半ば頃には
「平和と発展の時代」と特徴づけられ、中国と西側先進
諸国との交流はますます盛んになり、世界経済一体化論
争が展開されるようになった。

一方は社会主義経済と資本主義経済とは水と油の関係
にあり、対外開放は社会主義経済発展のための便宜的手
段だというのである。それに対し他方は、世界経済は益々
グローバリゼーションが進み一体化していく。中国が経
済発展を遂げるためには、この流れに順応していかねば
ならないと主張する。趙紫陽氏によって1988年に出され
た「沿海地域経済発展職略」は後者の立場に立つもので
あった。それは中国が市場原理を踏まえた世界統一市場
の分業体制に積極的に参入していく意思表示をしたこと
でもあった。

この戦略は89年の天安門事件で一時的挫折をみるが、
－年後には復活した。そしてそれは沿海地域だけでなく、
長江沿岸と辺境地帯の開放を含む「全方位開放」と呼ば
れるより進んだ対外経済戦略となった。
研究者レベルでは80年代半ば頃既に「全方位開放」と
いう言葉が使われた。但しそれは、80年代前半が主とし
て西側諸国に目を向けていたのに対し、中ソ関係改善の
動きなどもあって、旧社会主義国にも目を向けるべきだ
ということで、90年代に政府レベルで提起されたそれと
は内容が必ずしも一致していない。例えば、国務院経済
発展研究センターにあって､学者と実務家の接合役を担っ
ていた季崇威氏は、1986年に「わが国は全方位対外開放
の新情勢に直面しており、それは西側資本主義国、東側
社会主義国、第三世界各国に対して、同じような開放政

策を行い、平等互恵の原則の下で、それらとの経済貿易、

技術文化交流の協力関係を拡大するということであ
る｣(3)と述べている。

80年代後半には徐々に国境貿易が復活し、9昨代に入っ

てからは、中国黒竜江省.ロシア、新彊・中央アジア、
雲南・ミャンマー、廣西・ベトナム等の国境経済交流が

たいへん盛んとなっていった。そしてそれは国境を超え
た局地経済圏を形成していく経済的基盤をつくっていっ
た。

1989年6月の天安門事件後も対外開放政策は堅持され、
90年4月、上海浦東新区の開発が決定された。しかも、
それは90年代の國の重点プロジェクトとして推進される
こととなった。そして1992年初の都小平南巡講話によっ
て、中国の開放政策は全方位、多元的開発戦略に発展し
ていった。鄙小平は経済特区と開放政策について次のよ
うに述べた。「特区の姓は社会主義であり、資本主義で
はない」「振り返ってみると、私の大きな誤りは四つの
経済特区をやったときに上海を加えなかったことだ。そ
れをやっていたならば、長江デルタ、長江流域全体、或
いは全国の改革開放の局面は変わっていたことだろ
う｣o(3)

鄙小平の市場経済推進と開放拡大の号令は、改革積極
派を大いに励まし、92年5月、4号文献として改革加速
化、開放拡大の新措置が提示された。そのうち対外開放
新措置としては、次のような内容が示された。（1）上
海浦東開発を竜頭として、長江沿岸諸都市の対外開放を
一層拡大し、沿海開放都市並みの政策を実行する。（2）
国境都市を逐次開放し、その周辺地域への対外開放局面
を形成していく。黒河、満州里、綏芥河、琿春など四都
市のほか、西南と西北の九市県を開放する。（3）周辺
国家と国境貿易を積極的に発展させるため、ハルピン、
長春、フフホト、ウルムチ、昆明、南寧などで開放都市
並みの政策を行う。内陸部の開放の歩みを速めるため、
各省都で沿海開放都市並みの政策を実行する。（4）
国境都市「周辺地域への対外開放局面を形成していく」
とは、ミニ局地経済圏の形成であり、初めて国境を超え

た局地経済圏の形成に積極的な姿勢を示したと言える。
今や国内経済と国際経済とのドッキングが重要課題とな

り、中国経済の国際化は疑問の余地のないものとなった。
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や日本も入ってくその結果、対中直接投資が急増し、中国経済の周辺諸国

への影響も拡大していった。

以上のプロセスが中国内部からの要求に基づくものと

すると、アジア太平洋経済圏構想や東アジア経済圏構想

など、外部からの働きかけも、中国の国際経済圏への対

応が積極的になっていった重要な要因であった。内部と

外部の相互作用によって、中国経済は益々 世界経済に組

み込まれ、諸・国際経済圏に積極的に参入していく条件

がつくられていったのである。

に前向きに対応することが是非必要である。

そのため中国は今まで、このような対話、会議に協調

的態度を示してきたが、そのパフォーマンスはデリケー

トなものであった。経済的にはたとえ協調的姿勢を示す

にしても、政治的にはアメリカの「覇権主義」「強権政

治」に反対しなければならず、日本の潜在的「覇権主調

にも警戒する必要があるからである。そこで東南アジア

諸国連合(ASEAN)が前面に出ることを歓迎し、実

際的対応においてもそれを支持する姿勢をとっている。

第二層はバーツ経済圏、環黄海経済圏、環日本海経済

圏、中央アジア経済圏等で、一般に局地経済圏（中国で

は次経済圏）と呼ばれているものである。中国国家計画

委員会は1995年1月、省レベルを越える生産要素の最適

配分と大プロジェクトの省間協調を促進するために、全

国を東北経済圏、環黄海経済圏、長江デルタ経済圏、西

南経済圏、西北経済圏、中部経済圏、東南沿海経済圏の

七大経済圏に分けた。(6)この国内での七大経済圏は局地

経済圏に相当し、国境省を通じて国際経済圏とリンクす

る。

この中次元の経済圏構想は、知的面では日本がかなり

貢献しているが、一般にはアジアNIESがイニシアチ

ブをとっている。主として経済的要因によって動いてお

り、政治的配慮は余り考える必要がない。中国政府はこ

のレベルの経済圏対話には、関連の省政府に当たらせ、

中央は原則的なところを押さえ、指導するという形をとっ

ている。またこの次元の経済圏形成は中国に大きな経済

的メリットをもたらすため、中国の関連省はたいへん積

極的である。但し、自らの経済力には限界があるため、

イニシアチブをとるようなことはしていない。

一般的に言って、このレベルの国際経済圏に対して、

中国は二段構えで望んでいる。重点は中国国内の経済建

設に置き、国際協調は視野に入れるけれども、それがう

まくいかなくても大きなダメージを受けないように配慮

する。中国は膨大な人口と潜在成長力を持っているため、

このレベルの国際経済圏形成の主体は往々 にして中国で

ある。そのため、中国は自らの建設と改革を大いに推進

し、周辺諸国を巻き込んでいくという戦略をとっている。

るようであれば上を、全然うまくいか 容となる。第一、二層経済圏の進展によって、ミニ経済

圏は大きな発展をみることが出来、それは現実的に経済

力の強化と国民の生活改善につながる。

中国は社会主義計画経済から市場経済への転換に当たっ

て、政府主導型市場経済を目指している。三重層相互促

進メカニズムは、市場原理を土台としながらも、中央及

び各級地方政府が関与していくものである。このような

メカニズムの形成には、まだ多くの試行錯誤を経なけれ

ばならないであろうが、ここ数年着実な第一歩を踏み出

している。

なければ下の計画を推進するということである。

第三層は国境に近い中心都市や大通関地が経済拠点に

なって形成されるミニ経済圏である。国際鉄道や道路の

通関地や国境となっている河川の港などでは交易力轆ん

に行われ、その地域の経済の活性化につながっている。

ベトナムとの国境都市懸祥、 モンゴルとの国境都市二連

浩特、 ロシアとの国境都市黒河、綏分河、琿春、北朝鮮

’との国境都市図門等がそれである。

中国の対象国は殆どが旧社会主義国か後れた発展途上

国で、経済改革や経済競争力の面で、中国の方が優位に

ある。しかも完全にローカルな経済交流で、政治的要因

は殆ど考慮する必要はない。もっとも治安の面から出入

国管理を整備することはたいへん重要だが、国家戦略と
いうような問題は射程内に入ってこない。従って、この

レベルの経済圏構想は地区レベルの市または県レベルの
政府に任され、省政府がそれを指導、監督すするという
形をとっている。

国境市・県政府はミニ経済圏にたいへん積極的で、能
動的に取り組んでいる。但し、相手国の事情を配慮する
必要があり、常に調整を必要とする。
小国は中央政府が、大中小の諸・国際経済圏に対応す
ることになるが、中国は大国で国土が廣いため、国際経
済圏への対応が上に述べたように三重層となる。各層経
済圏の関係、あるいはその発展メカニズムはどうかにつ
いて、まだ十分な論議が尽くされていない。しかし一般
的趨勢としては、次のような相互促進の関係にあるとい
えよう。

第一層の経済圏対話は、世界貿易機構(WTO)など
グローバル経済組織の補完として、貿易、投資の自由化
や経済協力の制度的枠組みが論議される。それの進展は
当然第二、三層の経済圏の発展を促す。
第二層の経済圏では主として国際鉄道建設、国際道路
建設、国際河川開発、国際通信網建設などインフラ整備
の大プロジェクトが課題となる。これは実質的内容のあ
る涯舞闇形成を促すものであり、経済協力の推進及びそ
の地域経済発展促進の鍵となる。
桑ミ層の経済圏は経済開発区の設置、貿易センターの
設置など産業と通商を中心とした国際協力関係が主な内

二中国の対国際経済圏戦略

アジア太平洋経済協力会議(APEC)への対応
一
一
一

中国は国内での地域経済圏戦略を打ち出しているが、

対国際経済圏戦略は正式にはまだ提示していない。しか

し「世界経済のグローバル化と集団化（地域化)」とい

う時代認識の下に、研究者レベルでは盛んに論じられて

いる。それらを総合してみると、中国の対国際経済圏戦

略は三重層相互促進システム形成の方向にある。

第一層は東アジア経済協議体(EAEC)に代表され

る東アジア経済圏やアジア太平洋経済協力会議(APE

C)、アジア欧州首脳会議(ASEM)等である。それ

は普通、地域経済圏と呼ばれる欧米亜の三極経済圏に関

わるもので、最も高次元の経済圏である。

この次元の経済圏問題は、主として西側先進諸国が主

導権を握っている。EAECはマレーシアのマハテイー

ル首相が提唱しているが、もともとは日本から提起され

たものである。従って大国の思惑が働き、多分に国家戦

略的である。当然、そこでは政治的要因もかなりのウェ
イトを占める。そのためこのレベルの西旦百,斗帝市…缶Ⅲ蚕

APEC結成の準備をしたともいえるPECC(太平

洋経済協力会議）は大平首相とフレーザー・オーストラ

リア首相の合意を基礎に1980年に発足した。当時、日本

側の有力メンバー大来佐謙眠は中国にまずオブザーバー

として参加し、徐々 に正式メンバーになるよう働きかけ

た。そして86年に台湾と共に正式メンバーとなった。但

し参加者は個人資格となっていたため、政治的問題には

ならなかった。

APECは閣僚会議で1989年に発足した。これに台湾

が参加するとなれば、二つの中国につながる懸念がある

ため、中国は慎重であった。結局、経済組織であるから

ということで、中国は台湾、香港と共に91年のソウル会

議に参加し、正式加盟国となった。93年にアメリカのシ

アトルで行われたAPECでは、第一回の非公式首脳会

議が開かれ、今まで消極的であったアメリカ力端極的に

なり、APECのイニシアチブをとる姿勢を示してきた。

中国は首脳会議に参加するかどうかについて意見が分

■
ル目柘か淀M員しているが、もともとは日本から提起され

たものである。従って大国の思惑が働き、多分に国家戦

略的である。当然、そこでは政治的要因もかなりのウェ

イトを占める。そのためこのレベルの問題は中央政府が

対応し、研究も北京を中心として、大研究機関が行う。
現在、中国は経済レベルが低い、国際的政治圧力が強
い、国際経済の知的ノウハウに欠ける等の原因により、

自ら進んでイニシアチブをとることはなく、専ら受け身

の姿勢をとっている。当面は国力の強化に這進すべき時

期としているからである。しかし、1992年の中共第14回

党大会で「対外開放の地域を拡大し、多重層、多ルート、

全方位の開放局面を形成していく」「上海を国際的経済、

金騒、貿易センターの一つに建設していくj<5)と宣言し

た中国にとって、長期的視点に立って、三極経済圏対話

かれたようだが、結局台湾は閣僚級の出席にとどめるこ

とを条件に、江沢民主席が参加することとなった。94年

のボゴール会議では、貿易・投資の自由化について同意

を表したが、中国国内で十分な議論をつくしておらず、

一時しのぎの感が強かった。中国はAPECへの対応に

ついて、はっきりした目標と戦略をまだ持っていない。

確かに1993年11月、シアトルで非公式首脳会議が開か

れるようになってから、中国減益毒APgC差』重縄し、

より積極的な姿勢で臨むようになったが、基本的には低

金騒、
例えば豆満江開発には上、中、下の三計画が立てられて
いる。もしロシア、北朝鮮との協力がうまくいき、韓国
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姿勢の態度をとり、米、日、ASEANの要請に応じる

という受け身の姿勢で終始している。それは都小平によっ

て打ち出された「冷静に観察し、沈着に対応し、旗振り

役をせず、詣晦に努める」(7)という外交姿勢と一致する。

中国力抵姿勢をとる背景としては次の四点力堵えられ

る。（1）イデオロギー面での警戒感。中国が国際独占

資本主義に呑み込まれ、社会主義から離れてしまうので

はないかという懸念である。この問題は社会主義市場経

済と全方位開放政策がとられることによって殆ど解決さ

れている。但し、この懸念が完全になくなったわけでは

ない。（2）国力の限界。経済や教育水準はまだたいへ

ん低く、現在は専ら国内の経済建設に励み、国際的貢献

は将来のこととしている。（3）国際経済面でのノウハ

ウが欠如。改革開放後、市場経済と国際経済についての

知識が大いに増したが、まだまだ謙虚に学ぶ段階である

と考えている。（4）周辺諸国の対中警戒心。当面、経

済建設に有利な国際環境づくりが外交政策の中心課題と

なっており、相互の信頼を高める必要がある。「中国脅

威調を助勢しかねない積極的言行は慎む。

以上の一般的背景の外に、対APEC戦略はまだ模索

中で、はっきりした展望を持っていないことも重要な原

因と思われる。現在、中国の対APEC戦略を立てるに

当たって強く意識されている問題としては次の五つの側
面がある。

先ず幼稚産業の保護育成策への影響◎先進国にキャッ

チアップするためには、動態的比較生産費説に基づいて

産業育成策をとる必要がある。早まった貿易と投資の自
由化は産業政策遂行を阻害しかねないし、更にはマクロ

コントロールを困難にし、社会不安を引き起こす可能性
もある。1994年のポゴール会議で、江沢民が打ちだした

アジア太平洋経済協力五原則(8)の一つ「秩序ある漸進、
堅い足どりの発展」（循序漸進、穏歩発展）は正にこの

ためである。

次に南北格差縮小への努力。現在の世界経済秩序は先

進国主導型で発展途上国に不利であるという基本認識が

あり、APEC内の格差縮小に有利な仕組みを作るべき

だと主張する。従って貿易と投資の自由化よりも経済協

力を強調する。江沢民はこれを「格差縮小、共に繁栄」

(縮小差距、共同繁栄)、「広範な協力、互恵の協力」（広

範合作、互利合作）という言葉で表している。

第三にアメリカの覇権的リーダーシップへの警戒。中

国は事ある毎に名指しこそ避けているがアメリカの覇権

主義、強権政治を批判している。APECについても、

もともと消極的であったのに、94年から急に穂極的にな

り、指導権を日本から奪ったことに対し批判的な目を向

けている。江沢民が「相互尊重、全体合意」（相互尊重、

協商一致）の原則を掲げる意図の一端はここにある。

第四に日本の指導権に対する警戒。環太平洋共同体の

最初の提唱者は日本で、1980年代からアジアで日本が指

導的地位を占める経済圏を形成し、米、欧に対抗しよう

としている。また中国に対しては、混乱しては困るが、

強大になっても日本に不利という考え方があり、中国の

真の友になれるかどうか疑問視している。過去の戦争に

対する認識の暖味さが、日本への不信感を増大させてい

ることも見逃せない。

第五にAPEC経済会議の政治化への警戒。中国は政

経分離を主張し、アメリカの人権問題と最恵国待遇を絡

ませるやり方に強く反対している。江沢民の提起した

「相互開放、排他せず」（相互開放、不槁排他）という原

則は、これを意識したものでもあろう。また、香港と台

湾の参加が「三つの中国」論に口実を与え、台湾独立志

向への国際世論づくりにプラス要因となった。これは中

国の絶対に受け入れられないことであり、APECの政

治会議化には今後も強く反対していこう。

以上に述べた如く、中国の低姿勢はそれなりの理由、

背景があるのだが、その結果は中国及び多くのアジア諸

国にとって決して望ましいものではない。ボゴール会議

は完全にアメリカのペースに乗せられ、本来経済協力を

主題とすべきなのが自由化が先走った。93年自由化構想

提起、94年自由化目標設定、95年行動指針作成というア

メリカの思惑通りのシナリオで進められている。これは

日本、中国、ASEANの協調体制が不十分であったか
らである。

このような反省を踏まえて、1995年11月の大阪会議で

は、クリントン大統領が国内事情で出席出来なかったと
いうこともあって、アジア諸国の主導の下に主題が経済
協力に戻された。江沢民主席は、自由化については「急

がぱ廻れ」という中国の格言を引用して、「相違点を尊
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重し、貿易投資自由化の合理的速度を適正に把握すべき

だ」と述べ、96年のAPEC会議は「経済技術協力強化

の問題を主要議題の一つとすべきだ」と強調してい
る｡（9）

1995年の大阪APECでは、中国に次のような変化が

みられたし、今後もこの方向で進むであろう。

先ず第一に低姿勢から中姿勢への転換である。改革開

放当初の15年間を対外経済関係の第一段階とすると、こ

れからの15年間は第二段階で、積極的に建設的提案をす
る時期に入ったと考えられる。第一段階は冒頭に述べた

ような理由でどうしても受け身にならざるを得ないが、
今や周辺諸国との相互信頼を増進させるために、軍事面
での情報公開も含めて、より積極的な対応が求められて
いる。

第二にアメリカの自由化要求に前向きの姿勢を示した
ことである。現在懸案となっている無差別性と特例扱い
(農業の自由化）について、前者についてはねばり強く
交渉し説得する必要があるが、後者については同意すべ
きである。長期的にみれば、貿易と投資の自由化によっ
て最も多くの利益を得るのは中国である。産業保護政策
は必要だが、戦後の日本の二の舞を踏まないように注意
すべきである。とりわけ国際情勢が大きく変わっており、
産業政策に新しい視点を入れる必要がある。中国が4000
品目について輸入関税引き下げを約束したことは、この
ような新しい認識にたったものとして評価できる。
第ミに日本の実質的リーダーシップへの支持を示した
ことも重要である。現在日本は政治的過渡期、経済の停
滞、アメリカによる貿易．金融面での打撃により、その
潜在力を十分発揮できないでいる。これは日本ばかりで
なく中国やアジアにとっても損失である。大阪会議で示
された日中間の協力姿勢は今後長期にわたって意義ある
ものとなろう。但し最近政治的相互不信力蛸大しており、
それが経済協力に一定の悪影響を及ぼさないかが懸念さ
れる。

四アジア欧州首脳会議(ASEM)への対応

1996年3月1日、初のアジア欧州首脳会談(ASEM)
がタイのバンコクで開かれ、2日閉幕した。議長声明が
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発表され、「さらなる成長のためのパートナーシップ」

を唱い文句に、（1）政治対話の促進、（2）核実験全面

禁止条約の早期締結、（3）世界貿易機構(WTO)の

進める貿易自由化をASEM力輔完するなど、政治・経

済分野での協力拡大で合意した。

これは歴史的につながりの強い北米・欧州、すでに三

回の首脳会議が開かれたアジア太平洋経済協力会議(A

PEC)の北米・アジアに次いでアジア・欧州の輪がつ

ながったことで、北米・欧州・アジアの三極関係が形成

されたことを意味する。東西冷戦終結後の新国際秩序作

りが一歩前進したことで、大きな意義を持つが、アジア

参加国がEAECメンバーと一致しており、EAECが

実質的に形成されたという点からも重要な意義がある。

この会議はASEANのイニシアチブで行われたが、

その発起者はシンガポールのゴー・チョクトン首相であ

る｡1994年、タイはアジア欧州間の貿易相会議の開催を

ゴー・チヨクトン首相に打診、同首相が首脳会議に格上

げし、欧州に提案したという経緯がある｡(m)ASEAN

の中でも最も中国と関係のよいこの二国が主導したこと

は、中国にとって幸いなことであったろう。

今回の会議が開かれるようになった背景には、欧州の

思惑とアジア、とりわけASEANとの思惑が一致した

ということがある。欧州について言えば次の三点が指摘
出来よう。

（1）アジアとの経済交流拡大。欧州連合(EU)の

アジア全域との貿易額は、1994年に3125億ドルとなり、

米国との2350億ドルをしのいだ。低迷する欧州経済を活

性化するには、世界の成長センターになりつつあるアジ

アへの進出を図る必要がある。

（2）対米抗争力の強化。欧州の対アジア投資は海外

投資の1％を占めるに過ぎず、米日よりも大きな遅れを

とっている。また米国主導のWTO運営に対抗するため

に、アジアとの共同戦線を組む必要がある。すでに1995

年7月のWTO金融サービス交渉が米国抜きで合意した

経験を持つが、96年12月にシンガポールで開かれるWT

O閣僚会議で、通信分野の投資自由化についてアジア欧

州の協調体制力窪まれる。

（3）欧州のアジアでの政治力強化。戦前、欧州は数

百年にわたって宗主国としてアジアに君臨したが、職後

1
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は完全に撤退し、専ら欧州内部のことに専念した。しか最後通牒のやり方には反対する。アジアには強権的なア
し21世紀にはアジア、とりわけ中国力泄界政治に大きくメリカはさておき、アジア方式を先ず欧州に理解させ、
進出することは間違いなく、パートナーとしてのアジアそこから更に世界に拡大しようという思惑がある。
回帰が不可欠となる。ここでEUの盟主と自任するフラ以上の背景で召集されたASEMは、中国に願っても
ンスのパフォーマンスはとりわけ注目に値する。ない良きチャンスを与えるものであった。ソ連崩壊後の
アジア(ASEAN)側としても欧州との連携が必要中国脅威論や台湾の独立志向増大によって頭を悩ます中
である。

国にとって、自らの外交姿勢を明らかにし、アメリカの

（1）対米交渉力の強化。アメリカはややもすると一覇権主義、強権政治を批判する場を得たのである。李鵬
方的に議題を設定したり、価値観を押しつける。欧州は首相は会議で次の五点を主張した。(腿）
一つの連合で威圧的なところ力沙なく、自己主張しても1、相互尊重、平等対応（｢互相尊重、平等相対｣)。
相手を尊重する。また東アジア経済協議体(EAEC)植民地時代の不平等関係でも冷戦時代の対抗関係でもな
はアメリカの妨害によって陽の目をみていないが、アジい、新しいパートナー関係を確立すべきで、いかなる國
ア側をEAEC想定国に限ることによって、実質的存在も他国の内政を干渉してはならない。
を誇示する。2、求同存異、相互学習（｢求同存異、彼此借鑑｣)。
（2）米・日・中への牽制。アジアの小国は大国のパ欧州・アジアの相違点を認め、自分の社会制度、価値観、
ワーケームに翻弄されるの力吟までの歴史であった。そ発展モデル、生活方式を相手に強制してはならず、お互
れから脱皮するには小国が団結して、大国間のバランスいに学び合うべきである。
維持に主導権を発揮することである。そのためASEA3、理解増進、信頼確立（｢増進了解、建立信任｣)｡
Nは1994年にASEAN地域フォーラム(ARF)を組見解の相違は不可避で、要は交流の中で疑念を取り除き、
識した。欧州は経済統合から政治統合に進めていく豊富相互信頼を確立すべきで、相手をやたらに非難するよう
な経験をもつ。ASEANはASEMの創立によって、なことがあってはならない。
そのノウハウをアジアに活かし、非大国主導のアジア安4，相互利益、相互補完（｢互利互恵、優勢互補｣)。
保体制を確立できる。欧州の技術と資金をアジアの巨大市場とバイタリティー
（3）外資導入による経済発展。ASEAN、中国のに結び付けよう。一連の地球的規模の挑戦（資源や環境
経済は、米・日資本の進出によって大きな発展をみてい問題）については「東方文明．英知が人類に新しい啓発
るが、それに欧州資本力珈われば更に弾みがつく。日欧を与える｣、と東洋文明を称える。
米企業を競い合わせて有利な条件を引きだそうという思5，未来志向、共同発展（｢面向未来、共同発展｣)。
惑もあろう。ASEM議長声明には「今は低水準にある21世紀に向けて、異なった文化的伝統、異なった発展
欧州からアジアへの投資を増やすことが緊急課題」と書段階の国々が互いに協力し、共に繁栄しよう。そのほ
き込まれ、「アジア欧州投資促進行動計画」の作成、「アか、「経済協力を第一にし、アジア欧州パートナー関係
ジア欧州ビジネスフォーラム」や「アジア欧州基金」の重要な基礎とすべきである」とも言っている。
（シンクタンク・文化団体等の交流促進のため）の設立以上の内容から矛先が基本的にアメリカに向けられてが決まった。（''〉

いることが分かる。中国は今回の会議で、次の四点で大
（4）国際政治でのアジア方式確立。近代国際政治はきな成果を挙げたと言えよう。
ヨーロッパから始まり、今も欧米日先進諸国を主体とし一つは唯一の超大国アメリカ抜きの首脳会議が開かれ、
て継承されている。それは西欧の価値観を絶対視し他国しかも中国がその場で重要な役割をはたし得たことであ
に押しつけるものであった。それに対してアジアは今Nる。これはアメリカ国内の一部対中封じ込め論者への牽
oを言い、アジア方式を打ち出している。それはまだはつ制となり、米中関係の改善につながろう。李鵬首相が
きりした体系をなしていないが、協調と対話を重視し、「多極化の趨勢が更に進展し、一，二の大国によって国
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際事務が独占される時代は既に過ぎ去った」と宣言したある東北と華北がこの中に含まれ、中国の経済建設にとつ
のも、故無しとしない。 て大変重要であること、更には地政学的に重要な地域で

二つ目は台湾の実務外交を封じ込める重要な手段を手あるからである。

にしたことである。1993年のシアトルでのAPEC首脳北東アジア経済圏は環勃・黄海経済圏と環日本海経済
会議は、台湾を一地域として経済部長クラスの出席に押圏とに分かれるが、中国は前者をより重要視する。その
さえたが、世界諸国に「中国の態度変容」という間違っ理由としては次のような要因が挙げられる。('4）
たシグナルを与え、台湾の独立志向に有利となった。そ1，地政的位置が重要である。首都北京は政治文化の
の教訓から、ASEMでは「主権国家に限る」として、中心、天津は商工業の中心、大連は東北三省の玄関口で
台湾を閉め出している。台湾が独立を放棄し、統一へのある。
テーブルにつくよう､今後もこのような努力がなされよう。2，陸海空の交通の便がよく、インフラが整備されて
ミつ目は21世紀の新世界政治経済秩序確立に向けてのいる。天津、大連、秦皇島、青島等大きな港があり、道
足がかりを得たことである。東洋文明、アジア方式は着路、鉄道も発達している。
実に世界政治の中に浸透しつつある。先進国サミットに3、天然資源が豊富である。石油、鉄鉱石、石炭、海
代表される先進国主導の世界政治、世界経済は斜陽化し、塩資源等力豐富で、中国北方の最大工業密集地帯である。
APEC,ASEMなど国際的首脳会談での中国の存在4，科学技術力が高い。北京、天津、遼寧省は沢山の
は高まり、中国文化の国際的影響も広がりを見せている。大学があり、科学技術と教育機関がかなり集中している
李鵬首相は「今回の会議は2,世紀世界の新局面構築に積ため、知識集約型産業の発展に有利である。
極的役割を果たそう」と述べている。5，后背地が廣く、経済的波及効果が大きい。環勃海
四つ目は日本の中途半端な姿勢が益々アジア諸国から地域の人口は2億人で、東北、華北内陸部への広がりを
見放され、宙に浮いた存在になりつつある。日本が欧州考えると、この地域の市場潜在力は巨大なものがある。
側にオーストラリアやニュージーランドも参加させよう以上の理由により、1984年に沿海14都市（この地域と
と呼びかけたところ、その必要はないと断られたとのこしては大連、秦皇島、天津、煙台、青島の五都市）力渕
と､(13)日本の国際感覚の鈍さをさらけだした。日本はア外開放されると、中国国内で必然的に環勃海経済協力の
ジア唯一の先進国として、常にアジアを代表する役を担動きが出てきた。当初は対外的というより国内志向で、
おうとしたが、結局日米関係を基軸とする姿勢から脱皮今までの縦割り行政を打ち破って、横の連絡を強化する
できず、その存在価値は低下している。日本は必然的にことに重点が置かれ、1986年に天津で環勃海地区経済連
より独自性のある、よりアジアよりの外交に転換する、合市長合同会議が設立された。
と中国は期待するであろう。この頃、韓国で総合国土開発計画が立てられ、西南部
ASEMは一年置きにアジアとヨーロッパで開かれる沿海地帯を大規模な工業区にする方針が打ち出された。
ことになり、1998年の第二回会議はイギリスカ議長国で、と同時に「北方政策」が推進され、韓国企業の対中進出
2000年には韓国で開かれる。中国は今後も「旗振り役をが盛んになるにつれて、「黄海時代」「環黄海経済圏」が
せず、轄晦に努める」という低姿勢を保ち、ASEAN口にされるようになった。日本も北九州を中心として環
をバックアップする形で、20年乃至30年という長い時間黄海経済圏への関心が急速に高まっていった。こうして、
をかけて、自らの理念を徐々に広げていくであろう。今まで中国国内の範囲を中心として考えられていた環勃

海経済圏が、韓国や日本を含む国際的経済圏に発展して

五対北東アジア経済圏戦略いった。92年10月に開かれた第14回党大会の政治報告の
中で、江沢民は「環勃海地域の開放と開発Jをうたった

局地国際経済圏のうち、中国が最も重視しているのはが、これにより国策の一つになったと言える。
北東アジア経済圏である。というのは中国の工業基地で環日本海経済圏についての関心は90年代に入ってから

る東北と華北がこの中に含まれ、中国の経済建設にとっ

た変重要であること、更には地政学的に重要な地域で

るからである。

化東アジア経済圏は環勃・黄海経済圏と環日本海経済

とに分かれるが、中国は前者をより重要視する。その

白としては次のような要因が挙げられる。('4）

1，地政的位置が重要である。首都北京は政治文化の

心、天津は商工業の中心、大連は東北三省の玄関口で

5｡

2、陸海空の交通の便がよく、インフラが整備されて

6。天津、大連、秦皇島、青島等大きな港があり、道

鉄道も発達している。

I、天然資源が豊富である。石油、鉄鉱石、石炭、海

噸等力豐富で、中国北方の最大工業密集地帯である。

、科学技術力が高い。北京、天津、遼寧省は沢山の

畠があり、科学技術と教育機関がかなり集中している

)、知識集約型産業の発展に有利である。

、后背地が廣く、経済的波及効果が大きい。環勃海

iの人口は2億人で、東北、華北内陸部への広がりを

ると、この地域の市場潜在力は巨大なものがある。

上の理由により、1984年に沿海14都市（この地域と

は大連、秦皇島、天津、煙台、青島の五都市）力渕

放されると、中国国内で必然的に環勃海経済協力の

が出てきた。当初は対外的というより国内志向で、

での縦割り行政を打ち破って、横の連絡を強化する

に重点が置かれ、1986年に天津で環勃海地区経済連

長合同会議が設立された。

刀頃、韓国で総合国土開発計画が立てられ、西南部

地帯を大規模な工業区にする方針が打ち出された。

寺に「北方政策」が推進され、韓国企業の対中進出

bになるにつれて、「黄海時代」「環黄海経済圏」が

ぎれるようになった。日本も北九州を中心として環

蚤済圏への関心が急速に高まっていった。こうして、

了中国国内の範囲を中心として考えられていた環勃

澗が、韓国や日本を含む国際的経済圏に発展して

冒。92年10月に開かれた第14回党大会の政治報告の

江沢民は「環勃海地域の開放と開発」をうたった

れにより国策の一つになったと言える。

本海経済圏についての関心は90年代に入ってから

足がかりを得たことである。東洋文明、アジア方式は着
実に世界政治の中に浸透しつつある。先進国サミットに
代表される先進国主導の世界政治、世界経済は斜陽化し、
APEC,ASEMなど国際的首脳会談での中国の存在
は高まり、中国文化の国際的影響も広がりを見せている。
李鵬首相は「今回の会議は21世紀世界の新局面構築に積
極的役割を果たそう」と述べている。
四つ目は日本の中途半端な姿勢力釘益々アジア諸国から
見放され、宙に浮いた存在になりつつある。日本が欧州
側にオーストラリアやニュージーランドも参加させよう
と呼びかけたところ、その必要はないと断られたとのこ
と､(13)日本の国際感覚の鈍さをさらけだした。日本はア
ジア唯一の先進国として、常にアジアを代表する役を担
おうとしたが、結局日米関係を基軸とする姿勢から脱皮
できず、その存在価値は低下している。日本は必然的に
より独自性のある、よりアジアよりの外交に転換する、
と中国は期待するであろう。
ASEMは一年置きにアジアとヨーロッパで開かれる
ことになり、1998年の第二回会議はイギリスカ議長国で、
2000年には韓国で開かれる。中国は今後も「旗振り役を
せず、轄晦に努める」という低姿勢を保ち、ASEAN
をバックアップする形で、20年乃至30年という長い時間
をかけて、自らの理念を徐々に広げていくであろう。
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で、環勃海経済圏と比べると四・五年後れる。但し、吉

林省では日本海への出口模索という角度から、1984年か

ら研究が始まった。

ソ連がアンドロボフ時代になって中ソ関係改善の兆し

が出て、吉林省は1984年に「吉林省対ソ貿易展開F･S

研究」プロジェクトチームを組織して研究させたところ、

北朝鮮とロシアの国境となっている豆満江河口15キロに

ついて、旧清朝とロシアとの条約締結では中国に出海権

があることが分かった。それを中央に報告し、国家海洋

局が吉林省と共に豆満江出海権回復を図ることになった。

それと共に吉林省東部地域開発構想力糠られ、1990年7

月に長春で「東北アジア地域経済技術発展国際シンポジ

ウム」が開かれた。この会議で、吉林省科学技術委員会

主任丁士晟教授が豆満江河口を国際自由貿易区にする構

想を発表し、世界的注目を浴びた。（晦）

丁教授によって示された構想は国連開発計画(UND

P)の支持を得ることとなり、翌年10月、UNDPレポー

ト「豆満江地域開発・調査ミッション報告書」が出され

た。その内容は向こう20年間に約300億ドルを投資して、

50万人の人口を持つ国際自由貿易都市を建設しようと

いうものである。この構想の実現によって北朝鮮とロシ

アもメリットを受けるが、最も大きな利益を受けるのは

中国吉林省で、中国は積極的に支持した。そして軍春を

開放都市に指定し、将来の国際自由都市の中心となるべ

く、その建設を急ピッチで進めるようになった。

しかし、豆満江開発は多国間に関わるプロジェクトで、

北朝鮮がどう対応するか、ウラジオストックを開発の重

点としているロシアがどう出るか、また資金の提供者と

して期待される日・米がどのような態度をとるか、など

不確定要因が多い。そのため90年代前半、中央政府とし
ては前面に出ず、専ら吉林省に当たらせ、政府はそれを
バック・アップするという姿勢をとった。

確かにソ連の崩壊によるロシア政治経済の先行き不透
明、金日成死去による北朝鮮の先行き不透明が影響し、
中・ロ・朝三カ国による国際協力についての話し合いは

思うような進展をみなかった。それにもかかわらず中国
吉林省は積極的に建設を推進し、ロシアのザルビノ港と

北朝鮮の清津港の利用を図った。それは北朝鮮とロシア

を競争させて、三国間の国際協力に引き入れる効果をう

みだした。こうした努力の甲斐があって、95年頃からは

新しい展開を見せるようになった。

1、北朝鮮については、米朝関係の改善と米・朝・韓・

中四カ国会談の可能性など、国際環境が良い方向に傾い

ており、「羅津一先鋒自由経済貿易地帯」設置の諸法律

やインフラカ潅備されつつある。95年9月には北京で

「羅清一先鋒自由経済貿易地帯国際投資説明会」が催さ

れた。そして96年7月には金正字対外経済協力推進委員

会委員長が投資促進のために来日し、「羅津・先鋒地帯

はわが国の経済体系とは違う資本主義の管理手法を導入

して開発する。われわれはシンガポールをモデルに考え

ている」と述べた｡('6）

2、ロシアについては政治が不安定で、沿海地方知事

ナズドラチエンコが豆満江地域の国境画定協定の再交渉

をエリツイン大統領に要求し、画定作業が後れている。

しかし中．ロ首脳会談では協定を再確認しており、96年

5月のエリツイン訪中で、中ロ関係は益々 良くなってい

る。また、軍春一クラスキノ間の鉄道建設は進んでおり、

完成間近い。96年内にザルビノ港の使用が実現すれば、

この地域の協力に弾みがつこう。

3、日本が及び腰から、本腰を入れ始めた。豆満江開

発について最も早く提案したのは、日本の東邦生命保険

相互会社社長太田清蔵氏で、1983年に「北朝鮮の中ソ国

境接点一万平方キロを国連の保障で世界一の自由港湾地

帯に｣('7)という提案を行った。その後中ソ関係が改善し、

80年代末に太田氏はソ連や中国に積極的にこの椛想を売

り込んだ。そして80年代末から90年代にかけて、「環日

本海経済圏」が日本のマスコミの流行語になった。しか

し、それは研究やPRの域を出ず、91年にUNDP構想

が提起されてからも、その成り行きを見守るだけで、実

際行動には出なかった。複雑な国際関係があるからであ
る。

ところが「日本経済新聞」が94年7月4日に「東北ア

ジア経済圏形成の動きと日本」という社説を発表し、東

北アジア地域は「日本に一番近い地域であり、その安定

は日本の安定にもつながる。日本政府としても、同地域

の経済開発に長期的視点から積極的に取り組むべきであ

ろう」と呼びかけた。そして95年2月に新潟で開かれた
第五回東北アジア経済フオーラムには、外務省の遠藤哲

也氏が出席し、日本政府としても前向きに対応する姿勢

を示した。

また民間レベルでも、総合商社、海運など日本の有力

企業17社が、96年4月15日からザルビノ港事業化調査を

開始し、97年をメドに開発に着手することになった｡(18）

4，最後に指摘すべきは、95年5月に北京で開かれた

第五回豆満江開発計画管理委員会(PMC)会議で、中、
露、朝、韓、蒙五カ国からなる「豆満江経済開発地域及

び北東アジア開発に関する諮問委員会」の設置、及び中、
露、朝三国からなる「豆満江地域開発調整委員会」の設
置について合意に達し仮調印され、12月6日にニューヨー
クで正式に調印されたことである。これにより、豆満江

地域開発プロジェクトを推進する基本的枠組みができ、
今後は「椛想」の段階から本格的な「実施」の段階に入
ることになった。

その後1996年4月18,19日に北京で五カ国の政府間会

議が開かれ、政府間協力活動の資金源として、「豆満江
信託基金」を創設し、五カ国の政府委員会の事務所を北
京に設置することが決まった。資金の調達方法について
は、9月に北京で開く次回会議で事業計画も含めて話し
合うことになっている｡('9）
以上の国際的背景の下に、中国政府は95年を境として、
豆満江開発を省レベ

ルプロジェクトから国家レベルに格上げしたとみること
が出来る。95年6月23日、江沢民が自ら筆をとり、「琿
春を開発し、図門江を開発し、北東アジア諸国との友好
協力関係を発展させよう」と認めたとのことである。ま
た豆満江流域の開発について、8月17日に開かれた「中
国図門江流域国際共同開発－－95琿春セミナー」で、中
国政府には「上、中、下という三つの策があり、上の策
はUNDPの奨励している中．朝．ロ三国による共同開
発で、日本、韓国など周辺諸国からの投資も誘致して、
多国籍による開発形態を形成し、20余年の時間をかけて
東北にもう一つの香港をつくり出す」ことであるという
主旨が、中国対外貿易経済合作部部長助理竜永図氏によっ
て披露された。これらは何れも、中国政府の対応に質的
転換がなされたことを物語っている｡(釦）
中国政府が豆満江の国際共同開発を重視するのは、次
の四方面の意義があるからだと考える。（1）交通網の

整備によって、東北三省全体の経済を活性化させること

ができ、また全方位開放の重要な一翼を担わせることが

できる。（2）朝鮮民族の教育レベルは最も高く、この

地域に少数民族地域経済発展の模範地域を作り上げ、少

数民族政策の成果による政治的安定を図ることができる。

（3）北朝鮮の改革開放への転換を促すことができ、こ

の地域の国際的安定につながる。（4）国際共同開発の

モデル・ケースを創出することによって、中国脅威論や

対中不信感を除去または弱めることができる。

最後に簡単にまとめてみると、中国政府の北東アジア

経済圏への対応は、90年代前半においては勃・黄海を拠

点とする放射状展開であったが、90年代後半はそれに豆

満江を拠点とする放射状展開が加わり、二拠点展開にな

りつつあるといえよう。後者の拠点はまだ虚弱だが、21

世紀に向けての将来性は大きい。

’’

六対バーツ経済圏への戦略的対応

中国の一部対外経済関係の専門家は、早くも1986年に

雲南省、廣西チワン族自治区からインドシナ半島への通

商を提起していた。そのきっかけとなったのは80年代半

ばに中ソ関係改善の兆しがみられ、中国の対外開放政策

は西側先進諸国だけでなく、ソ連東欧や第三世界にも目

を向けるべきで、全方位の対外開放政策をとるべきだと

いう意見が出されたことにある。

例えば中国国務院経済発展研究センターの季崇威氏は、

86年12月に開かれた「西北・内蒙古対外経済貿易セミナー」

で、次のように述べている。「中国は対外開放を実施し

て既に七年になる」「過去数年、わが国の対外開放は主

として西側先進国であった」「ここ数年、中ソ関係の緩

和につれて、わが国の対ソ連・東欧の経済貿易関係が漸

次回復・拡大している」「従って、わが国は全方位対外

開放の新情勢に直面している｣。そして西北、東北の対

外開放を述べた後「西南方面については、雲南、廣西を

通じて、ミャンマー、ベトナム、タイ、ラオス等インド

シナ半島と東南アジア諸国との経済関係を発展させる」

と述べている。ここで季氏は「今まで沿海東部に偏って

いた対外開放を東部、西部、北部の同時対外開放に変え

ることによって、わが国の西北、東北から西南に至る広

a
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省政府、UNDP、国連貿易開発会議(UNCTAD)

共同主催の国際シンポジウムが開かれた。対外貿易経済

合作部部長助里竜永図はこの席上で「澗潰江一メコン川

地域を南南協力のモデルケースにしたい」と述べ、中国

政府の熱の入れ様を示した｡(画）

以上見てきたように、中国は雲南省を中心として、イ

ンドシナ半島国際経済圏と南アジア経済圏に積極的に参

入しようとしている。21世紀に向けての戦略としては、

次の四点を指摘しておこう。

1、インドシナ半島を通じて東南アジア諸国との経済

交流を深め、中国西南地区経済の発展を図る。ASEA

Nの開発へのリーダーシップを尊重し、自らは専ら国内

地域の対外協力に力を注ごう。資金や技術の面で限界が

あり、大プロジエクトヘのイニシアチブはとれない。但

し建設への受注には積極的に参加しよう。

2、インド洋への経済的進出を積極的に図り、南アジ

ア経済圏との交流を深める環境づくりに力を入れる。イ

ンドは1991年以来開放政策を取り、経済成長率が高まっ

ている。経済レベルの低いインドは、中国製品の重要な

市場となり得る。国民にインド族を持つシンガポールが

その橋渡しをしつつあるのは注目に値する。

3、ヨーロッパとの経済交流を深める重要な地域とし

て活用する。東南アジアはかつてヨーロッパ諸国の植民

地であった。戦後これらの國が独立し、昔の宗主国は完

全に撤退した。しかし歴史的なつながりはかなり深く、

経済発展と米・日経済力とのバランスを図るため、ヨー

ロッパ諸国にラブコールしている。中国も米・日への牽

制のために、ヨーロッパとの関係を強化しようとしてお

り、この地域での協力が深まろう。

4、華僑・華人のネットワークを利用して、西南地区

経済の国際化を図る。今まで華僑・華人資本は香港を通

して入ってきたが、インドシナ半島が開放されたことに

より、直接国境線を通って入ってくるようになる。また

メコン川流域の開発に当たっては、華僑・華人資本が地

元資本と外国資本と中国資本とを結び付ける役割を果た

大な内陸部の経済活性化と発展を促すことが出来るばか

りでなく、欧州・アジアの経済交流を促し、わが国の世

界経済に占める戦略的地位に大きな影響を与えよう」と

も述べている｡(21)80年代半ばにすでに、21世紀における

中国と欧州との、局地国際経済圏を通しての戦略的経済

交流を念頭に入れていたのである。

1986年当時において、中国が対インドシナ半島への経

済的進出の思惑があったとしても、当時のインドシナ半

島情勢からいって全然現実性はなかった。ベトナム、ラ

オスと中国とは対立状態にあったし、カンボジアはまだ

内戦が続いていたからである。但しASEANの主要メ

ンバーであるタイと中国の関係はよく、中国とシンガポー

ル、マレーシアとの経済交流も発展しつつあった。とり

わけ1985年にマハテイール首相が中国を訪問したことは、

中国とASEAN諸国との関係改善にとってたいへん重

要な意義のあることであった。こうして80年代後半は、

ニラに、中国、ミャンマー、ラオス、タイ、カンボジア、

ベトナム等六カ国が集まり、「拡大メコン開発計画」に

ついて協議を行い、(1)バンコクープノンペンー

ホーチミン市、（2）バンコクーラオス南部一ベト

ナム中部、（3）昆明一チエンライ等五つの幹線道路

建設について調査することを決定した｡(お）

1994年9月、関係六カ国の建設担当閣僚らがチエンマ

イで「広域経済協力会議」を開き、ADBの協力の下に、

交通、電力分野の総合開発計画を決めた｡(調)同年11月24

日、ADBはバンコクで国際会合を開き、流域各国代表

や米・日企業を対象として、メコン川流域開発に関する

説明会を行った。会合には大手金融機関や、建設会社、

商社、メーカーなどの企業約100社が出席したと言われ

るo(25)

1994年11月28日、ベトナム、タイ、カンボジア、ラオ

スの下流四カ国はハノイに集まり、UNDPの調整役の

ンマーを含む「バーツ経済圏」の形成を目指して、6月

に首相を委員長とする投資促進委員会を設置し、周辺諸

国への投資促進策を検討、そして更に「インドシナ基釦

を創設するという方針を固めた、と言われる｡(圏）

ASEAN諸国とインドシナ半島のこのような動きに、

中国は当然大歓迎し、穂極的に取り組んでいる。とりわ

け雲南省にとっては対外開放の第一線に立つことになり、

内陸部という不利な条件から脱皮できる。雲南省は約40
00万人の人口で、四川、貴州省など后背地等を含めると、
2億の人口となる。しかも西南地区は少数民族が多く、
その数は4700万人に達する。従って、この地域の経済が
発展することは政治的意義も大きい。
西南五省区（四川、雲南、貴州三省とチベット、庚西
二自治区）の経済協力を強化するために、1984年に「五
省区七方経済協調会」（五省区に成都、重慶二市）が設
置された。当然、80年代段階では国内地域経済協力のみ
が考えられていた。90年代にはいると外に目力洞けられ、
1992年に開かれた第9回会議では、南方シルクロードを
再興しようというスローガンがを打ち出された。そして
南寧と昆明の二都市に「連合開放弁公室」が設けられる
ことになった。その任務は東南アジアと南アジアの市場
を協力して開拓するためとされた｡(鋤）
季崇威氏は92年11月に昆明で開かれたシンポジウムで、
｢雲南省は五つの主要ルートを通じて、東南アジアと南
アジアに出ることが出来る」と言っている。そのルート
とは、(1)雲南．ミャンマー道路でヤンゴンにはいり、
ベンカル湾に出る、（2）中国．インド道路を経て、イ
ンドや南アジアに出る、（3）雲南．ベトナム道路を経
て、ベトナムのハイフォンからトンキン湾に出る、（4）
中国・ラオス道路を経て、ラオス、タイに出る、（5）
墹倉江．メコン川を利用して、ミャンマー、ラオス、タ
イと結びつく、である｡(31)尚、廣西チワン族自治区はト
ンキン湾に北海等多くの港を持つが、96年2月には中越
国境鉄道が再開し、道路と共にベトナムに出る重要な陸
路も利用できるようになった。
ここ数年、雲南省は毎年8月に省都昆明で「昆明交易
会」を催している。それは、中国国内各地及び周辺諸国
の代表団を呼び入れ、各地域との商談や外資誘致を推進
することを目的としている。1996年は商談以外に、雲南

インドシナ半島の陸続きを素通りして、海を通じての中

国・ASEAN諸国間経済交流が進められていった。

90年代に入ると、ソ連の崩壊によって窮地に陥ったベ

トナムが大転換し、カンボジア和平の実現とともにイン

ドシナ半島の情勢は緩和した。こうした背景の下で、70

年代から80年代にかけて力をつけてきたタイやマレーシ

ア、シンガポールがベトナム、ラオス、カンボジアに大

挙進出し、バーツ経済圏の形成が注目されるところとなっ

た｡と同時に、国際協力によるメコン川流域の経済開発

という大プロジェクトが提起されるようになった。メコ

ン川は中国、ミャンマー、ラオス、タイ、カンボジア、
ベトナムの六カ国を流れ、その開発は正に国際プロジェ
クトそのものである。

メコン川流域総合開発構想は、1950年代から国連主導
で動きだしたが、東西対立やインドシナ紛争の影響で進
展を見なかった。冷戦終了後、アジア開発銀行(ADB)
によって91年末から電力、交通、環境、貿易・投資、人
材養成、通信の六分野で総合開発計画が立てられ、関係
諸国に働きかけられた。

93年8月、タイ、中国、ラオス、ミャンマー4カ国観
光公社がタイ北部のチエンライで観光協力会議を開き、
4カ国にまたがる環状道路の建設を推進することで合
意｡(錘)その月末にアジア開発銀行(ADB)所在地のマ

下に、メコン川流域の開発協力協定に仮調印した。また

4カ国は新たに「メコン川委員会」を設立し、水力発電、

漁業、水運、潅概、洪水対策、観光等の分野で共同開発

計画を策定することになった。このメコン川下流の開発

は、上述の上流の開発と共に広域経済協力の重要な一環

をなし、ADBの計画と調整しながら進められるとされ

だ｡(坊）

1995年にはいると、ASEANが積極的に取り組むよ

うになった。米・日ばかりでなく、韓国や欧州の経済界

も呼び込むようになり、メコン川流域の開発をめぐる国

際ビジネス競争は加熱化してきた｡12月に開かれたAS

EAN七カ国とカンボジア、ラオス、ミャンマーの首脳

会談で、メコン川流域総合開発の為の新たな枠組みを設

けることで合意し、またこの会議で、マレーシアのマハ

テイール首相は、シンガポールからクアラルンプールを

経由し中国昆明まで達する、東南アジアの主要都市を結

ぶ高速鉄道網櫛想を打ちだした｡(罰）

1996年に入ってからは、メコン川流域開発に一層熱が

入り、3月のアジア欧州首脳会議で「メコン川流域の鉄

道建設プロジェクトを手始めに、環アジア鉄道網の建設
に広げ、更にこれと環欧州鉄道網を接続するアジア欧州
横断鉄道をつくる構想が登場し、その研究に着手する」
ことが決まった｡(閉)またタイ政府は、インドシナ、ミヤ

■
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す。とりわけシンガポールの華僑・華人が仲介者として
大きな役割を果たそう。
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1978－91年の中国国営企業の技術移転と技術力の蓄積
：エレクトロニクス産業の場合(1）

日仏会館研究員フランソワ・ユツシエ

ンの進展に伴って、発展途上国が技術的に追いつくチャ

ンスに制約が生まれつつあるが、われわれの研究は、中

国企業の間に外国技術の吸収能力に格差が生じているこ

とを示すものである。この格差には、大部分、所有権に

かかわる問題がその背景にある。というのもそれが社会

的に確立されることによって企業の技術的努力が実現さ

れる環境がはじめて整えられるからである。エレクトロ

ニクス産業における国営企業の技術導入政策のこの15年

来の結果は、1978年の開放政策開始の折に掲げられた目

標に比べて極めてみじめなものとなっており、外国から

の直接投資による有望な結果と対照的である(3)。企業の

官僚主義的統制を継続し、また外国技術の貢献に関わる

マクロ経済的視点に立つマネージメントの欠如のために、

大部分の国営企業が外国の技術から最大限の利益を引き

出すことができなかったのである。

中国は、他の発展途上国と比べて自国中心の産業発展

政策をとり、長い間その門戸を閉ざしていたが、1970年

代末には外国技術を組織的に取り入れようとする重要な

政策的転換が見られた。エレクトロニクス産業において

は、国営企業の三分の二が78-90年の間に技術導入を行っ

たとみられている(2)。第6次（80-85年）と第7次（86ー
90）経済計画の間に、当該部門のための支出は30億ドル

台に達しており、契約件数では2000件強となっている
(R.Conroy,1990:D.F.Simon,1991)。これに加え
て、80年代中期より急激に進展した外国からの直接投資

もある。これによって中国沿岸域は、世界的にも外国資
本の主要な受皿のひとつとなったのである。

技術革新の能力がますます企業の競争力を左右しつつ
ある世界の産業の現状において、旧社会主義経済体制の
企業がその場に参入してゆくには、国際的な技術移転が
基本的な手段のひとつとなっている。こうした観点にた
つ時、中国には良き見本となる国々力凋囲にある。たと
えば日本はこの一世紀来、あるいはNIES諸国は1960年
代以降、外国技術のもたらすものを驚くほど有効に活用
したのである。こうしたことから、技術的キヤツチアツ
プのアジア的モデルともいうべきもの力珊究のテーマと
もをつてきたのである。中国はこのような近隣諸国のあ
とを辿るのであろうか。技術移転に関して、中国は、旧
社会主義経済体制の国々にとってひとつの例となりうる
のであろうか？

1978年以降のこうした技術導入の大きな波は、中国の
エレクトロニクス産業における生産の飛躍的な伸びと無
関係ではない。また、当該分野は国際市場において競合
の激しい部門であり、そこでの厳しい競争にさらされて
いたという事にも当然関係している。しかし、こうした
目覚ましいほどの技術導入の結果も、外国技術を有効に
消化吸収しえたかという点になると､事態は一様ではな
い。エレクトロニクス産業におけるグローバリゼーシヨ

一一一一一

急速な発展を続ける産業

1978年の開放政策開始直前まで、中国の電子産業の主

要な需要は軍事用であった。1980年当時の総生産額は

100億元にみたなかった。一方、民需向けの電子産業部

門は、文化革命の指導者達によって「ブルジョワ的」で

あり反革命的と決めつけられた大衆消費財の政治的な追

放処置により、未発達な状況に置かれていた。国営企業

ならびに地方攻府の工場が製造を100%支配していたの

である。この生産活動は、上海、北京ならびに江蘇省に

集中していたが、他方、沿岸域の産業基地が外国の侵攻

を受けるおそれがあるとして文化大革命期間中に進めら

れた第三戦線計画にもとづき、四川、貴州、狹西省等の

内陸部にもかなりの投資が行われた。1960年7月の中ソ
断絶にも拘わらず、中国の電子産業はその技術面でも、
研究開発(R&D)の組織面においても、ソ連の影響を
強く受けていた。
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技術輸入政策（1978-91）の収支生産地の地理的な分布もまた変化してきた。広東省が

エレクトロニクス製品では、断然、最大の生産地となっ

ている。1982年には5億4900万元で第6位（上海22億、

江蘇省16億元に遥かに及ばない）であったが、93年には

250億元（上海の生産額の約3倍）で第1位となった。

広東省、福建省は、夫々 生産額の38.5％と324％を輪出

する中国有数の輸出基地である。23％を輸出する斯江省

を除き、他の諸省の輪出はいずれも10％未満で頭打ちと

なっている。

広東省、福建省がこのように主要な生産．輸出基地と

して出現したことには、香港（広東のケース)、台湾

(福建のケース）の電子産業における熟練度の高い労働

力の大量移転が強く関係している。米国に対する香港、

台湾の貿易黒字は徐々 に減少し、逆に中国の対米貿易黒

字が増加しているが、その原因の大半は、1980年代にお

ける中国のこの二つの地域への大量な移動の波によるこ

とは明白である。

電子産業分野で、中国との共同事業を展開し操業する

外国ベンチャー企業は現在432である。これら企業は総
生産額の21％（1985年は3％)、輸出額の55％を占めて
いる◎この面でも、香港、台湾の役割はきわめて大きく、
外国投資の60％がこの二つの地域からのものであり、両
者関係で総生産量の9％、輪出量の25％を占めている(6)。
中国の統計には、その電子産業に対する外国企業の直接
投資額中に占める日本の割合については記していないカミ
中国の全産業分野における日本の投資額を根拠に推定す
ると、アジアからの投資額（日本、香港、台湾、それに
積極的な投資政策、特に山東省への進出を企図している
韓国も遠からず加えるべきであろう）は、米国、欧州の
それを遥かに凌駕し、中国に進出した外国のベンチャー
企業の約2/3に達し、国営企業以外の生産額の80%を占
めている。

1978年以降の経過を振り返ってみると、中国のエレク
トロニクス産業の急速な発達は、まず大量な技術輪入に
依存せねばならなかったことを指摘できるが、国営企業
については、急速なグローバリゼーションの過程にある
エレクトロニクス産業分野にあっては、技術輸入によっ
て技術力の蓄積を円滑に実行していくにはまだ程遠い状
態にある。

開放政策実施15年を経て、中国の電子産業の飛躍的な

発展を、いくつかの統計からみることができる。1993年

には、総生産額は12倍の1200億元に達している。（第1

図参照）同年生産量の25％強が輸出されており、中国は

米国の電子製品輪入先主要10カ国の一つとなっている。

この目覚ましい発展は、基本的には一般大衆向け電子製

品の生産の伸びによって特徴づけられるが、なかんずく

テレビ関係（陰極管、テレビ用部品）がその中心的位置

をしめている。現在、テレビの製造企業は124社に達し、

1993年には、白黒受像機が1300万台、カラーテレビが

1300万台生産されている。同年の電子産業部門重要企業

の7社がテレビ受像機産業に関連した製造業者であった。

る。1994年の輪出額は21億ドル、前年比で50％増加して

いる。ICの生産については、電子製品の製造に不可欠で

あるにもかかわらず、状況はかなり厳しいと判断される。

特に国営企業は急速に進歩している世界の技術革新のテ

ンポになかなか追いつけない状態にある。この中で、国

が1980年代半ばから大量の投資を行っている、無錫の

Huajingだけは、現状でVLSIの高集積度回路の製造が

可能な技術を身につけている。この分野の最初の企業は、

Alcatel上海が通信機器用ICを自ら必要として作った中

国とのベンチャー企業Belling上海である。中国に進出

した外国企業は国内生産の53％を占めるが、これは13億

ドルに達すると推定され、国内需要の20％を埋めるにす

ぎない(5)。韓国の例に想をえてIC分野についての大規模

な国営企業の設立が試みられたのであるが、結局失敗に

終わっている。この分野の技術移転はなかなかよい結果

を生み出すに至っておらず、特に上海についてこのこと

がいえる。

中国の電話通信網は世界的に見ても、最も遅れている

分野の一つであり、1992年の回線数は120万回線、つま

り住民100人あたり電話2台弱にすぎず、経済発展上の

大きな制約となっている。国は1996-2000年に3600億元

を投入し、現在の回線数の15倍にする見通しを立ててい

る．が、この技術的挑戦に応えられる能力を持つ国内企業

は見あたらない。最近になって回線網の開発許可が、ラ

イバルの電子産業省に与えられてはいるが、これまで郵

攻省力蝋占的に開発認可権を掌握している。実際にはこ

の計画実現に応えうる技術を供給できるのは外国企業し

かない。外国企業は技術移転と直接投資を条件に世紀の

市場規模となるこの分野への参入について折衡を行って

いる。40％の市場占有率をもつAlcatel上海を先頭とし

た欧州企業は局用交換機関係市場という一番良いところ

をとり、携帯電話、ローカルネットワーク分野は世界的

にリーダーシップをとる企業があるにも関わらず､香港、

台湾が着々 とシェアをのばしている。これらの分野の状

況は無秩序状態に近く、郵攻省は外国企業との交渉につ

いてほとんどコントロールできず、各地方政府（省）が

ますます大きな自主裁決権をもちつつあり、国家規模で

みた場合に技術の分散化がもたらす影響について何ら顧

慮されていないのが現状である。

I
国営企業は、基本的にはこれまで通りの伝統的な技術

移転の方式を望んできた。それは、ライセンスの購入、

製造者のサポートを含む生産設備の購入、生産設備一切

を備えた完成プラントの購入、「完成品」の購入等であ

る(7)。我々 は、外国技術の習得を質的観点から分析・把

握できるような基準をたて、アンケート調査を行った。

その基準とはまず、貿易上の効果、特に輸出における販

売水準である。つまり、それが輸入技術の利用による効

果（すなわち値段と品質について）の真のレベルを反映

しているからである。さらに、製品の品質、技術移転に

より生じた労働の組織化や企業経営における劉上の度合、

導入した技術への適応／改善のリズム、技術革新の継続

性およびそのサイクルのスピードアップ、企業外部への

技術力の普及、国全体の技術力への影響度などが、われ

われの調査基準である。
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4 国内市場への短期的効果

電子産業全体について外国技術・設備輸入の波が及ぼ

した貿易上の効果を数量的に表示するのは困難である。

未だに大半が官僚統制下にある経済システムの中で、い

くつかの技術輸入の貿易面での効果について判定するの

は甚だ危険である。行政による価格の操作や「たれ流し」

財政が、非効率的なプロジェクトの実態を見えにくくし
ている。しかし、中国の統計を分析すると外貨準備高と

総売上高の増加に対する技術移転の貢献を示す項目がみ

られる。全業種一括したものではあるが、それらの数値
が示されている。対外貿易省によると、1978-80年の間
に、3万件の導入プロジェクトが実施され、そのコスト
は計130億ドルとされている。これにより1980年代末に
は1100億元(250億ドル)、つまり同時期の生産額の増加
全体の約12％相当額が見込まれていた。電子産業部門に
ついていえば、1980年代には導入プロジェクトが2000件
以上あり、総額180億元(30億ドル）が投入されたこと
になる(8)。あいにく技術導入プロジェクトの貢献とその
経済的効果に関わる電子産業全体の統計資料はみあたら
ない。いずれにせよ技術移転は1984年以降1988一89年迄、
貿易の伸びの原因であったといえよう。それによって、

耐0
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第1図1981～93年中国の電子製品の生産の伸び

(出典：中国電子産業年報1994,1990,1987年版による）

情報産業については、1980年代の四通やなかんずく

1990年初頭のLegendグループ（中国香港の共同企業）

のように中国の電子産業の大企業中の10位に入るような

成功例もあるにはあるが､全体として発展する迄には至っ

ていない。この分野では外国製品が市場の大部分を占め

ているといえる。これには、外国企業から中国企業に販

売ライセンスが与えられているケース(Legendグルー

プの場合がこの例で、外国のパソコンの中国における独

占的販売権を猫得し、この利益が同社の大半を占めてい

る)、あるいは直接輪入によるものとがある。たとえば

北京近郊のシリコンバレーで売られるコンピュータの70

％力輸入製品である(4)。またソフトの90%、プリンター

の80％、複写機の80%、さらにFAX、ハードディスク、

マイクロプロセッサの全量が輸入品である。

部品産業は受動部品の生産に限られているが、その分

野では中国は国際マーケットに着実にシェアを拡げてい
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企業は消費財市場からの強い要求に迅速に対応できたの
であろう。

しかしながら、手に入った情報の分析から一つの現象

を指摘できる。つまり、198眸代初頭に技術導入をはかっ

た国営企業の大半は1983-87年の期間に大衆消費財市場

に支えられて発展の経過を辿ったが、企業の財攻状態は

1987-89年以降急速な悪化に転じた。1990年代初頭、電

子産業部門の国営企業の50%は非効率、30%は普通、わ

ずかに20％が輸出成績を含めて財政状態から労働生産性
まで一連の基準に照らして、よい状態にあると認められ

るのみである(9)。このような推移は国のすべての分野、
すべての産業分野についても同様だということができる。

停滞する輪出の伸び

中国電子産業の主要な変化のひとつとして国際的な貿
易活動への参加が増大してきたことを指摘できるが、中
国企業は果たして国際マーケットにおいて積極的な地位
を占めるべく技術導入から利益を引き出したと云えるの
だろうか？

現実は若干複雑である。国営企業の輸出を著しく制限
する産業組織の機能に二元性が認められるのである。中
国の電子製品の輸出の増大には原則的にひとつの方向性
がある。すなわち、単純で付加価値の高い製品、国際的
な下請け業、沿岸地区に導入された香港、台湾のベンチ
ャー企業などがその方向性を示している。

国際貿易の流れに国営企業が入って行くかはきわめて
疑問である。我々の調べた国営企業は、日本企業の下請
けとして白黒テレビの陰極管製造の分野で成長している
一社を除いては、いずれも国内市場を優先的に考えてい
る。一般用エレクトロニクス製品を生産している企業の
輪出率はその生産額の5～10％にすぎず、その他の電子
製品分野については輸出は殆ど認められない。

歪んだ産業構造の残存と新たな歪みの発生

1980年代の技術移転政策の最も際だった特色は、外国
技術の購入が各地方にばらばらに繰り返し行われてしまっ
たことにある。この現象は、エレクトロニクス部門を構
成するあらゆる製品の場合についてもいえることである。
このような技術導入がもっとも多かったのは、エレクト

ロニクス関連製造業の終端に位置する部門である。そこ

では企業が流通網と直接接触している(10)。そうしたレベ

ルでのこのような技術輸入のあり方は、電子産業部門の

発展に対して、以下にのべるように、不均衡と脆さをも
たらさずにはおかない：

-1989年迄当該分野の企業における過剰人員が維持

されてしまったが、それには外国技術の腓入も一役はた

していたのである。各省とも、国の全体的なレベルでの

発展に対する影響になんら顧慮することなく、経営に直

接にかかわる企業の生産ツールの近代化という夫々 の地

方毎の判断を先行させたのである。90年代の電子産業に

とって、国内市場も成長し、スケールメリットや多品種

生産の必要性が決定的に重要になっていたにも拘わらず、

そうした観点はまったく無視されていたのである。従っ

て技術導入もまた、非能率的な企業組織の維持．延命の

手段の一つとして考えられていたにすぎず、こうした点

では中国は、大企業は勿論小企業においても専門化の進

んでいない産業組織を継続していた。

－このような無計画的な投資の展開は、1988年以降

過剰生産状態を引き起こしたが、それはストックの著し

い増加、ひどい販売不振、我々が先に指摘した国営企業
の財政悪化などに直接むすびついている。
－エレクトロニクス関連業種とりわけ大量消費電孑

製品部門においては末端部分（組み立て工場など）の生
産設備に多くのプロジェクトが集中したため、その業種
の上流部分に深刻な問題が生じてしまったのである。電

子産業の貿易収支をみると、部品と原材料の輪入比重が
ますます大きくなっていることがわかるが、これらの輸
入品目は、技術導入の結果として生まれた下流部分の生
産品（テレビ用陰極管、IC、その他の半導体）のために
供給されたのであるハ

企業の技術能力の変革の限界
外国技術の輸入を、知識を同化吸収しながら自己の技
術革新の力に結びつけているとして、専門紙は定期的に
企業の成果をもちあげる報道を行っているが､大半のケー
スにおいて、技術的成果のみが強調されている。しかし、
技術導入の効果の目安は、電子産業自体グローバリゼー
シヨンが急激に進んでいることから、ますます国際マー

■■－－‐-

ケツトでの経済的収益性におかれるようになってきてお

り、これについては中国を含む途上国も例外ではない。

アジアのNIES諸国が成功をおさめた技術能力の蓄祇

がますます複雑な要素の絡み合い

からなされていることを考慮に入れて、S.Lall(1990)

あるいはK.Dalhman他(1987)の報告で紹介された

中国企業の技術能力の程度について考察すると、我々 の

分析では、技術能力の蓄積を十分に遂行するためには、

国営企業が無能力であることが露呈されたといえる。大

半の企業はごく初歩的段階から、とりわけ技術の有効利

用に必要な生産能力において、大きな困難に遭遇してい

る。まず最初に、企業は設備の保守、修理を十分に行っ

ていない。自由に使える外貨を殆どもたない国営企業に

とって、外国企業との保守契約は、財政上維持するのが
甚だ困難であった。そのため大部分の企業は、専門家に

よらない応急修理程度ですましており、その結果として
設備の技術的能力が十分に発揮できなかったのである。

より重大なことは、技術導入の90％が、完成品をそっ

くりそのまま製造するための設備契約に関わるものであ

り、外国の技術は組立工程と製品の出荷に関わるハード
面に限られていたことにある（裏に隠れたノウハウは考
貼

えていない)。事実、生産のハード面のみに集中してし

まったために外国技術の導入契約のソフト面について、
その大部分は習得されずじまいとなった。その結果とし
て、企業組織に関わる知識の習得の機会も制限され、外
国技術の吸収の有効性についても否定的な評価を生むこ
ととなったのである。このような特色が背景となって、
実際、種々の外国技術システム吸収の最適な条件を産み
出すことができなかったのである(11)oそうした特色は、
技術的能力を構成する様々な要素（設備、ノウハウ、組
織）間に存する密接な相互依存関係と矛盾するものであっ
た。本来、そうした相互依存的関係によってはじめて様々
な櫛成要素が分け難いものとなり、技術の受入れ側にとっ
て導入の有効性も確保されるからである。
結局、地方の産業組織における新しい技術能力の拡大
に関してみると、外国技術の要求に対して地方の納入業
者の適応は、一般的に見て緩慢かつ困難であることが明
らかとなった。地方企業の品質、価格、供給が変動し不
安定なことは製品の品質規格の点で企業にとり大きなマ

イナスとなった。

技術輸入と中国のR&D能力

研究開発については、外国技術の導入計画と国のR&

Dシステムの間に乖離が認められる。国の科学技術委員

会外国技術導入局による1989年の分析によると研究機関

の研究の63％は外国からの輸入技術の焼き直しであるこ

とが分かった(腿)。この現象は財政規模の僅少な国での研

究開発努力の収益性を低下させると共に、中国企業がと

りわけ人材・資金の乏しい設計・計画部門において外国

技術への依存度を増すことになる。従って生産システム

とR&Dシステムの間につながりがなくなり、結果とし

て市場に送り出される新製品の大半は外国技術の購入に

依ったものとなる。1988年広東省で市場に出された新製

品5500のうち、80％は外国から購入した技術と製造技術

によるものである。従って、一方では製造能力を確立す

ることをねらった外国技術の購入のあり方と生産部門に

対応していない研究機関の商業化に適さぬ業績との間に、

他方では中国企業の外国技術の取り込みプロセスの困難

と外国技術導入プロセスに殆ど関与していない国立研究

機関（研究機関はむしろ技術系の人材の養成に大半の力

を注いでいる）との間には、それぞれ密接な相関関係が

あるといえる(過)。1991-95年の第8次計画において外国

技術の吸収に関して承認された優先事項をみると、当局

において、この件についての貧弱な結果ならびにそれが

将来の産業発展のため緊急な問題であることが充分認識

されていることとがうかがえる。

技術能力蓄積の障害

国営企業における官僚統制の継続

技術導入は「物」と「情報」の統合されたもの力涜買

されることによって、2つの企業を結びつける契約であ

り、一つの企業の活動の一部あるいは全体(R&Dから

商業化迄の）に関係するものであると共に、あるコスト

で製品を商業化することができるものでなければならな

い。しかし、この契約は、必ずしも受入れ側が新しい技
術能力の獲得を自動的に行えると保証するものではない。
技術導入と新しい技術能力の取得の間のこのギャップは、
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る。つまり税金を決める上での値引き交渉を介して、企

業は官僚機構と合意の上で、その事前に見積られる利益

のレベルを操作できるのである。その結果として、破産

が存在しない社会主義経済体制下では企業が行った投資

に対して無責任となる傾向が助長されたのである。

る長期的成長戦略の展開を可能にする投資の選択に関し

て、企業が一貫してそうした投資を犠牲にすることで成

り立つものである。近代化のための資金に関して国営企

業が悩む長期的な資金不足は、かくて、企業を外国資金

の調達へと向かわせているのである。

ている。それによると、日本は外国技術の購入費1フラ

ン当たり、これを使いこなすためにかけた費用は10フラ

ンであるのに対し、中国は1988年で0.07フラン台にすぎ

ない('7)。この数値の背後には、日本の技術発展の歴史と

の根本的な違いが浮き彫りになっている。明治以来、日

本の企業は移転した技術に習熟するために潤沢な資本を

投下しただけでなく、その組織をも適応可能にするよう

努めたのである（情報の密度が高く幅広い普及)。それ

によって技術移転につきものの製品や製造方法の変更に

も十分対応できたのである。これによって、日本企業は、

技術という一つのく箱＞に手がかりとなる穴を開け、マ

イナーながら技術革新を行う能力を伸ばしてきたのであっ

た。と同時にその組織運営を技術修得と切り離すことの

できないものと考えてもいたのである(M.Fruin,

1994）。

国営企業で技術の発達に充当される資金が少ないこと

は、本質的には国営部門の諸改革の限界を反映する3つ

の現象から招来されたものである。まず、全産業部門に

おいて、国営企業の利益は低下していることが認められ

る。企業財政において収益率は、1980年代を通じ構造的

に悪化し、80年代末には更に著しくなってきた。この原

因はたくさんあげられるが、外国の製造ラインそっくり

そのままの輪入、スケールメリットの発生を阻止するよ

うな多数の企業へのそれら輪入製造技術のバラマキ、製
品の低品質といったことが、市場の要求に応えられない

過剰な生産力の出現を促した(18)。かなりの国営企業はこ

の悪循環にどっぷりつかっている。調和のとれない外国

技術の輸入で踊らされたり犠牲になったものは、技術を

十分咀暇し身につけるために必要な十分な利益を出せな

い状態にあると同時に、特に、東南アジア諸国の経緯と

くらべると、新しい技術の蓄積を部分的にも左右する定

期的な技術変化の動きを吸収するための利益も出せない

でいるのである(K.Dalhman他、1987)。

つある。しかしこの効果は未だごく限定されたものにす

ぎない。1980年代末、国営企業の数億人の被用者の内わ

ずか1.3％が1年間に職を移ったにすぎない。国営企業

間の人の移動については、職を変えることを希望するも

のや有資格者を求めている新たな雇い主にとって、きわ

めて面倒な行政的手続きが未だ残存している(M

Korzec,1992)。有資格者獲得の困難は、エンジニアや

経営者をして何はともあれ手元に置こうとする傾向を強

くし、したがって企業側は有資格者を十分活用できなく

とも、やめていかれるよりはましであると考えるように

なっている。人材管理システムの硬直化は企業に深刻な

問題を提起しており、過剰人員による財政の効率の面か

らも、また技術移転時に技術習得に必要な人材の養成、

獲得、移動の戦略を立てる面からも、さらにより一般的

に、技術革新を行うために必要とする人材戦略にとって

も深刻な問題となっている。

開発途上国の技術移転の歴史に見られる数多くの失敗の

原因となっているものである。そうした成功と失敗（特

にアジアの新興工業諸国における）の分析、と同時に、

企業と国家の技術能力の発展に関するエコノミストの関

心の増加よって、技術移転による新しい能力の取得過程

がいかに複雑であるか、それを理解できるようになった。

これは、単に先進国の権謀術策や途上国の経済依存を永

続させたいという思惑によるものだけではない。論理的

に言うならば、技術導入は足伽をはめられた技術伝達の

プロセスであると定義できる(M)。具体的に云えば導入側

が、外来の技術システムに存する技術能力を自己のもの

とすることである。それには、技術修得に関わるいくつ

かの法則を守らねばならない。しかも、それには技術習

得の機会を増やすような自発的努力を抜きにすることが

できないのである(15)。確かに、こうした条件が中国国営

企業の場合には整っていなかったのである。

1980年代において、国営企業による外国技術の習得や

技術革新にあった多数の障害は、国営部門の特殊な機能

の仕方にその原因があった。1978年以降国営企業の運営

改革によって、企業活動における一連の拘束はある程度

緩和され、これにより外国技術の習得条件が改善された

のである。しかし、これらの改革によって、企業の意思

決定に関して不公平な事態が生じたのである。価格決定

と商品化については真に自律性が認められたとしても、

投資、財政、人事管理、外国貿易の自由化等などについ

てみると、これらは厳しい官僚統制下にあるのである。

改革の成果とは、官僚機構のもとで企業に対する権力の

関係が変化したことであり、企業経営に関する権利の大

半が中央官庁から地方レベルへの移行したのである。こ

うなっても企業はその戦略的決定についてはごくわずか

の権限を持つにすぎず、改革前に発効した構造的規制が

なお続いている。

a)人材利用のまずさ

毛沢東時代にあった「鉄の茶碗」ともいわれた国営企

業の終身雇用制は未だに生きている。同一家族の中で雇

用をまわしていくシステムもまだ広く行われている。有

資格者のための熟練者紹介センターの創設や、国営企業

部門の新規採用者はすべて期限付き雇用契約とする1986

年の法律の発効は、上記の旧来の方式を徐々にこわしつ

c)投資制度のマイナス面

一般的に、国営企業は投資に関する官僚統制によって

二重の制約を受けている。その一つは、決定権について、

法的には官僚機構にまったく従属していることである。
厳しさの度合は和らいだとはいえ、どのような投資につ

いても、企業は、収支の可能性、財政的裏付け、技術移

転の成功に必要な物資調達の見通しなどに関して、法定
監査機関の長期間にわたる審査を経ねばならない(鋤)。結
果として却下されることは稀であるが、技術導入につい

ての決定プロセスはあまりに長く複雑で、それだけで市

場でのビジネスチャンスをとらえる上で大きな制約を受
けている。

他方では、官僚に対する財政的な依存もあり、それが

より重大な停滞につながっている。確かに改革によって

国庫からの交付金は大幅に減額し、企業の自己資金や銀

行貸付に対する依存の増加をみたが、このことは投資の

決定についての官僚の介入を弱めるものではなかった。

このように、企業の近代化に必要な自己資金の調達には

まだまだ脆弱さが認められるのである。銀行資金への依

存は著しく増加し、国営企業の近代化のための投資の殆

ど30%はこれによっている。このような変化も、しかし

ながら、企業の自主決定権という観点からみると、みか

b)技術革新に充当する財源の少なさ

この人的資源問題と共に、国営企業において技術力の

発展にあてられる財源の過小なことを、重大な阻害要因

としてあげることができる。1980年代の主要な改革のひ

とつに、国営企業がその収益の一部を保持できるように

することがあった。技術移転の面からみると、このこと

は企業にとって、技術の購入や消化吸収のために財源を

確保するうえでより柔軟な対応が可能になることを意味

する。しかし現実はこれとはかなりちがっていた。すな

わち1980年代末の電子産業部門において、国営企業は、

平均して100元の利益当り6元を自己の財源として保有

することが可能になるはずであった。たとえば、1991年

初頭の電子産業省の公示(16)によると、当該部門の企業が
貯えた利益は1990年に6億8千万元であり、この部門全
体の売り上げのかろうじて1％にすぎない。各種分析結
果が一致して指摘していることは、外国技術導入によっ
て発生した固定資本と流通資本の追加に関して、中国企
業は資金不足に陥っているということである。上海市の
場合、R.Conroyは外国技術購入金額の40分の1相当
の金額をその技術を消化吸収するために必要だとしてい
る。中国の専門家は購入費用とこれを使いこなすために
充当された費用の比率について、日本と中国の比較をし

■

更にまた、税制における官僚の自由裁量の間題がある。

税金が、むしろ、部門間や部門内の利益差を平均化する
ための道具、赤字を調整する道具(KangChen,1990)、
更に悪いことには地方の役人がもうけるための道具とし
て使われているのである。税務政策を具体的に利用する
ことで、企業は予算上の制約を軽くしようとしたのであ

けだけのものにすぎないといえよう。実際には、銀行は

完全に官僚によって統制されているのである。銀行資金

は、プロジェクトが収支のつくものであるのかどうかを

評価することによって供与されるのではないのである。

それはむしろ国の交付金と同じような性格のもので、返

還債務は企業にとってごくごく軽いものにすぎない
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(ChangDakai、1989)。融資許可の決定は地方官僚の

裁量にある。これは、経済計画担当機関と地方の政治家

の間の関係力戦量権限に関して決定的なものではないた

めであるが、同時に、大局的には、地方の経済発展の促

進を至上命令と考える地方官僚と地方銀行との緊密な協

力によるのである。技術導入の投資資金調達は、決して

ただひとつの方法によるのではない。他の社会主義国に

もみられるようなタクテイクスを企業は採用している。

特にハンガリーでのように、銀行融資､交付金､外国パー

トナーによる信用供与を組み合わせるのである。しかし、

何れにせよ資金を調達するために、企業が官僚に従属し

ていることに変わりはない。つまり、複数の監督官庁に

たいして複雑な戦略を立てることを余儀なくされている

のである。こうして、数段階にわたる官僚との交渉を通

じて企業は自己に有利な条件を引き出さなければならな

いのである(Huchet,1993)。国営企業の投資財政の中

で、交付金はその重要性がかなり減じてはいるものの、

総合的に見て、役人との依存関係の継続性は、旧体制下

に存在していたのと同様のマイナスの効果をもたらすこ

とになったといえる。

こうした事情は輸入技術の有効な取り込みに大きな障

害となっている。その第一は、投資の薄く広いバラマキ、

プロジェクトについての財攻的必要性を常に低く見積も

ることにある。官僚が行う財政額の割当は、常により多

くの資金を求める企業の要求にとっては決して十分では

ないのである。プロジェクトの財政的評価が遅れがちで

あり、その結果、複数の年次計画にまたがって資金を供

給をすることとなり、また時には、資金不足のために最

適の条件でのプロジェクトの遂行が不可能となるのであ

る。こうした事態は、技術戦略とくに外国から導入した

テクノロジーを発展的に吸収し新たな展開へとつなげる

ための戦略にとっては、かなりの追加的な投資が必要と

なこともあり、じつに大きなハンディキャップとなる。

このため企業は契約価格にﾖ隙に敏感である。官僚によっ

て割り当てられる資金がごく限られたものであることか

ら、当然ながら企業はしばしばソフト面を犠牲にして、

価格面を優先することとなる。我々 の調査結果を裏付け

るものとして、別の研究によれば、1987年には、技術導

入の支払額中僅か15％がソフトに割かれたにすぎない

(ZhangGuoying,1990)。このような特徴は、外国技術

の最適な吸収の可能性にとって制約となるものであり、

特に組織レベルの問題にとっては、すでに見たとおり、

極めて顕著である。

最後の問題点は、国営企業にたいする予算上の制限が

相変わらず甘いということがある。交付金は段階的に廃

止されつつあるとはいえ、企業側にとって重要なのはや

はり国からの資金である。国の予算上の制限が「甘い」

というのは、それが返済義務のない融資の形をとってい

るということである。それが投資の非効率の決定要因で

あり、ひいては技術移転の非効率性につながっているの

である。このような資金調達のあり方は産業界の合理化

を阻害するものであろう。つまり、いかなる企業も投資

効率が悪い場合でも事実上、なんら責任をとる必要がな

いからである。競争市場のないこと、外国との競争にお

ける保護主義も加え、国営企業にとって、効率の問題は

緊急の課題とはなっていないのである。

技術移転の管理運営面での問題

国の側からすれば、企業にとって好ましい環境を整え

ることで、外国技術の同化吸収を促進できるはずである。

そうした環境とは外国技術の効果的導入を可能にするも

のでなければならない。技術の受け入れ企業における同

化吸収の作業は、国全体の技術能力と密接に関連してい

る。つまり、技術の吸収に励む企業にとって、世界的な

レベルについての情報を採り入れることが可能となる環

境が必要なのであると同時に、企業をとりまく諸条件

(教育制度、労働市場、資金調達の条件、公的な研究開

発計画の発展とそれへのアクセス、技術情報の流布など）

が改善されることも必要なのでる。このようになかなか

困難な仕事となると、中国政府は理想的な条件を作るこ

とから程遠いところにあると思われる。

a)閉鎖的な縦割り行政：役所のなわばり主義
技術導入プロセスに関与する中国の関係官庁は数多い。
その関与の仕方は、国営企業に対して所轄の分野ごとに
それぞれが独占的に行うのであり、矛盾した結果を生ず
ることとなっている。つまり外国技術導入の管理におい
て国レベルでの見通しがないのである。国レベルでの各
産業部門の発展について、戦略的な意思の欠如にっながつ
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ているのである。たんに企業が技術導入についての決定

権を奪われているというのみならず、導入プロセスに介

入するいくつもの官僚組織が国策の見地からみて何らの

連繋なしに過剰なほどに関与しているのである21。また

技術部門と通商部門の間で権限は分離されている。監督

する立場の省が、予算を持っていても、外国企業との交

渉や技術の発展の問題については直接関与していない。

外国企業との交渉は対外貿易省にゆだねられ、その監督

下にあるいくつもの輸出入会社を介して行われる。これ

らの企業は主に購入の商業的な面を重視するため、技術

的な影響については付随的に関与するにすぎない。この

ような分断現象は国営企業による輪出についても同様に

存在し、国営企業が国際市場からかなりの程度に取り残

されることを招いた原因となっている。中国企業にとっ

て、外国のクライアントとの間に輸出入会社を介した間

接的な関係しか持てないことは、技術情報の伝達の面で

妨げとなっている。

これと共に、中国の電子産業の発展に関与している多

数の省庁間のなわばり主義を見逃すわけにはいかない。

それぞれの役所が管轄する分野に関わる産業の製造工場、

研究所を監督している。通信省、航空省はそれぞれ半導

体製造を必要とし、彼らは当然のこととして、資材の浪

費やスケールメリットの面からの適切な価格を考慮する

こともなく、生産、R&D、そして外国技術の輸入をダ

ブって実施している。このようななわばり主義は有害で

すらある。なぜなら、外国技術の購入はときに重大な変

化（労働力、流通資本、原材料等に）を引き起こすもの

だからである。しかも、そうした労働力．資金．原材料

など投入されるべきものが、ほとんどのケースで、各々

の産業関係の役所によって別々 に管理される。こうした

枠組みの中では、生産に関わる諸要因に変化をもたらし

うるあらゆる技術的決定において、役所の保護を維持す
るか、あるいは積極的にそれを求めざるをえない状況に

おかれるのである。このことはプロジェクトの計画的遂

行に悪い影響を与えることとなる。労働力．資金．原材
料など投入すべき要素のいくつかに極度の窮乏が生じる
こと、またそれらの要素に関して、完成品の質を低下さ
せるような代用品の使用、コスト上昇、輸入を確保する
ために無理な外貨探し（赤字輸出による）をすることな

どが起こってくる。

最後に付け加えねばならないのは、国内市場の保護の

難しさ、産業各部門の発展に関して国家的レベルでの政

策運営の困難さがある。技術導入に成功したいくつかの

企業が、彼らのクライアントが外国製品の轄入に向かっ

たため、国内マーケットの消失に立ち会うはめになった

のである。広東のHuangn情報機器工場は、われわれが

調査した中では、技術的にはフランスからの技術導入に

成功し、ミニコン「Solar」を作ったが、数年先には、

生産停止に追い込まれたのである。というのも、あてに

していたクライアントがDEC,田M,NEC、富士通、

更に悪いことにはフランス製「Solar」の輸入にまわっ

たからである。

b)地方のなわばり主義

改革政策開始以来、中国産業のく細分化＞として知ら

れる問題が存続している。この問題は、大分前にDouni

lhornにより分析されていたもので、彼は1967年に、す

でに種々の地方の官僚機構により遂行される産業の自立

政策について論じている。財政制度上は、国の収入は企

業の経済活勤への課税でその大半が賄われている。しか

し、税制は中央と地方政府との間で収入を分けあう形と

なっている。地方は、税金を徴収し、中央とは別に租税

収入の再配分の割当量について決めることができる。配

分の目的は、財政計画のみに基づいて決められるので、

きわめて合理的なやり方で、地方政府はその収入を最大

にするように働き、住民の福祉向上に使おうとする

(KangChen,1990)。調理器具、大衆消費電化製品、食

料、煙草などの分野では、いちはやく市場の参入に成功

した企業はかなりの利益を上げることができた。地方銀

行制度の監督を通じて、地方政府は、租税収入を最大に

するための投資に資金を優先的に貸与する事となる。こ

うして、技術導入の地方定着によって産業発展の地理的
な細分化がかえって強化されることとなったのである。
このような事実から、技術導入がなぜかくも中国では小
規模な生産能力しかない形に細分化され、しかも産業の
部門別発展について国家レベルでの展望もないままに、
それぞれの地方で、「繰り返し」行われたのか
(Chongfu)をよく理解できよう。地方としては、関連
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する生産会社の下流に位置する組立工場の能力に資金を

あてることを優遇したのである。このような背景を念頭

において、輪入についての分析をしてみる必要がある。

1978-85の問テレビの組立ラインの輸入は110以上にも

上っている。各地方（省）は、今や、1つあるいは複数

のテレビエ場を持っている。一般的に、エレクトロニク

ス産業を構成する下位部門のいずれについても、租税収

入を最大限にし、地方産業の発展を確保したいという地

方当局の意図が見て取れる。しかし、その際に国家レベ

ルでの効率的発展は犠牲にされているのである。

c)国の技術攻策の幻影と現実

中国の技術攻策は長い間、旧ソ連のモデルをそっくり

模倣してきたが、その財源・人材を利用することはなかっ

た。このため中国国営企業は、ソビエト式R&Dシステ

ムの組織が持つ構造的な特性に悩まされてきた。P.

HansonとK・Pavittの研究(1987)とりわけJ.

Winiecki(1988)の仕事をはじめとして何人かの研究

によると、中央集権的で統制主義的なR&Dシステムの

構造的な非能率だけでなく、社会主義国の政治的プロジェ

クトと切り離し難く結び付いていることが指摘されてい

る。一般的に、中央集権的に立案されたR&Dシステム

はいくつかの理由から、十分な能力にかけるものである

といえる。そのひとつはモチベーションである。研究所
と生産工場の運営は予算面での制限が甘い。発明は、金
銭的財政的に報いられるものではなく、名誉として扱わ
れ、商業目的な利用には結びついていない。第2は過剰
な中央集権である。中央に集中した官僚主義的決定プロ
セス、多元主義の不在、さらに現実との対応を無視した
応用研究の一元的計画化といったような理由から、企業
はあらゆる技術的、経済的チャンスをつかむ能力に欠け
ているのである。最後にR&D活勤が企業の外にロケー
ションしていることと、企業が国際市場に参画すること
がごく限られていることから、R&Dそのものが市場の
ニーズとかけはなれたものになってしまっていることが
挙げられる。

中国のR&Dシステムはまさにこうした指摘どうりで
ある。すでに文化大革命末期から、中央政府はこの問題
に気づいており、一連の改革を打ち出してきた。それは、

国の補助金の段階的削減を伴う研究所の財政責任の明確

化、研究所の技術力の売買の許可、それによる利益の一

部の確保・蓄積、ハイテク開発区の創設、知的所有権の

確立、研究者の社会的役割の再評価、国の技術発展政策

を総合的に調節する省庁を越えた機関の創設などである。

これらが国営企業の技術活動に与えたインパクトを判

断するにはまだ時期尚早であるが、政府機関や外国人の

行ったこれまでの調査解析によると、ソビエト式R&D

システムに由来する機能不全はなお強固に生き延びてい

るが、一方、改革にともなう新たな歪みの出現も認めら

れるのである(R.Conroy,1991;M.Goldman&

DF.Simon,1989)。国のR&Dシステムの効率が悪い

背景には、いくつかの現象が密接に関連しあっている。

これまで国営企業の主たる問題を指摘してきたが、そ

の活動の活性化を妨げるような構造的環境がなお存続し

ている。さらには、企業間に真の競争がないことをあげ

ねばならない(麹)。外国輸入品からの国内市場の防御、外

国共同企業の中国市場での販売に対する制限、ことに地

方官僚による地方市場の保護などが、競争的な環境の発

生を抑え、従って価格を初めとする種々 の面での企業の

自主決定権に関する改革のインパクトが弱められている
のである。

また、企業の人材管理と平行して、公的機関のR&D

に従事する人材がまだまだ活かされていないのである(鰯)。

中国社会における学者・研究職の役割についての再評価

にも拘わらず、技術発展への貢献に関して、政府が設定

した目的のレベルに見合った意欲をかきたてるような条

件を彼等は得ていない。単純労働に従事する者にくらべ

た場合に昇給制度が適切でないこと、転職力靴しいこと、

知的所有権の保護がないこと、海外での研究．研修に出

た場合帰国後に責任あるポストにつくチャンスが減って

しまうことなどがモーチベーションを稀薄にする事に結

びついている。このことから、エレクトロニクス関連分

野の大学院の学生数は、すでに科学分野の学生の割合が

世界でも最も低いこの国で、停滞しつつあり、中期的に
は、教師や有資格者の世代交代に重大な問題が予想され
る。

R&Dの能力の大半を占める国立研究機関は、ユーザー
のニーズに対して、不十分な対応しかできていない。こ
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れら機関の約75％の研究業績は、実験的レベルにとどま

り顧客を見つけるまでには至っていない。同時に、これ

らの研究結果の産業界への伝達も殆ど行われていない。

製造業に流された144の業績の内、60％は唯一の企業で

使用され、17％が二つの企業、五つ以上の企業で利用さ

れたのは16％にすぎない(R・Conroy,1992)。国営大

企業は、国内レベルの技術をあまり求めていない。さら

に外国製設備の購入に使われる費用の総額は、国内技術

の峨入に払われる金の5倍にも達している。このような

格差は、国営の研究機関が、企業の近代化に関与するこ

とが極めて少ないことを示唆している(馴)。技術市場の発

展が遅々 としていること、特にソフトウエア産業が発展

しないことの原因として、知的所有権の保護についての

法的整備がないことをあげることができる。著作権法に

ついては1991年6月1日に公布されたにすぎない。最後

に、技術革新のための公的財源は貧弱で、それ力珊かく

ばらまかれていることを指摘せねばならない。貧弱な予

算による複数の研究が、いろいろな研究所で平行して、
しかもバラバラに行われ、それらの間に何のコーディネー

ションもないのである。IC産業がこの良い例である。

その産業構造は、電子省、通信省、航空省など、多数の

省庁の組織に分散されている｡1981-85の第6次計画に
おいては、R&Dには1億7000万ドル、つまりこの分野
の企業の年間売り上げの0.6%が廻されたにすぎない。
つまり、企業あたりにすると、10万ドルにすぎない。こ
れは現在先進国の企業がそのために使う金額に対し比較
にもならない。

結論

国営企業の官僚主義的統制が執勧に存続しているため、
技術移転を遂行する過程で種々の歪みが生じ、技術能力
を最適な形で蓄積するのが妨げられている。国家が、政
策手段を根本的に変えることなく、広範囲に介入してい
るのである。様々な行政的決定によって、近代化の号令
がかかるが、国営企業を取巻く官僚依存の体質が打破さ
れるにはいたっていない。これには、中国の技術．産業
面での、19世紀以来の経過が大きく影を落している。ま
ず、日本の徳川期以降のような長い期間に亘る水面下で

の産業の近代化も無かったし、明治維新以降のような国

家体制の近代化もなかった。一方、アジアのNIES諸

国と違い、1949年以来とられた産業戦略のつけを相変ら

ず払っている。197脾までは余り工業化の進んでいなかっ

た広東省のケースは、上海や湖南のような古くからの工

業地帯と事情を異にする。広東省は、1978年に中央政府

から経済的開放の面で特別な地位を与えられた為、全く

新しい状況を構成し、香港から資金及び組織面での支援

を受けることが出来た。この意味で、1978年以降の急速

な工業化は、社会主義諸国の産業システムが市場経済へ

の移行に常に伴う多大のコストを負担せずに行うことが

出来たのであり、それはNmS諸国の第二陣（タイ、マ

レーシア、インドネシア）の状況に良く似ている。上海

や湖南は、これとは違って、外国資本の流入があっても、
スターリン式の工業化からの移行に伴う重荷を背負わね

ばならなかった。国営企業が1988年以来、構造経営不振
に陥っているのが、それを物語っている。

近隣アジア諸国の成功例に範を取った技術的キャッチ

アツプの政策も、各国特有の歴史や国民性との深い結び

付きを考慮せずに立案・実行されている。外国技術を輸
入する状態から技術力の効率的な蓄積のレベルに至るプ

ロセスには、国家的レベルで技術的キャッチアップを行

う側の空間的時間的コンテキストと切り離すことのでき
ないもろもろの固有の要素が密接に関係しているのであ

る。実際、一国の産業というのも、その国固有の政治的、

社会制度的、文化的「風土」の中にある。更に、その国

特有の産業技術上の歴史的経緯があり、それを無視せず、

状況に適応させ、特に、世界的レベルでの産業のあり方

との関係で決ってくる目標に合わせて、発展させて行か

ねばならない。言い換えるならば、世界のエレクトロニ

クス産業のグローバル化した状況の中で残された技術力

蓄積のチャンスに対し、一国の生産システムの適応と調

整の可能性を、如何に整合性の取れた形で発展させてい

くかということである。そのような観点から見た場合、

外国からの直接投資による技術移転の方が、遥かに有効

性がある。この場合、企業は国営部門で見られるような

官僚主義的管理手法から少なくとも部分的には逃れられ

るし、国営企業で技術移転を行う場合に邪魔になる制度

的な制約を殆んど受けない。しかし外国からの直接投資
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のメリットは就中、技術に関わる組織・経営上の要素

(必ずしも表立ってみえるものではない）の移転も可能

になることにある。このような知識こそ、社会主義経済

からの移行の際に極端に不足しているものであり、まさ

に生産設備の効率を支えるものとして重要性を増してい

る。

中国のエレクトロニクス産業は、依然として技術移転

に大きく依存している。第八次計画で優先課題に掲げら

れたものは、正に、外国の技術に対する開放政策がもは

や後戻りの出来ない段階にまで来たことを示し、また、

技術獲得の戦略を技術及び産業協力（外国からの直接投

資も含めて）に基づくものに方向転換することを示して

いる。90年代初頭に、米国、欧州、日本を中心として中

国に投資する国が多様化したこと、100%外国資本の子

会社が急速に増えたことなどは、80年代の香港資本によ

る場合と比較して、より一貫性のある技術導入を保証す

るもののように見える。国営企業については、外国との

技術、産業協力が盛んになっているにも拘らず、その技

術力の蓄積は依然として、結局、国営部門のあり方の改

革如何によっている。このような改革は、所有権の管理、

税制、金融制度などに関わり、経済の枠を大きく超える
問題である。

註

（1）本稿は1987年から91年にわたる筆者の長期の中国
滞在の成果であり、その間に20以上の国営企業、共
同企業において調査を行った。また、100社以上の国
営企業の技術移転政策の結果について行われた地方
大学での研究も利用できた。更に技術移転政策およ
び技術革新に関わる中国当局者ならびに中国のエレ
クトロニクス産業部門において技術移転を行った外
国企業の責任者にもインタビューを行っている。
（2）中国電子産業年報（1986年、1991年）

(3)J.-EHuchet(1993,1995)

（4）外国メーカーにより中国国内で生産されたものを
含まない。

（5）中国電子産業年報、1994,m-58頁
（6）同上、1994,n-10頁

（7）中国電子産業年報の1986年版と1990年版からの推

定値

（8）科学技術日報（1991年2月4日付）

（9）エレクトロニクス及機械工業部門の活力について

の調査分析、GuanliShinjiel993年第2号148-152

頁

(10）外国技術の輸入の監督に中国政府を踏み切らせた

もっとも顕著な例はテレビ受像機のケースである。1

978年から88年の間には、120のテレビ組立ライン

（そのうち90％が日本からのもの）が10O近い中国企

業によって購入されている。ラジオやテープレコー

ダーの分野では、1978年から85年の間に120以上の外

国技術と設備輸入の計画があった。同様に、家庭用

電化機器では1979年から85年の間に85の生産ライン

が、カセット（テープとビデオ双方）では70の生産．

組立ライン、また160の半導体生産ライン（そのうち

45本がIC用）が輸入されている。

(11）こうした現象は、IC産業における技術移転にお

いてもつも顕著であった。1988年の経済計画委員会

の調査によれば、輸入された45の生産ラインのうち、

契約締結時に期待されていた能力で稼働したのは僅

に4本である。上海の工場では、1988年に、不良品

の発生率は低集積回路で平均50％、中、高集積回路

でほぼ90%であった。

(12）「外国技術：入門と助言｣、1989年5月号

(13）「国際電子ジャーナル｣、1988年5月23日号

(14）産業競争においてはテクノロジーの戦略的役割は

発進側企業の経営方針も含まれているのであり、極

めて伝達の困難な企業の技術能力の、表立っては現

われない個人的、集団的要因がある。それはまた下

請企業の在り方や国の研究開発システムの機構といっ

たような企業外の要因にも左右されるものである。

(15）習得した技術的知識の複雑さに適応してゆくこと、
技術的努力の継続、テクノロジーの選択、導入の仕
方など。

(16）「中国機械電子産業ジャーナル｣、1991年3月12日
号

(17）「科学技術新聞｣、1991年6月12日付
(18）1989年にはテレビ受像機生産能力の45％が使用さ
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れない状態にある。中国の最近の調査では、テレビ

受像機生産ラインの半分以上がその能力の半分以下

でしか機能し得ない状態である(D.F.Simon,1991)。

(19）しかも、この資金は企業が全的に使うことができ

ないのである。1985年更に86年の法律は償却資金の

利用を定めたものであるが、行政側に一部の管理権

限を認めているのである。1990年の推定によれば、

企業が、税金を支払ったあとで近代化資金として実

際に使用できるのは100元の償却資金に対し、50元で

ある。

(20）3千万元を超える投資計画については、中央政府

にまで遡り、国家計画委員会の承認が必要となる。

それ未満の額の場合には、地方の行政機関が所轄と

なる。

(21)D.F・シモンは1978年以降の技術輸入の全体を知

ることは困難であるとしている。対外貿易省ひとつ

でも100以上の部局があり、技術輸入にかんする許認
可権を保持している。

(22）我々 が調査した企業の80％において、実質的に企

業間競争が働いていなかった。

(23）1988年に行われた国の調査では、公的機関の

R&D分野の従業員34000人のうち16%しか能力を十

分発揮できないとしている(R.Conroy,1992)

(24)R.Conroyは、外国技術を導入した620の企業の

うち、国内研究機関と協力していたのはわずか2％

にすぎないと指摘している。

訳／林春郎
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敦追手門学院大学柳

具体的な分析としては、まず、第1章でアルザスにお

けるたばこ産業の発展と継続に関する数量的確認が行わ

れている。16世紀半ばに始まったたばこ製造は、原料と

してのたばこ栽培を拡大すると同時に、アルザス産たば

こと輸入たばことを混ぜ合わせる独特の製法の下で輸出

市場に依存した国際商品を生み出し、ストラスブールを

中心とするバス・アルザスの経済活性化における中心的

役割を担ったのである。

次いで、第2章と第3章では、行政文書に基づき、徴

税請負人に代表される王権との対抗と妥協の中でたばこ

産業の継続を図る製造業者・商人層の姿が浮き彫りにさ

れている。アルザスはフランス王国国境線の内側にあり

ながらも関税線の外側に置かれ、輸入の自由という特権

を享受していた。しかし、1749年、外国産たばこへの課

税によって、王権による特権の切り崩しが開始された。

第3章はこの外国産たばこに対する課税が廃止となる17

74年までの時期を、第4章は王権が1774年体制の中で関

税線と国境線との重ね合わせを画策しつつフランス革命

に至る時期を扱っている。どちらの章においても、行政

文書に残る徴税請負人や商人団の主張を追うと同時に、

各々の局面におけるたばこ産業側の対応が詳しく論じら
れ、困難な状況に立ち向かうたばこ産業のダイナミズム
をうかがいしれる。

第4章では、フランス革命のインパクトが考察されて
いる。革命は一方でたばこ産業の自由化をもたらしたの
だが、革命の混乱によって従来からの輸出市場へのアク
セスが妨げられた。このため、アルザスのたばこ産業は
その市場をフランス国内へと転換することを強いられ、
さらに、，8,0年に専売制の下に置かれることになった。
第5章はたばこ産業の社会的側面を考察したもので、
とりわけ、密貿易の実態とたばこ製造業者の社会的モビ
リテイーの考察が興味深い。前者は裁判文書に基づく分

本書は、著者がストラスプール第2大学に提出した第

3課程博士論文で、このたび同大学出版部によって公刊

の運びとなった。公刊にあたって付された著者の指導教

授ヴォグレー氏の序文にもあるように、丹念に渉猟され

たフランス語とドイツ語の資料を基礎とした精繊な研究

であり、アルザス史研究に一石を投ずるものと言える。

本書のキーポイントは二つある。一つがたばこ産業で

あることは言うまでもないだろう。タイトルは「アルザ

スにおけるたばこ」となっているが、分析の大半はアル

ザスでのたばこの製造及びたばこ商業にあてられ、残念

ながら、農業としてのたばこ栽培業について十分な考察

がなされているわけではない。だが、周辺地域全体の活

性化を担うリーディングセクターとしてたばこ製造を発

展．継続していった商人層のダイナミズムや企業家精神

を考察することこそが本書のテーマであり、たばこ栽培

業に関する検討をいささか欠いていることが重大な意味

をもつことにはなるまい。

他方、もう一つのキーポイントは、副題にある国境地

域経済という点である。ライン川流域に位置するアルザ

スは、その地理的位置により、フランスへの併合力糎れ、

併合後においても、国境地域としてとりわけ政治的に重

要な意味合いをもっていた｡専売制の下にあったフラン

ス「内国」のたばこ産業に比べアルザスのたばこ産業が

大いなる自由を享受できたのはその地理的位置の所産で

あり、そうした特権が商人層による活発なたばこ製造・

商業活動の展開を可能にした。だが、フランス王権は次

第にそうした特権の切り崩しを画策し、中世以来の既得

権益の維持を図る商人層と中央集権体制へ取り込もうと

する王権とのせめぎあいが展開していった。この点で、

本書は中央集権化を進めるフランス王権との対抗と妥協

の中で進行する国境地域経済発展のありかたを詳細に検

討した研究と言えよう。

－81－-80-

１
１ 一一一=一＝＝一＝一＝一一 －－－－P

一一■ー＝ーー



画

正

■

一一一一

|‘

析で、外国産たばこが課税されたことで密貿易が頻繁化

し、たばこ製造業者をも含めたさまざまな階層が密貿易

に参加していたことが指摘されている。アルザスのたば

こ産業は、密貿易をも辞さずに、外国産たばこへの課税

によって生じた危機的状況の打開を図つたのである。積

極的に闇経済あるいは裏経済と呼ばれる部分の解明に取

り組んだ貴重な分析である。

後者は、ストラスブールに移り住んだユグノー移民が、

たばこ製造業での成功によって社会的上昇を果たしていっ

た過程を跡づけ、さらに、遺産文書の分析によってたば

こ製造業者の実態を明らかにしている。とりわけ、死亡

時における売掛金の地理的分布はアルザス産たばこの販

路を知るうえで貴重な手掛かりを与えてくれている。

以上のように、本書は、著者の長年にわたる資料の読

み込みときめ細かい分析によって17,18世紀におけるア

ルザスのたばこ産業の姿を再構築せんとする労作である。

外国地方史研究において現地の研究水準をも上回るこの

ような研究成果が得られたことは、喜ばしいかぎりであ

る。

ただ、一読後、2つの点でいささかの不満を禁じ得な

かった。ないものねだりとなる危倶は感ずるものの、あ

えて披瀝しておきたい。

一つは、ライン川通商圏とでも呼ぶべき通商ネットワー

クとの関係である。繰り返すまでもなく、アルザス産た

ばこにとってライン川流域は重要な市場であったが、同

時に、たばこの製造にあたって不可欠なアメリカやオラ

ンダからの原料たばこもまたライン川の通商ネットワー

クを通じてもたらされていた。さらには、フランスへの

併合後もアルザスが保持していた通商上の自由という特
権も、そもそも、中世以来のライン川流域通商ネットヮー

クの中で認められたものである。それゆえ、資料上の制

約があるのかもしれないが、外国産たばことの混ぜ合わ

せによる独特のアルザスたばこを製造し、その販路をラ

イン川流域に求めた商人たちのダイナミズムを、ライン

川通商圏という枠組みの中に置き直して検討することに

価値があるのではなかろうか。行政文書の分析がフラン

スの国境地域としてのアルザスという側面を明確に浮か

び上がらせているがために、ライン流通圏の一拠点とし

てのアルザスという側面が見えにくくなっているという

印象をもったからである。

他方、本書の冒頭では、繊維産業を軸としたオート・

アルザス経済の発展と対比しつつ、たばこ産業がバス・

アルザスの地域経済発展をリードした点が強調され、本

書を通じてこの点が実証されている。ただ、近世のオー

ト・アルザスでの綿工業については、近代工業化との連

続か、断絶かという議論を思い起こさざるを得ない。そ

れゆえ、本書の分析対象であるたばこ製造業についても、

近代工業化と連続していくのか、あるいは断絶したのか

という疑問を感じた。もちろん、本書のテーマは近世に

おけるたばこ製造業であり、近代工業との接点にかかわ

る論点を云々 するのは評者個人の勝手なふるまいと言わ

れてもしかたない。だが、近世における地域経済の発展

が近代においていかなる方向に向かったのかを見定める

ことは、同時に、近世における発展の性格を明らかにし

てくれるとも考えられる。本書はアルザスのたばこ産業

が専売制に取り込まれる1810年をもって分析を終え、結
びの最後には、専売制を契機にアルザスたばこ産業が
｢化粧直し」すると書かれている。評者以外にも、「化粧
直し」なるものに興味をもつ読者がいるのではなかろう
か。

［了］
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､ ●書評

平野泰朗著『日本的制度と経済成長』藤原書店,1996年

戦後50余年が過ぎ、あと数年で21世紀へ入ろうとして

いる現在、戦後日本経済の経済発展を現時点で総括し、

来るべき将来の日本経済の指針を示すことが、緊急の課

題となっている。現在、このテーマをめぐって多くの本

が書店に並んでいる。こうしたなかで、「日本の経済成

長はいかなる制度のもとに実現されてきて、いかなる方

向に向かうのであろうか」(p.7)という問題にまさに答

えようとする本書が、他の多くの類書と異なるのは、レ

ギュラシオン理論の観点から日本経済の制度分析を行い、

それをふまえて経済成長過程を考察している点である。

それに加えて、「規制緩和」があたかも日本経済の唯一

の制度改革であるかのように言われがちな今日、そのよ

うな方向に対する実行可能なオルターナテイヴを、新た

な福祉社会のプログラムとともに提起している点も注目

に値する。

これまで、レギュラシオン理論の書物は、翻訳・紹介

が中心であった。しかし、本書はそれらとは大きく異なっ

ている。本書は、レギュラシオン理論の基本的発想をふ
まえつつも、著者独自の問題意識と労働経済学研究の厚

みの上に成立しているのである。また、政策的提言も、

現実を十分ふまえて示されている。したがって、これま

でレギュラシオン関係の書物にありがちだったある種の

｢ファッショナブルな上滑り」は、本書には微塵もみら

れない。その意味で、本書は日本におけるレギュラシオ

ン研究の中から初めて登場した「本格的研究害」である

と言っても過言ではないだろう。われわれが本書から学

ぶべき第一の点は、まずこの点である。また、このこと

は、「フランスの理論」と「日本の現実」のインターラ

クシヨンのあり方をあらためて教えてくれるものでもあ

る。それは、「フランスの理論」を「日本の現実」へ直

接的に適用することでもなく、「日本の現実」によるそ
の拒否でももちろんなく、「フランスの理論」をふまえ
たうえで、さらに既存の主流派の研究からも成果を吸収

名古屋大学植村博恭

し、そして、各研究者個人の責任において、独自の個別

的研究成果を産みだしていくことが何よりも大切だ、と

いうことだろう。

さて、前置きが多少長くなりすぎたので、早速、本書

の内容を紹介しよう。本書は、2部7章よりなっている。

｢第1部成長体制の分析」では、方法論的考察と戦後

日本経済の分析が行われ、続く「第Ⅱ部成長体制の展

望」では、サービス経済化の分析をふまえて、新たな福

祉サービスの供給システムとそれに適合的な成長体制が

展望されている。それでは、それぞれの章をもう少し詳

しく見ることにしよう。

「第1章資本蓄積をどう捉えるか」では、「有効需

要の働きとコンフリクトを調整する諸制度を取り込むこ

とにより、資本蓄積論は、豊富化される」(p､14)との認

識に基づいて、「レギユラシオン・アプローチを生かし

ながら資本蓄積論を構築していく」ための方法を提示し

ている。ここで、本書の主張のうち、レギュラシオン理

論を前進させるものとして、次の2点が特に注目される。

1つは、制度の存在理由の説明であり、他の1つは、

「ミクロとマクロをつなぐもの」としての．｢賃労働関係」

の丹念な理論化である。まず、制度の必要性に関しては、
「取引費用」（ウイリアムソン)、「不確実性の減少｣（ノー
ス)、「計算量の限界」（塩沢）など様々な説明原理が提
起されているが、本書の立場は、一種の多元主義である。
すなわち、「あらゆる組織の目的が営利追求とはかぎら
ない以上、制度形成の原理がいつも取引費用の最小化に
代表される効率原理であるわけではない」(p.16)として、
それが「公正や平等の保障である場合もある」と主張さ
れている。この点は、本書の制度理解の特徴といえる。
また、「賃労働関係」については、本書では「賃労働関
係という概念はミクロ的関係ばかりではなくマクロ的関
係をも包摂する」(p.31)こと力轆認され、特に、ミク
ロの生産性上昇や分配に関わる「ミクロ的制度のマクロ
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的効果」の問題が強調されている。本書全体にわたって、

この意味での「賃労働関係」がまさに分析の主軸をなし、

これが第2章以下の分析の基礎を与えるものとなってい

るのである。

続く「第2章戦後日本の経済成長と賃労働関係」で

は、「フォーディズム」概念を再検討したのち、それに

基づいて戦後日本経済の成長過程の制度分析を行ってい

る。まず、「フォーデイズム」概念の再検討に関しては、

フォーデイズムが中長期的に成立する「マクロ的体制」

であるという理解に立って、それは「フォード的労働編

成様式の有無をもって、直ちにフォーデイズムと定義す

ることを慎ませるし｣、また「各所得分配制度は、中長

期的には大量生産を生み出すとしても、短期的な景気変

動に対する反応にはいくつかのヴァリエーションをもつ」

(p38)と説明されている。この点は、評者も賛成であ

る。ただ、賃金主導型／利潤主導型とういう成長パター

ンの相違を、「両者を区別するものは、付加価値の賃金

と利潤への分配比率の大小ではなく、賃金決定の方式

(および、これに連動する投資行動）である」とし、結

局、「産業予備軍効果の有無」に基準を集約させている

点については、疑問が残る。この点は、のちに多少の私

見を述べたい．と思う。

さて、日本経済の具体的分析であるが、ミクロレベル

での制度的特徴として、「能力主義的個人主義」とその

制度的基盤としての「職能給化された年功賃金」が強調

され、これが短期的景気変動に対する賃金調整と雇用調

整の日本的特徴（｢賃金調整主流型｣）を介して経済成長

を規定した、と説明される。本書では、この賃金調整と

雇用調整、さらには投資決定の特質を析出するために、

賃金関数、雇用関数、投資関数の推定を行っている。こ

のような周到な分析に基づいて、高度経済成長期におい

て、「中長期的には、経済成長とともに総賃金の上昇し

ていく分配調整様式を作り出し」(p.66)、設備投資需要

が重要な役割を果たしはしたものの、「長期的には、消

費主導型成長への道を進んできた」(p.67)と結論され

る。この一連のミクロからマクロへの連関の析出が、本

書の大きな分析結果となっている。また、これとともに、

1970年代における内需主導型成長の輸出主導型成長への
転換が分析されている。

「第3章産業柿造の変化と賃労働関係の不安定化」

では、1970年代以降の産業構造の変化として、「装置産

業と機械工業との間に存在した均衡的発展関係は、70年

代後半以降、大きく変化し、製造業内における産業構造

を大きく変動させたこと力轆認される」(p.82)との基

本認識のもとに、その産業櫛造の変化が賃労働関係に与

えた影響が、産業間生産性格差と所得分配格差の変化、

および就業構造の変化を軸に分析されている。このなか

で、まず、「分配調整の部門別変化」では、第2章で試

みたのと同様な賃金関数と雇用関数の推定が、産業部門

ごとに試みられている。総じて、石油ショック後は、消

費者物価要因、支払能力要因がより有意なものとなり、

これに対して労働需給要因と相対価格要因が弱くなって

おり、賃金の部門間格差の緩やかな拡大が見られるとい

う。このうち、特に、労働需給要因の減少には産業ごと

の相違が見られるが、この点に関しては、「概して、労

働組合組織率の高い部門では労働需要要因の係数が"､さ

く、組織率の低い部門では係数が大きいことが分かる」

(p.90)と結論づけている。この点は、労働部面におけ

る市場と制度の相互作用を考えるうえできわめて重要な

ので、今少し分析を展開してほしかった論点でもある。

雇用決定に関しては、「石油ショック以前では、少数の

例外を除いて、実質成長要因・実質賃金要因．前期雇用

調整残分要因のすべてが、雇用変化に対して統計的に有

意な関係を示している」が、「石油ショック以後になる

と、3要因とも、統計的に有意な関係を示す部門の数が

少なくなる」ことを確認し、「雇用決定が、安定状態か

ら不安定状態に潜在的に変化した」(p.91)と結論づけて

いる。このような変化が生じたとされる産業は、化学、

石油石炭製品、一次金属、輸送機械、金融保険業などで

ある。そして、以上の変化をマクロ的に総括して、消費
需要の変動と停滞を引き起こす可能性が指摘されている。

ここで生じている事態が、「雇用の不安定化」というか
たちで総括されている点は、若干気になるので、後ほど
言及したい。

「第4章企業の福利厚生と社会政策」では、現代の
資本主義において、「賃労働関係」の不可欠の構成要素
をなす社会保障等の間接賃金が分析されている。そのさ
い、特に本書では、国家の政策によって行われるものを

－84－
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「政策的福祉｣、労使間の合意や慣行にもとづき企業が「福祉ニーズは個人個人によって異なり、かつ、1つの
財源を拠出するものを「産業的福祉」と呼んで、これら財あるいはサービスで充されるとはかぎらないので、二一
両者の関連が重視されつつ、後者の役割を中心的に分析ズを発することの中に他人への個別的相談が含まれるこ
がなされている。ここでの議論で重要なのは、特に「企とが多い」(p.202)とは駒まさに現場の声である。そし
業主義的レギユラシオン」仮説との関連である。「日本て、このようななかで、家族介護だけではどうにもなら
の労働力は、雇用（終身雇用）○賃金（職能化された年ない現状をふまえ、福祉サービスの需要と供給をつなぐ・
功賃金）のみならず産業的福祉も、企業の枠内で強い一「コーディネーター」あるいは「需給のネットワーク」
貫性を発揮する制度を媒介にして再生産されてきた。こが必要だとされるのも、きわめて適切な指摘である。ま
の意味では、まさに日本の調整様式は｢企業主義的レギユた、かかる観点から、介護保険給付と医療保健機構との
ラシオン」というにふさわしい」(p.118)として、日本リンクの必要性が指摘されているのも、示唆に富む。こ
における産業的福祉の中心的役割が強調されているのでうした制度的整備のもとで、マクロ経済的には、「住宅
ある。それは、より具体的には、国家の社会保障政策を関連財●福祉機器の消費財および建築用投資財を軸に、
補完するものとして、教育、住宅、医療●年金などに関①消費→生産→生産性と②消費→投資→生産性の両経路
して現金支給や現金給付代替型現物給付として行われ、による新たなマクロ的好循環の創出も、理論的には十分
それが企業別で行われることで、労働者の企業への統合可能である」(p.213)と結論づけられている。
を実現したとされている。そして、現在、日本が直面す以上のようにきわめて示唆に富む本書は、私自身の研
る高齢化が、年金●医療費や高齢者介護等の負担の増大究にとっても貴重な礎石の宝庫となっているように思わ
を通じて、「企業主義的レギユラシオン」の調整力の弱れる。そこで、最後に本書で提起されている問題とそれ
まりをもたらしつつあると指摘されている｡に対する私見を述べ、今後の研究課題を整理してみたい。
「第5章サービス経済化と蓄積体制｣、「第6章市まず第1に、ミクロ的には、「職能化された年功賃金」
場・組織‘ネットワークと新たな生産性ノルム｣、「第7の理論的根拠とその効果に関するさらなる研究の必要性
章新たな消費ノルムと成長体制の展望」では、経済のがあるO周知のように、日本の年功賃金については、企
サービス化と高齢化の問題点を綿密に分析したうえで、業特殊的熟練仮説、生活費保障賃金仮説、さらにインセ
日本経済の新たな成長体制の可能性を論じている○すなンテイブ仮説などが提起されているが、「賃労働関係」
わち、産業構造の転換に際して、「雇用の不安定化」やという視点から労働力再生産の社会的側面を重視しつつ、
部門間生産性上昇率格差・賃金上昇率格差が発生し、同時に小池和男氏の企業特殊的熟練仮説にある程度共感
「消費需要の変動と停滞」の可能性が生じているが、こをもつ本書が、賃金プロファイルを規定する諸要因を経
れを回避する1つの道として、「国内の新しいニーズに済合理的要因と社会的要因の複合としてどのように統一
合った新しい産業を発展させる」政策が提起されている。的に説明するのか、今少し立ち入った説明がほしかった。
具体的には、サービス経済化の進展は、経済の生産性上この点は、「労働市場の分断化」や階層的経済構造のも
昇の停滞と賃金分散の拡大によって国内需要の停滞をもとでもたらされている「転職コスト」による正規労働者
たらす可能性があるが、これに対して、多数の労働者にの雇用安定という問題をどのように組み入れるか、とい
技能形成を保障することで賃金分散の拡大を抑制し、適う点とも関わっている。第2に、所得分配と需要形成に関わる「賃金主導型成
切な公的支出の拡大を通じて需要形成を促進し、さらに
高齢化にともなう潜在的需要に対応した福祉サービスの長／利潤主導型成長」という区別についてである。この
供給体制を築く必要があるとされるのである。評者もこ区別は、もともとカレツキやカルドアの影響の下に形成
のような方向で問題の解決を考えるのは、きわめて重要された「構造主義マクロ経済学(structuralistmacro-であると思う。介護問題で悩む一般読者が、第7章を一economics)」によって定式化され、レギユラシオン理論においても使用されているものである。そこでのポイ
行一行読み進める姿が、評者には浮かんでくる。特に、
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'’ントは、稼働率の水準である。というのは、不完全稼働

水準においては、実質賃金率と利潤率とがともに上昇す

ることが可能であり、完全稼働水準ではそれらの背反関

係が成立するからである。したがって、稼働率と投資の

反応の仕方に関する定式化を抜きにこの問題を分析する

ことは難しい。「産業予備軍効果の有無」は、このよう

な商品市場の動きに対応して、動学システムの安定化あ

るいは不安定化をもたらすものではあっても、この2つ

の需要形成パターンを区別する基準にはならないのでは

ないだろうか。総じて、本書では「賃労働関係」のマク

ロ経済的効果を重視するあまり、商品市場の独自な運動

（それは、金融システムにも影響をうける）の分析が軽

視されていることは否めない。篠原三代平氏などによっ

て強調されているように、戦後日本経済の景気循環をみ

た場合、やはり大きな設備投資循環の存在は重要である。

これらの観点をふまえたうえで、「構造安定性をもった

循環的成長」として日本経済の資本蓄積過程を分析する

ことは著者だけでなく、評者自身の課題でもある。

第3に、1970年代以降の産業構造の変化の影響に関し

て、おそらく著者との間で事実認識では大きく違わない

のであろうが、それを「賃労働関係の不安定化」として

総括している点は、疑問なしとはいえない。なぜなら、

ここで「不安定化」の主張の根拠となっているのは、雇

用関数の説明力の低下であり、特に成長率要因の説明力
の低下である。しかし、問題が生じている産業のうち、
金融保険業を除き、化学、金属などは、いわゆる構造不
況業種であって、そこでは成長率の低下が必ずしもスムー

ズな雇用調整に結びつかなかったという事態が背後にあ
るのではないかと思われる。むしろ、この問題に対して

は、正規労働者と非正規労働者との雇用フレキシビリティ

の補完性という日本経済の特徴的構造の産業間での相違
という観点からアプローチできるのではないだろうか。

本書では、「雇用の不安定化」の延長線上に「雇用の流

動化」の政策提言が行われているが、この問題にも、日

本における「労働市場の分断化」（あるいは「新しい二

重構造｣）と「転職コスト」といった、より構造的な観

点が必要なように思う。そして、この点をふまえて、

｢雇用の流動化」の重要性を指摘する論者がしばしば提

起している年金や退職金の「ポータプル化」（転職時に

企業間で持って移ること）の実行可能性が検討されるべ

きであろう。

第4に、高齢化とサービス化に直面している現在、本

書が指摘するように、「国内の新しいニーズに合った新

しい産業を発展させること」は、何にもまして重要なこ

とであるが、それに基づく新たな「成長体制」を展望す

るには、なお検討すべき問題が山讃しているように思わ

れる。まず、現在、国際化のなかで、労使ともに産業間

の利害が分裂しつつあり、所得分配や間接賃金に関して

国民的合意の形成がますます困難なものとなってきてい

る。さらに、アジア規模で展開する生産システムは、雇

用システムにおいて新たな格差構造をもたらす可能性も

大きい。本書の「まずは足元から」という基本姿勢には

全面的に賛成であるが、同時に、分析としては今少し広

い視角でこの問題を捉え返す必要性も感じられる。

以上、書評としてはかなり長くなってしまったが、そ

れは本書には単なる研究上の書評の対象という以上の多
くの果実が含まれているように思われたからである。高

度経済成長が始まった1955年に生まれた日本人は、現在
42歳である。そして、日本人の4人に1人が高齢者にな
ると予想される2025年には、70歳になる。本書で分析さ
れた日本経済の構造と動態には、日本経済の歴史と将来
の姿が示されているだけでなく、その構造のなかで生き
る人間ひとりひとりの個人の歴史と将来の姿が映し出さ
れてもいるのである。

1996年度活動報告

■理事会

1．日時1996年11月16日（土)12:00-13:00

2．場所早稲田大学大隈会館1階「楠亭」

3．出席者岡山会長、長部、諏訪、西川、堀川各理事

4．溌事

(1)1994-95年の活動報告

(2)1995年度の会計報告

(3)新入退会員承認の件

新井美佐子、斉藤正樹、原山哲、山本いづみ、若森章孝の各氏5名の入会と、
れた。この時点で会員数は141名。

ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ

河野健二理事の逝去退会が承誕さ

総会

日時1996年11月16日（土)13:00-14:00

場所早稲田大学3号館第一会議室

議事

(1)1994-95年の活動報告

(2)1995年度の会計報告

(3)新入退会員の紹介

■
１
２
３

研究報告会

日時1996年11月16日（土)14:00-17:00

場所早稲田大学3号館第一会議室

報告者フランソワ・ユシエ（日仏会館研究員）
論題／「中国の技術移転戦略一電子産業の事例と日本との比較」
コメンテイター／丸川知雄（アジア経済研究所）

徐世傑（ハワード電子公司）

■
１
２
３

■ 今
云

1996年12月3日（火)18:00-20:00

早稲田大学1号館308会議室

ジャック・マジエ（パリ第Ⅲ大学）

演題/｢EU通貨統合の現状と将来」

通訳／井上泰夫会員

講演

日時

場所

謂演者

１
２
３

ヨーロッパとアジア〉1」を発行。■出版

『BULLETIN」第18号「特集：第五回日仏経済学会議く経済的地域主義
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<収入〉

前期繰越

会費（郵便振替分）

会費（総会当日納入分）

早大大会補助

レセプション･資料代

利子収入

計

手元現金

普通預金残高

定期預金残高

恥便振替口座残高
一三一

《資産〉

1995年度

(1995年4月1日

496,621

429,500

32,000

337,000

90,000

226

1,385,547

全
とこ

159,667

407,049

200,425

338

－

会 計報告

1996年3月31日）

《支出》

理事会・総会関係費

講演料

通信費

事務費

Bulletinl7号

小計

次期繰越

計

15,862

50,000

80,150

30,314

370,800

547,126

838,421

1,385,547

会計監査

検馴陰会苛具室挺査こしまし吟
I承史佳て､Iぁｿ汎吃。

‐嬬礁Ⅲ 蟇’

－88－

日仏経済学会会則

第1条本会は、日仏経済学会(laSoci6t6franco-japonaisedesSciencesEconomiques)と称し、これを日仏
会館に設ける。

第2条本会は、同一の目的を有するフランスの諸機関との協力のもとに、日仏間の経済学の交流を促進すること
を目的とする。

第3条本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行なう。
イ）フランスの経済学者を日本に受け入れ、また､､日本の経済学者をフランスに派遣することにつき斡
旋・協力し、並びに両国間における経済学研究者の交換を助成すること。
ロ）フランスの重要な経済学文献の日本語訳を促進し、必要に応じてこれを援助すること。
ハ）日本の重要な経済学文献のフランス語訳を促進し、必要に応じてこれを援助すること。
二）刊行物、特に主要な経済学または経済学誌を通じて、日仏両国における経済学説並びに経済の動向
に関する相互の理解を深めること。

ホ）両国相互の経済並びに経済学文献の整備、特に両国のビプリオテクの整備に関し、適切な措置を露
ずることに努め、かつ、これを促進すること。

へ）その他本会の目的に適する事業。

V窪4条本会の事務所を､東京都千代田区神田駿河台2丁目3番地日仏会館内に置く｡"Qllと走州陦喧遜上．第5条本会は、次に定める会員をもってこれを構成する。
イ）正会員：本会の事業に実際に参加協力する者。
ロ）賛助会員：本会に対し、精神的または物質的な支持を与える者の中から選ばれた者｡
ハ）名誉会員：日仏両国間の経済学の交流に特に寄与した者の中から選ばれた者。
第6条本会の目的に賛同するものは、正会員となることを求めることができる。この請求は、正会員1名の推薦
により、理事会の承認を経なければならない。名誉会員または賛助会員の資格は、理事会がこれを与える。
但し、その資格は、本人の同意がなければ確定しない。

第7条会費は、次のように定める。 年額6,000円（院生会員4,000円）
イ）正会員

ロ）賛助会員自然人の場合年額5,000円
法人の場合年額5，000円以上

ハ）名誉会員は会費を納めることを要しない。
第8条会員に重大な義務違反がある場合には、理事会の決定によって、この者を本会から除名することができる。
この者の異議があるときは、この決定は総会の承認を得なければならない。
第9条会長は、理事会において理事の中から互選され、本会の事業を統率し、本会を代表する。
第10条理事会は、若干の理事をもって構成され、総会により選挙される。理事会は、本会の業務を執行する。理
事の任期は2年とする。
2会計監査のために、監査役を設けることができる。監査役は、総会により選任される。
第’1条会長は、名誉会員のなかから顧問を委嘱することができる。顧問は、会長の請求により、理事会に対して
第12条会長は、本会の発展のために特に功労のあった者に、総会の識を経て、名誉会長の称号をおくることがで
意見を述べることを職務とする。

第13条総会は、正会員の全員をもって構成する。正式に召集された会員の3分の1が出席し、または、代理されきる。

ているときは、総会は有効に決議することができる。総会は少なくとも年1回召集され、理事会の報告を
聞き、必要な場合には理事を選挙し、本会の事業について決議する。第14条この会則は、出席者および代理されている会員の3分の2の多数で、総会がこれを変更することができる。
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投稿規程

’
1．本「BULLETmjへの投稿は、原則として会員によるものとする。

2．論文の投稿分量は、原則として200字詰原稿用紙80枚以内とする(図表等を含む)。
3．使用言語は、日本語・仏語のいずれでもよい。

14．タイプまたはワード・プロセッサーによって作成された完成原稿であるものとする。原稿とともにフロッピーディ
スクを送付されたい。文書はできる限り、MS-DOSフォーマットで初期化したフロッピーディスクに書込まれ
たい。文書名は、半角8文字のあとに、ピリオド「.」と拡張子「TXT」を入力すること。
＜例BULLETIN.TXT>

5．別紙に仏語での表題を書き添えること。

6．投稿論文の掲載可否は、編集委員会にて決定する。

１
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一
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